
コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

31401

○2010年までに、生産管理技術の総合化に
よる農耕地からのメタン・一酸化二窒素の発
生削減技術、反芻家畜からのメタンの排出低
減化技術を開発する。【農林水産省】

畜産由来メ
タンガスの革
新的削減を
もたらす天
然飼料添加
物の開発

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（食料戦
略）室

20 22 - -
5,200の
内数

資材の製造方法、反すう家畜への
嗜好性と安全性、メタン低減効果な
どを解明中。

6,183の内数 6,516の内数
供試資材により4割近くのメタン低減効果を実証すると共に、
嗜好性改善などの課題に目処が立った。

科学情報を完備した反すう家畜に対する新規のメタン低減剤の
開発と実用化を図り、低減効果を把握する。

メタンの実測は国際的にも第一級の施設で精
密測定されており、信頼性が高い。

31401

○2010年までに、生産管理技術の総合化に
よる農耕地からのメタン・一酸化二窒素の発
生削減技術、反芻家畜からのメタンの排出低
減化技術を開発する。【農林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 21
462の内
数

276 455
農耕地におけるメタン、一酸化二窒
素の排出削減技術を開発中

445 －
農耕地における営農管理によるメタンや一酸化二窒素の排出
削減技術を開発した。

施肥量の多い茶園や野菜畑からの一酸化二窒素の排出削減技
術の開発を強化する必要がある。

水田からのメタン排出量の把握と削減技術の
評価については、世界トップクラスに位置づけ
られる。

31402
◇2015年度までに、精密栄養管理技術等の
開発により反芻家畜からのメタンの排出量を
20％程度低減する。【農林水産省】

畜産由来メ
タンガスの革
新的削減を
もたらす天
然飼料添加
物の開発

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（食料戦
略）室

20 22 - -
5,200の
内数

資材の製造方法、反すう家畜への
嗜好性と安全性、メタン低減効果な
どを解明中。

6,183の内数 6,516の内数
供試資材により4割近くのメタン低減効果を実証すると共に、
嗜好性改善などの課題に目処が立った。

科学情報を完備した反すう家畜に対する新規のメタン低減剤の
開発と実用化を図り、低減効果を把握する。

メタンの実測は国際的にも第一級の施設で精
密測定されており、信頼性が高い。

31402
◇2015年度までに、精密栄養管理技術等の
開発により反芻家畜からのメタンの排出量を
20％程度低減する。【農林水産省】

農林水産分
野における
地球温暖化
対策のため
の緩和及び
適応技術の
開発

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

22 26 - - - － - 675 － － －

31901

○2010年度までに、森林・農地・集落・水域な
どを含めた農山漁村空間のレクリエーション
利用実態を、特に空間利用と生物利用の両
面から解析し、それらの利用効果を高めてい
る要因を解明する。【農林水産省】

人と自然の
ふれあい機
能向上を目
的とした里山
の保全・利
活用技術の
開発

持続可能
型地域バ
イオマス利
用システム
技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 20 22 21 13

森林におけるレクリエーション体験
の快適性に関わる因子および、好
ましい景観体験に関与する要因を
解明した。

- －
里山林での施業とエネルギーとしてのバイオマス利用の実証
試験を行うと共に、市民と行政担当者等を交えた勉強会を行
い、里山林の利活用に関する理解を高めた。

里山林の多様な利用形態と市民等による森林体験の関係を解
析し、持続的な利活用の方策を検討する。

里山林の再生と地球環境保全に貢献する里
山管理システムが開発されることは、ローカル
研究がグローバルな視点を持ちつつ推進でき
ることを示している。

31902

◇2015年度までに、農地・森林・水域・集落の
レクリエーション利用効率を向上させるため、
農山漁村の空間管理の包括的土地利用計画
手法、特に遊漁等の生物利用型レクリエー
ションの管理手法を開発する。【農林水産省】

地域資源活
用と連携に
よる山村振
興、多面的
な森林の調
査・モニタリ
ングおよび
評価技術の
開発

持続可能
型地域バ
イオマス利
用システム
技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 20 12 12 9

レクリエーション資源・施設の分布
状況から地域を区分するとともに、
森林管理が効果的な場所を抽出す
る手法を開発した。

－ －
落葉広葉樹林帯における生態系サービス量を供給サービス
を対象に定量評価し、供給量と立地条件との関係を明らかに
した。

開発した評価手法を効果的な地域森林資源管理に活かすため
の方法を検討する。

多様な森林資源を山村振興に結びつけ、地
域経済の向上に資するため、経済、環境、生
態といった様々な分野からのアプローチは、
先進諸国において共通の取り組みとなってい
る。

32505

◇ 2015年度までに、土壌中微生物群集構造
を用いた環境影響評価手法、樹種・バイオマ
ス等の森林資源の高精度評価手法および水
産資源の持続的利用のための資源管理モデ
ルを開発する。【農林水産省】

基準・指標を
適用した持
続可能な森
林管理・計
画手法の開
発

持続可能
型地域バ
イオマス利
用システム
技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 22 17 9 11

環境要因や林分要因を考慮した生
物多様性の動態予測モデルや、林
業バイオマスの含水率から重量、
体積への推定手法を開発した。

11 11
林地残材や工場残材等の木質バイオマスの地域供給可能量
をGISを用いて市町村単位で明らかにした。

日本の森林計画への基準・指標の適用可能性や、精度向上が
課題となる。

林地残材を低コストで集材する方法の開発は
世界的な課題である。

35301

○2010年度までに、軽労・省力的な間伐作業
技術指針を作成し、新たな植栽機器等の導入
により更新作業技術を高度化する。【農林水
産省】

要間伐林分
の効率的施
業法の開発

持続可能
型地域バ
イオマス利
用システム
技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

17 19 9 7 －

経済的に有利な間伐材搬出方法、
作業コストを提示した。間伐方法に
応じた収支予測システムを開発し
た。本収支予測システムは現場レ
ベルで利用可能である。

－ －
低コストの育苗方法と植栽の機械化を目的に、コンテナ苗の
開発が進展した。

間伐収支予測システムは試行可能な段階にあるが、目標達成の
ためには低コスト育林技術の開発が必要である。

スギ・ヒノキ等わが国特有の樹種に適用でき
る独自のコンテナ苗を設計した。

35302
◇2015年度までに、機械化等を通じた軽労・
省力的な伐出・育林システムを開発する。【農
林水産省】

安全・軽労・
省力化に向
けた車両系
伐出技術の
開発

持続可能
型地域バ
イオマス利
用システム
技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 22 2 2 4

路網と林業機械が一体となった低コ
スト作業システムの開発を行ってい
る。また自動耕耘植付機のプロトタ
イプを開発した。

5 4
モデル林で路網配置と機械の組み合わせを考慮したシステム
設計を行い、モデル林ごとに作業マニュアルを作成した。ま
た、自動耕耘植付機の改良型を開発した。

安全・軽労・省力化に向けた間伐作業技術指針の作成に向けた
研究を推進する、また、新たな植栽器具等を開発し、更新作業の
効率化を図る。

わが国の自然条件や森林の状況に合わせ、
路網設計と機械利用を一体にした実証試験を
行い、低コスト作業システムの開発に繋げた。

35606

○2007年度までに、国産サトウキビを原料と
した、従来より大幅に高効率、かつ省エネ型
のエタノール製造プロセス技術を確立し、沖
縄県伊江島において、エタノールの地産地消
モデルを構築する。その後、製造プロセスの
スケールアップ等を行い、同モデルを全国の
適地に展開する。【農林水産省、経済産業
省、環境省】

バイオマス
等未活用エ
ネルギー実
証試験事業

効率的に
エネルギー
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術
＜持続可
能型地域
バイオマス
利用システ
ム技術＞

農林水産
省、経済産
業省、環境
省

研究開発
官（環境）
室

Ｈ１４ Ｈ２１ 488 560 392

代表例「沖縄地区における燃料製
造のためのサトウキビからのバイオ
マスエタノール製造技術に関する実
証試験事業」（アサヒビール）H17-
H21
　九州沖縄農業研究センターの開
発した”高バイオマス量サトウキビ”
を用い、従来通りの粗糖製造量を
確保した上で、同時にエタノールを
経済的に生産できるプロセスの実
証を実施した。目標は概ね達成し、
更なるコスト低減のための実証研究
を継続実施中である。

171 -

平成21年度に終了した。
エタノール製造プロセス技術の確立、伊江島での地産地消の
モデルは構築した。終了後は、施設は、地産地消等に利用さ
れることとなった。

・モデル事業としての技術や成果の普及・啓蒙
・製糖会社との生産技術共有普及

国産サトウキビを原料とした高効率・省エネル
ギー型のエタノール製造プロセス技術を確立
し、モデルアイランド（伊江島）における地産地
消のモデルとして構築した。

30106
○2010年までに、森林土壌の観測から二酸
化炭素の吸収・放出の変動予測手法を開発
する。【農林水産省】

森林吸収源
インベントリ
情報整備事
業

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 24 256 269 240

森林吸収源インベントリ情報整備事
業では、森林土壌について全国調
査を実施中であり、成果の一部は
京都議定書報告の検証データして
利用されている。また土壌からの
CO2吸排出量を把握するモデルに
組み込んで森林土壌での炭素収支
の予測を可能にした。

186 240
全国約1,520地点の林地土壌の炭素蓄積量を集計した。これ
により、京都議定書報告における土壌炭素蓄積量算定に向け
たデータベース構築が大きく進展した。

さらなる地上部サンプリングデータの収集・分析と枯死木・伐根
の炭素蓄積量推定精度の向上

地上部のサンプリングと連動して体系的に土
壌のサンプリングを行っており、先進国の第
一線のレベルにある。

30106
○2011年までに、森林土壌の観測から二酸
化炭素の吸収・放出の変動予測手法を開発
する。【農林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 21
462の内
数

276 455 -

森林土壌の炭素変動予測を行うた
めの土壌炭素モデルを開発してお
り、そのパラメータや初期値等の取
得作業が順調に進んでいる。

445 －
常緑針葉樹、常緑及び落葉広葉樹の落葉の成分別分解性パ
ラメータを明らかにし、枯死材のパラメータと合わせて日本の
森林土壌炭素モデルを改良した。

　ヒノキ、コジイ落葉成分の簡易分析法の確立、広葉樹枯死木分
解データの充実

大陸に比べ樹種構成や土壌タイプが複雑な
我が国のモデルのパラメータ化を全国規模に
進展させており、国際的にも評価されうるレベ
ルである

事業期間

始期 終期



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

30106
○2011年までに、森林土壌の観測から二酸
化炭素の吸収・放出の変動予測手法を開発
する。【農林水産省】

農林水産分
野における
地球温暖化
対策のため
の緩和及び
適応技術の
開発

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

22 26 - - - - － － 675 － － －

30107

◇2015年度までに、日本及びアジア地域の農
林水産業による二酸化炭素発生量の総合的
算定手法を開発し、農林水産業における二酸
化炭素収支を総合的に明らかにする。【農林
水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 21
462の内
数

276 455 -
農林水産分野における炭素循環モ
デルを開発中

445 －
森林、農地、藻場における炭素賦存量を把握するとともに、二
酸化炭素ガス等のモニタリングを踏まえ、炭素循環モデルを
開発し、モデルの検証を行った。

日本における二酸化炭素発生量の算定手法の開発については
順調に進捗しているが、アジア地域の土地利用や植生に対応し
たモニタリングやモデル開発を強化する必要がある。

森林における炭素循環モデルは、生態学的な
プロセスモデルを基盤とした、フルカーボンア
カウンティングに対応したもので、世界のトッ
プクラスに位置づけられる。また、農地の水田
と火山灰土壌を対象とした炭素循環モデルは
類例を見ない、独自のモデルである。

30107

◇2015年度までに、日本及びアジア地域の農
林水産業による二酸化炭素発生量の総合的
算定手法を開発し、農林水産業における二酸
化炭素収支を総合的に明らかにする。【農林
水産省】

農林水産分
野における
地球温暖化
対策のため
の緩和及び
適応技術の
開発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

22 26 - - - - － － 675 － － －

30108
○2010年までに、北西太平洋域観測から生
物過程に伴う表層から深層への炭素輸送量
推定法を開発する。【農林水産省】

海洋生物資
源の変動要
因の解明と
高精度変動
予測技術の
開発（斉藤）

広域生態
系複合に
おける生態
系サービス
管理技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

14 18 91 - -

重要な魚類資源が多く生息する表
層生態系は深層生態系と強い相互
影響を持ち、特に深層から移動する
餌料生物が表層の魚類生産を支え
ていることを解明した。

- -
重要な魚類資源が多く生息する表層生態系は深層生態系と
強い相互影響を持ち、特に深層から移動する餌料生物が表
層の魚類生産を支えていることを解明。

表層と低層の循環モデルの開発および精緻化。

重要な魚類資源が多く生息する表層生態系
は深層生態系と強い相互影響を持つことを示
した。この知見は、地球温暖化や生物多様性
保全のための国際的な枠組みにおける議論
の基礎を与える。

30108
○2010年までに、北西太平洋域観測から生
物過程に伴う表層から深層への炭素輸送量
推定法を開発する。【農林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 22
農林水産分野における炭素循環モ
デルを開発中

445 藻場及び海洋の炭素吸収・固定メカニズムを検討。 農林水産分野における炭素循環モデルの開発及び精緻化。
候変動に関する政府間パネル（IPCC) 等へ貢
献。

30203

○2010年までに、日本及びアジア地域を対象
にしたメタンや一酸化二窒素の観測を通じて
総合収支データベースを構築する。【農林水
産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 21
462の内
数

276 455 -
農林水産分野における温室効果ガ
ス循環モデルを開発中

445 －

森林における間伐や皆伐などの森林施業がメタンや一酸化二
窒素に与える影響を明らかにし、全国の年間吸収・排出量を
明らかにした。農地・草地における営農管理によるメタンや一
酸化二窒素排出量の削減効果や家畜排せつ物処理施設から
のメタンや一酸化二窒素排出量を明らかにした。

施肥量の多い茶園や野菜畑からの一酸化二窒素排出量の把握
とその削減、反芻家畜の消化管からのメタン排出削減、家畜排
せつ物処理施設からのメタン、一酸化二窒素排出削減について
のデータが不足している。アジア地域のメタンや一酸化二窒素排
出のモニタリングやデータベース構築を強化する必要がある。

水田からのメタン排出量の把握と削減技術の
評価については世界のトップクラスに位置づ
けられる。

30204

◇2015年度までに、日本及びアジア地域の農
林水産業によるメタンや一酸化二窒素発生量
の総合的算定手法を開発し、農林水産業に
おけるメタンや一酸化二窒素収支を総合的に
明らかにする。【農林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 21
462の内
数

276 455 -
農林水産分野における温室効果ガ
ス循環モデルを開発中

445 －

森林における間伐や皆伐などの森林施業がメタンや一酸化二
窒素に与える影響を明らかにし、全国の年間吸収・排出量を
明らかにした。農地・草地における営農管理によるメタンや一
酸化二窒素排出量の削減効果や家畜排せつ物処理施設から
のメタンや一酸化二窒素排出量を明らかにした。

施肥量の多い茶園や野菜畑からの一酸化二窒素排出量の把握
とその削減、反芻家畜の消化管からのメタン排出削減、家畜排
せつ物処理施設からのメタン、一酸化二窒素排出削減について
のデータが不足している。アジア地域のメタンや一酸化二窒素排
出のモニタリングやモデル開発を強化する必要がある。

水田からのメタン排出量の把握と削減技術の
評価については世界のトップクラスに位置づ
けられる。

30204

◇2015年度までに、日本及びアジア地域の農
林水産業によるメタンや一酸化二窒素発生量
の総合的算定手法を開発し、農林水産業に
おけるメタンや一酸化二窒素収支を総合的に
明らかにする。【農林水産省】

農林水産分
野における
地球温暖化
対策のため
の緩和及び
適応技術の
開発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

22 26 - - - - － - 675 － － －

30505

○2010年までに、多様な施業に伴う人工林土
壌の炭素蓄積機能変化と土壌起源二酸化炭
素のフローを含む森林毎の二酸化炭素収支
を予測し、系としての炭素動態を表すプロセス
モデルを開発する。【農林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

・地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術
・気候変動
リスクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 22

日本の人工林の施業に伴う土壌炭
素モデル（Centuryの日本型改良）
や土壌有機物の分解速度を予測す
るYassoモデルのパラメタリゼーショ
ンを進め、シミュレーションが可能な
段階に達している。

445 -
主な人工林樹種について、リター（落葉・枯死木）由来の有機
物の成分別の分解速度を予測するYassoモデルのパラメータ
化を進め、全国規模のシミュレーションを試行した。

土壌有機物の分解・固定メカニズムの解明と、主な造林樹種や
主なタイプの広葉樹林のパラメータの充実が必要である。

大陸に比べ樹種構成や土壌タイプが複雑な
我が国のモデルのパラメータ化を全国規模に
進展させており、国際的にも評価されうるレベ
ルである



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

30505

○2010年までに、多様な施業に伴う人工林土
壌の炭素蓄積機能変化と土壌起源二酸化炭
素のフローを含む森林毎の二酸化炭素収支
を予測し、系としての炭素動態を表すプロセス
モデルを開発する。【農林水産省】

森林吸収源
インベントリ
情報整備事
業

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 24 256 269 240

森林吸収源インベントリ情報整備事
業では、森林土壌について全国調
査を実施中であり、成果の一部は
京都議定書報告の検証データして
利用されている。また土壌からの
CO2吸排出量を把握するモデルに
組み込んで森林土壌での炭素収支
の予測を可能にした。

186 240
人工林の成長や施業に伴う土壌炭素モデルとしてCenturyモ
デルの改良、パラメータ化を進め、検証用の全国の森林土壌
炭素量調査の結果を取りまとめた。

さらに全国の森林土壌炭素量調査データの収集を進め、モデル
による予測精度を向上させるため、引き続き土壌炭素と枯死有
機物のデータ収集が必要である。

京都議定書報告等に土壌モデルを使用して
いる国は数カ国に限定されており、日本の取
り組みは高く評価されている

30506

○2010年までに、気温・降水量・二酸化炭素
濃度などの変動環境下における森林生態系
の環境応答予測モデルを開発する・【農林水
産省】

環境変動と
森林施業に
伴う針葉樹
人工林のCO
２吸収量の
変動評価に
関する研究

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

16 20 22 21 21

間伐の強度・時期等による林分成
長および炭素固定量に及ぼす効
果、さらに生理プロセスモデルによ
る環境変動に対するCO2収支への
影響を評価するためのモデルを開
発し、当初の目標を達成した。

- －

高齢林の現存量調査や収穫試験地データの解析によって検
証用データの充実をはかるとともに、モデルに対して自己間引
き、樹形の相対成長関係、間伐後の林冠閉鎖過程を表すパラ
メータの改良をおこなった。

開発したモデルの精度向上を図るためには、今後、さまざまなス
ギ及びヒノキ人工林への適用による検証作業が必要である。

光合成・呼吸のプロセスと林分の発達や施業
に伴う樹冠動態を統合したモデルは世界の第
一線のレベルにある。

30507
◇2015年度までに、環境変動に伴う広域の森
林生態系に関する脆弱性変動予測・評価手
法を確立する。【農林水産省】

温暖化の危
険な水準及
び温室効果
ガス安定化
レベル検討
のための温
暖化影響の
総合的評価
に関する研
究

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

17 21 24 24 22

温暖化の森林植物種の分布への影
響予測を行い、脆弱な種や地域を
特定する。感受性の高い生態系の
温暖化影響の評価と予測を行う。

22 22

気候変化シナリオに基づいた主要針葉樹10種の潜在分布域
モデルを用い、今世紀末には亜高山帯樹種の潜在分布域が
現在の20％以下に減少する一方、暖温帯種は拡大することを
予測した。

ブナ以外の広葉樹についてもメッシュ分布データを充実するなど
してモデル開発を進める必要がある。

欧米では、数十種から数百種の植物の潜在
分布域の予測が行われており、そのレベルに
近づいたと言える。

30508

○2010年までに、地球温暖化等地球規模の
気候変動に対応した大洋規模の海洋構造及
び低次生産の変動を解明する。【農林水産
省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

・広域生態
系複合に
おける生態
系サビス管
理技術
・地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 22
#462の
内数

#276 #455

・今までの成果が認められ，Aライン
が海洋温暖化モニタリングサイトと
して国際的に認知された。
・親潮域、黒潮外側域・内側域、東
シナ海でのモニタリングにより水塊
構造や動植物プランクトンの組成、
陸域からの影響等の各海域の特性
や変動を把握しつつある。
・沖合域での低次生態系モデルの
再現性を向上させ，沿岸域では藻
場生態系炭素循環の概略を表すモ
デルのプロトタイプを構築した。

445 －

・A,O,CKラインで各５航海のモニタリング調査を実施、データ
解析により親潮域のケイ藻の春季現存量が長期減少傾向に
あること、東シナ海域の一 次生産者としての微細藻類の重要
性を明示。
・高解像度低次生態系モデルの改良により、親潮混合域の植
物プランクトンブルームの再現性を確認した。

・地球規模での問題を取り扱うため，農水省所管以外の研究機
関，諸外国の研究機関との連携を深める。
・精度の高い低次生態系モニタリングを継続には多大な労力，資
金が必要なため，財源確保をめざす。

北海道釧路の観測定線（通称Aライン）が海洋
温暖化モニタリングサイトとして国際的に認知
された。

30508

○2010年までに、地球温暖化等地球規模の
気候変動に対応した大洋規模の海洋構造及
び低次生産の変動を解明する。【農林水産
省】

環境変動に
伴う海洋生
物大発生の
予測・制御
技術の開発
「魚種交替
の予測・利
用技術の開
発」（斉藤）

広域生態
系複合に
おける生態
系サビス管
理技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 - 116 93

・魚種交代が太平洋東部の気象変
動による海洋物理構造の変化に起
因することを発見。
・物理構造変化に伴う食物網の変
動機構を把握
・生態系モデルへの浮魚類の成長・
回遊モデルの結合に世界で初めて
成功。魚種交代モデルの基盤技術
を開発。

93 83

・魚種交代が太平洋東部の気象変動による海洋物理構造の
変化に起因することを発見し、その変化をビクトリアモードの
監視により予測。
・冬季に 表層に供給される栄養塩の消費過程や経路の概容
を明示。
・生態系モデルへの浮魚類の成長・回遊モデルの結合に世界
で初めて成功。魚種交代モデルの基盤技術を開発。

研究は順調に、計画を上回って進んでいる。研究の効率化のた
めに、研究課題の再編を予定。

生態系モデルへの浮魚類の成長・回遊モデ
ルの結合に世界で初めて成功、将来は、この
モデルを応用して地球規模の魚類資源動向
を予測することも可能となると期待。

30509
○2010年までに、北西太平洋域観測から生
物過程に伴う表層から深層への炭素輸送量
推定法を開発する。【農林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 22
水産生態系の炭素循環モデルを開
発中

445 -
藻場炭素循環モデルにより炭素収支を推定し、厚岸湖では藻
場で固定された炭素の約４割が湖底に、広島湾では２割弱が
海底に堆積する可能性を示唆。

水産生態系の炭素循環モデルの開発及び精緻化。
炭素吸収源としての藻場の機能が解明され、
地球規模の温暖化対策への応用が期待され
る。

30510

◇2015年度までに、地球規模の水温上昇等
の環境変動による低次生産の変化を通じた
主要魚類生産への影響を解明する。【農林水
産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 22
水産生態系の環境応答予測モデル
を開発中

445 -

・高解像度低次生態系モデルの改良により、親潮混合域の植
物プランクトンブルームの再現性を確認し、この モデル上でサ
ンマの成長と回遊を計算するモデルを開発。
・ニシン、マツカワの温暖化適応策を示唆。

水産生態系の環境応答予測モデルの開発及び精緻化。

水産生態系の環境応答予測モデルの開発に
より、水産生物の資源変動を予測することに
よって、気候変動に関する政府間パネル
（IPCC)等へ貢献。

30510

◇2015年度までに、地球規模の水温上昇等
の環境変動による低次生産の変化を通じた
主要魚類生産への影響を解明する。【農林水
産省】

農林水産分
野における
地球温暖化
対策のため
の緩和及び
適応技術の
開発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

22 26 - - - - － - 675 － － －

30511

○2010年までに、日本及びアジア地域を対象
にしたメタンや一酸化二窒素の観測を通じて
総合収支データベースを構築する。【農林水
産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 21
462の内
数

276 455 -
農林水産分野における温室効果ガ
ス循環モデルを開発中

445 -

森林における間伐や皆伐などの森林施業がメタンや一酸化二
窒素に与える影響を明らかにし、全国の年間吸収・排出量を
明らかにした。農地・草地における営農管理によるメタンや一
酸化二窒素排出量の削減効果や家畜排せつ物処理施設から
のメタンや一酸化二窒素排出量を明らかにした。当初22年度
までの事業期間であったが、1年前倒しで終了し、22年度から
新たなプロジェクトで対応する。

施肥量の多い茶園や野菜畑からの一酸化二窒素排出量の把握
とその削減、反芻家畜の消化管からのメタン排出削減、家畜排
せつ物処理施設からのメタン、一酸化二窒素排出削減について
のデータが不足している。アジア地域のメタンや一酸化二窒素排
出のモニタリングやデータベース構築を強化する必要がある。

水田からのメタン排出量の把握と削減技術の
評価については世界のトップクラスである。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

30512

◇2015年度までに、日本及びアジア地域の農
林水産業によるメタンや一酸化二窒素発生量
の総合的算定手法を開発し、農林水産業に
おけるメタンや一酸化二窒素収支を総合的に
明らかにする。【農林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 21
462の内
数

276 455 -
農林水産分野における温室効果ガ
ス循環モデルを開発中

445 -

森林における間伐や皆伐などの森林施業がメタンや一酸化二
窒素に与える影響を明らかにし、全国の年間吸収・排出量を
明らかにした。農地・草地における営農管理によるメタンや一
酸化二窒素排出量の削減効果や家畜排せつ物処理施設から
のメタンや一酸化二窒素排出量を明らかにした。

施肥量の多い茶園や野菜畑からの一酸化二窒素排出量の把握
とその削減、反芻家畜の消化管からのメタン排出削減、家畜排
せつ物処理施設からのメタン、一酸化二窒素排出削減について
のデータが不足している。アジア地域のメタンや一酸化二窒素排
出のモニタリングやモデル開発を強化する必要がある。

水田からのメタン排出量の把握と削減技術の
評価については世界のトップクラスである。

30512

◇2015年度までに、日本及びアジア地域の農
林水産業によるメタンや一酸化二窒素発生量
の総合的算定手法を開発し、農林水産業に
おけるメタンや一酸化二窒素収支を総合的に
明らかにする。【農林水産省】

農林水産分
野における
地球温暖化
対策のため
の緩和及び
適応技術の
開発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

22 26 - - - - － - 675 － － －

31001

○2010年までに、水資源減少、気温上昇、二
酸化炭素濃度上昇等の環境変動に対応する
ため、稲等の農作物生産性変動予測モデル
を高度化し、水利用効率の高いイネ系統を作
出するとともに、葉菜類の抽だい要因を解明
する。【農林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

20 21 － － 455 - ２０年度からプロジェクト研究を開始 445 -

登熟期の高温に遭遇しても白未熟粒などの発生の少ない高
温耐性品種の育成を鋭意進めており、本年も有望品種を開発
するとともに、病害虫抵抗性も付与した複数の有望系統を選
抜した。

開花期の高温不稔および、より高温条件に適応できる高温耐性
品種の開発に向けた遺伝資源の探索

温帯地域での高温による収量や品質低下に
対し、育種素材として貢献できる可能性があ
る。

31002

◇2015年度までに、農作物生産性に及ぼす
温暖化影響の品種間差異の解明及び品種選
択等影響軽減技術の開発等により、水資源
供給の減少、気温の変動激化に対応した水
稲・葉菜類の安定生産技術を開発する。【農
林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

20 21 － － 455 - ２０年度からプロジェクト研究を開始 445 -
高濃度炭酸ガス濃度条件下において野菜の地上部生体重、
乾物重とも濃度の上昇とともに増大すること、しかしキャベツ
においては増収効果は見られないことなどを明らかとした。

さらに詳細な解析を行う必要があり、２２年度からの新規プロジェ
クトにおいて温暖化及び二酸化炭素濃度上昇が野菜に及ぼす
影響評価を進めていく。

温暖化の影響を解析し、野菜等の生産量や
品質を確保できる技術開発に繋げることで、
国際的にも活用が可能となる。

31002

◇2015年度までに、農作物生産性に及ぼす
温暖化影響の品種間差異の解明及び品種選
択等影響軽減技術の開発等により、水資源
供給の減少、気温の変動激化に対応した水
稲・葉菜類の安定生産技術を開発する。【農
林水産省】

農林水産分
野における
地球温暖化
対策のため
の緩和及び
適応技術の
開発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

22 26 - - - - － - 675 － － －

31003

○2010年までに、気象変動に伴う生育阻害環
境下におけるナシ等果樹の自発休眠・成熟老
化・物質生産等の生理特性を解明する。【農
林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

20 21 － － 455 - ２０年度からプロジェクト研究を開始 445 -
施設生産樹において自発休眠覚醒不良による発芽不良が見
られるブドウ‘巨峰’について，自発休眠覚醒と温度の関係に
ついて0℃～15℃の範囲で明らかにした。

　生育阻害環境下における果樹の自発休眠・成熟老化・物質生
産等の生理特性はさまざまであり，2011年以降も，順次解明して
ゆく

ブドウの加温施設生産が行われている国では
利用可能な知見である。

31003

○2010年までに、気象変動に伴う生育阻害環
境下におけるナシ等果樹の自発休眠・成熟老
化・物質生産等の生理特性を解明する。【農
林水産省】

作物及び家
畜生産にお
ける気候温
暖化の影響
解明とその
制御技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（食料戦
略）室

15 19

ブドウ果皮のアントシアニンの合成・
蓄積に関わる分子機構を解明した。
また、ウンシュウミカンの生理落果
に及ぼす温暖化の影響を評価する
とともに、GA処理による防止効果を
確認した。リンゴでは「ふじ」におけ
る着色不良果発生要因を解明し、
その軽減技術を開発した。日本な
し、さくらおよびももの休眠・開花予
測モデルが作成され、KODAのナシ
における自発休眠打破効果が確認
されるなど、休眠・発芽・開花への
気候温暖化の影響評価および果実
の着色や休眠覚醒について、物質
レベル・遺伝子レベルで解明され
た。

- - 19年度終了
安定的な休眠打破技術及び温暖化等気象変動環境下における
生育予測技術を開発する。

ブドウ果皮のアントシアニンの合成・蓄積に関
わる分子機構が解明され、世界的な品種育
成に貢献すると期待。リンゴでは「ふじ」にお
ける着色不良果発生要因が解明され、その軽
減技術も開発されたことから、各地における
「ふじ」の生産に貢献すると期待。

31004
◇2015年度までに、気象変動環境下でも高品
質安定生産が可能なナシ等果樹の生育制御
技術を開発する。【農林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

20 22 － － 455 -

ブドウの着色管理技術やニホンナ
シの休眠制御技術が開発されるな
ど、目標の一部はすでに達成されて
いる。

445 -
ウンシュウミカンについて，9月の低濃度のジベレリン・ジャス
モン酸混用処理で，浮皮の進行を停滞させることができた。リ
ンゴの晩霜害発生の危険度を評価するモデルを開発した。

多くの技術が順調に開発されており，今後も，公立研究機関等と
共同で研究を進める。

ウンシュウミカン栽培が行われている国では
利用可能な技術である。

31004
◇2015年度までに、気象変動環境下でも高品
質安定生産が可能なナシ等果樹の生育制御
技術を開発する。【農林水産省】

農林水産分
野における
地球温暖化
対策のため
の緩和及び
適応技術の
開発

地球温暖
化がもたら
すリスクを
今のうちに
予測し脱温
暖化社会
の設計を
可能とする
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

22 26 - - - - － - 675 － － －
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事業期間

始期 終期

31104

○2010年までに、アジア・モンスーン地域にお
ける最適水管理手法の開発と水循環変動に
伴う米等の食料生産シナリオを構築し、東・東
南アジアの食料需給を考慮した温暖化影響
評価モデルを開発する。【農林水産省】

地球規模水
循環変動が
食料生産に
及ぼす影響
の評価と対
策シナリオ
の作成

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省
国際研究
課

15 19

メコン流域において、衛星データか
ら土地利用や水稲の作付けパター
ンを把握するアルゴリズム、森林及
び水田地域の水収支解析、イネの
生育・収量モデルや水供給・水利用
モデル、コメ需給モデル等各種モデ
ルの開発及びこれらを統合したＡＦ
ＦＲＣ水－食料統合モデルを開発。

- - 平成19年度に終了した。 平成19年度に目標を達成した。

開発されたモデルを基に、地球環境変動下に
おける南アジアのコメ生産への影響評価に取
り組むなど、より広範な地域への展開が図ら
れている。また、国際学術誌の特集号
（「Paddy and Water Environment－Water and
Food」）を刊行し、研究成果を国際的に発信し
ている。

31105

◇2015年度までに、シナリオに沿った東・東南
アジアにおける米等食料生産に及ぼす水循
環変動・温暖化の影響評価モデルを完成さ
せ、対策技術を提示する。【農林水産省】

地球規模水
循環変動が
食料生産に
及ぼす影響
の評価と対
策シナリオ
の作成

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省
国際研究
課

15 19

ＡＦＦＲＣ水－食料統合モデルを用
い、水循環変動がコメの生産量や
価格に及ぼす評価を行い、政策立
案に寄与する対策シナリオを作成し
た。

- - 平成19年度に終了した。 平成19年度に目標を達成した。

開発されたモデルを基に、地球環境変動下に
おける南アジアのコメ生産への影響評価に取
り組むなど、より広範な地域への展開が図ら
れている。また、国際学術誌の特集号
（「Paddy and Water Environment－Water and
Food」）を刊行し、研究成果を国際的に発信し
ている。

31603

○2010年までに、林分成長モデルの開発と病
害リスク評価に基づく効率的な間伐等保育シ
ステムの開発及び林分の状態に関する効率
的な資源評価技術の開発を行う。また、森林
域における土地利用の変遷と、モニタリング
対象林分の樹木中の炭素ストックを解明す
る。【農林水産省】

森林吸収源
インベントリ
情報整備事
業

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 24 256 269 240

森林吸収源インベントリ情報整備事
業では、空中写真と高解像度衛星
データを用いて森林における転用
状況を解析している。森林の炭素蓄
積量を推定するために、林分調査と
伐採調査に基づいて拡大係数など
の基礎資料を整備した。

186 240
本施策（森林吸収源インベントリ情報整備事業）おける森林域
の土地利用変化のモニタリングについては、H21年度は別施
策（事業）として実施されたため、本課題は終了した。

衛星データでは詳細な森林と農地の識別が困難なため、新規に
全国オルソ空中写真を整備することが望ましい。

森林吸収量の京都議定書報告のための基盤
情報整備状況は世界でもトップクラスにあると
いえる

31604

◇2015年度までに、樹種及び立地など地域特
性に対応した施業や伐採後の後継木の効率
的導入手法を考慮した森林管理モデルの開
発及びスギ・ヒノキ・カラマツ林のGISによる全
国範囲の資源評価技術の開発を行う。また、
個別の森林の炭素ストックのデータをスケー
ルアップするとともに、土壌と森林に固定され
ている炭素量をGISで全国的に評価する新た
な森林資源モニタリングシステムを開発する。
【農林水産省】

森林吸収源
インベントリ
情報整備事
業

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 24 256 269 240
CO2吸排出量を把握するモデルに
組み込んで森林土壌での炭素収支
の予測を可能にした。

186 240

全国の森林土壌炭素量調査データを取りまとめるとともに、土
壌炭素モデルの改良、パラメータ化を進め、京都議定書報告
のための森林土壌炭素の全国評価のための基盤の構築を進
めた。

予測精度を向上させるため、引き続き土壌炭素と枯死有機物の
データ収集が必要である。

京都議定書報告等に土壌モデルを使用して
いる国は数カ国しかなく、日本の取り組みは
評価されている

31604

◇2015年度までに、樹種及び立地など地域特
性に対応した施業や伐採後の後継木の効率
的導入手法を考慮した森林管理モデルの開
発及びスギ・ヒノキ・カラマツ林のGISによる全
国範囲の資源評価技術の開発を行う。また、
個別の森林の炭素ストックのデータをスケー
ルアップするとともに、土壌と森林に固定され
ている炭素量をGISで全国的に評価する新た
な森林資源モニタリングシステムを開発する。
【農林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 21
462の内
数

276 455 -

全国の炭素量とその分布を評価す
る森林系炭素循環モデルを開発し
ており、すでに森林・土壌の炭素量
評価を試行する段階に達している。

445 －

人工林のGISによる資源評価技術の開発を進め、林木と土壌
の炭素循環モデルと林業モデルを統合し、2050年までの温暖
化シナリオと林業シナリオに基づいて全国のスギ人工林の炭
素蓄積量の将来分布のシミュレーションを試行した。

森林群落と森林土壌の炭素循環モデル、さらに林業（伐採・造
林）モデルの統合化が進んでいるが、さらに予測精度を高めるた
めに、各サブモデルのアルゴリズムやパラメータの高度化を進め
る必要がある。

温暖化シナリオと林業シナリオに基づいて全
国レベルの林地の炭素蓄積量と炭素収支の
将来を予測しマッピングした例は世界でも殆
ど無く、最先端の研究である。

31604

◇2015年度までに、樹種及び立地など地域特
性に対応した施業や伐採後の後継木の効率
的導入手法を考慮した森林管理モデルの開
発及びスギ・ヒノキ・カラマツ林のGISによる全
国範囲の資源評価技術の開発を行う。また、
個別の森林の炭素ストックのデータをスケー
ルアップするとともに、土壌と森林に固定され
ている炭素量をGISで全国的に評価する新た
な森林資源モニタリングシステムを開発する。
【農林水産省】

農林水産分
野における
地球温暖化
対策のため
の緩和及び
適応技術の
開発

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

22 26 - - - - － － 675 － －

31605

◇2015年度までに、土壌を含む森林の炭素
のフローとストックのプロセスモデルに基づ
き、二酸化炭素固定能力を最適化する森林
の管理手法を開発する。【農林水産省】

地球温暖化
が農林水産
業に及ぼす
影響評価と
緩和及び適
応技術の開
発

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 21
462の内
数

276 455 -

全国の炭素量とその分布を評価す
る森林系炭素循環モデルを開発し
ており、将来の木材生産シナリオに
基づいて森林の炭素固定量評価を
試行する段階に達している。

445 －
スギ人工林の炭素循環モデルと林業モデルを統合し、温暖化
シナリオと林業シナリオに基づいて全国のスギ人工林の炭素
収支のシミュレーションを試行した。

さらに予測精度を高めるために、各サブモデルのアルゴリズムや
パラメータの高度化を進める必要がある。

温暖化シナリオと林業シナリオに基づいて全
国規模の森林の炭素収支の将来を予測した
例は世界でも殆どない先端の研究である

31605

◇2015年度までに、土壌を含む森林の炭素
のフローとストックのプロセスモデルに基づ
き、二酸化炭素固定能力を最適化する森林
の管理手法を開発する。【農林水産省】

農林水産分
野における
地球温暖化
対策のため
の緩和及び
適応技術の
開発

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

22 26 - - - -

人工林のGISによる資源評価技術
の開発を進め、林木と土壌の炭素
循環モデルと林業モデルを統合し、
2050年までの温暖化シナリオと林
業シナリオに基づいて全国のスギ
人工林の炭素蓄積量の将来分布の
シミュレーションを試行した。

－ 675 － － －

31707

○2010年度までに、地球規模の水循環変動
がアジアモンスーン地域の食料生産に及ぼす
影響の評価と予測を行うため、水循環変動を
モニタリングするとともに、水の需給と供給、
水管理等の水変動因子を組み込んだ食料需
給モデルを開発する。開発されたモデルに基
づき、水循環変動が生じた場合の対策シナリ
オを策定し、影響を最小化するための施策提
案を行う。【農林水産業】

地球規模水
循環変動が
食料生産に
及ぼす影響
の評価と対
策シナリオ
の作成

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省
国際研究
課

15 19

水供給・水管理・作物生育・コメ需
給に関する各モデルを統合した、
AFFRC水循環－食料統合モデルを
開発した。
本モデルにより、水循環変動がもた
らす影響や緩和策の有効性を比較
することが可能となり、水循環変動
に対する対策シナリオが提示され
た。

- - 平成19年度に終了した。 平成19年度に目標を達成した。

開発されたモデルを基に、地球環境変動下に
おける南アジアのコメ生産への影響評価に取
り組むなど、より広範な地域への展開が図ら
れている。また、国際学術誌の特集号
（「Paddy and Water Environment－Water and
Food」）を刊行し、研究成果を国際的に発信し
ている。

31708

◇2015年度までに、アジアモンスーン地域に
おける限られた水資源の有効利用を図るた
め、効率的な水管理技術の開発を行う。【農
林水産省】

地球規模水
循環変動が
食料生産に
及ぼす影響
の評価と対
策シナリオ
の作成

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省
国際研究
課

15 19
AFFRC水循環－食料統合モデルを
活用した水管理技術を開発した。

- - 平成19年度に終了した。 平成19年度に目標を達成した。

開発されたモデルを基に、地球環境変動下に
おける南アジアのコメ生産への影響評価に取
り組むなど、より広範な地域への展開が図ら
れている。また、国際学術誌の特集号
（「Paddy and Water Environment－Water and
Food」）を刊行し、研究成果を国際的に発信し
ている。
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31803

○2010年度までに、栄養塩類の上流からの
流出負荷量及び中下流域における栄養塩類
の動態を流域レベルで評価する手法を開発
する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171 - -

愛知県矢作川における窒素やリン
などの河川負荷の動態等に基づく
汚濁流出モデルを作成するととも
に、知多湾を対象にした3次元生態
系モデルを開発し、内湾環境改善
のための河川負荷の管理シナリオ
を提示。

- - 平成１８年度終了
矢作川からの負荷の感度を他の隣接湾も含めて包括的に解析
する必要がある。また、モデル・負荷算出手法の高精度化を図る
ためには、他の海域へ適用し普遍化を図っていく必要がある。

32002
○2010年度までに、天水農業地帯等における
節水栽培技術を改良し、水資源の有効利用
技術を開発する。【農林水産省】

インドシナ天
水農業地帯
における農
民参加型手
法による水
利用高度化
と経営複合
化

国際間協
力の枠組
みに対応
するリスク
評価管理

農林水産省
研究開発
官（食料戦
略）室

14 22 41 39 36

・農民の創造性を技術開発に生か
すために新たに提案した農民参加
型手法を用いて、潅水量を大幅に
削減した乾期における野菜の節水
栽培法を実証した。
・IR64 の準同質遺伝子系統（NIL）を
用いて節水栽培に適した有望系統
を選抜し遺伝子解析も行うととも
に、節水栽培下で温室効果ガスの
排出を削減する技術を提案した。
・農家自身がため池の貯留水量を
推定し、その使用量を推定し、自分
の経営に適した水資源利用計画を
策定することを支援する簡易ツール
（タイ語版及び英語版）を開発した。

29 32

東北タイのノンセン村流域を対象として、田面湛水量、ため池
貯水量、流出量を計算できる水文モデルを構築。また、傾斜
地においてsh面の裾で陸稲の栽培を行ったところ、単収が増
加した。

農家ごとに、経済状況が異なるので、農家の創意工夫を生かし
た節水栽培技術の確立が必要である。

東南アジアにおける水資源の有効利用に役
立つ。

32003
◇2015年度までに、広範囲に普及可能な節
水栽培技術を構築する。【農林水産省】

インドシナ天
水農業地帯
における農
民参加型手
法による水
利用高度化
と経営複合
化

国際間協
力の枠組
みに対応
するリスク
評価管理

農林水産省
研究開発
官（食料戦
略）室

14 22 41 39 36

・農民の創造性を技術開発に生か
すために新たに提案した農民参加
型手法を用いて、潅水量を大幅に
削減した乾期における野菜の節水
栽培法を実証した。
・IR64 の準同質遺伝子系統（NIL）を
用いて節水栽培に適した有望系統
を選抜し遺伝子解析も行うととも
に、節水栽培下で温室効果ガスの
排出を削減する技術を提案した。
・農家自身がため池の貯留水量を
推定し、その使用量を推定し、自分
の経営に適した水資源利用計画を
策定することを支援する簡易ツール
（タイ語版及び英語版）を開発した。

29 32

ラオス中部のナトン村を対象として、天水田における水動態を
詳細に調査したところ、代かき等による降下浸透の抑制より
も、畦管理や水田の均平等による横浸透の抑制が有効であ
るとの結論を得た。また、農民交流による技術普及により、新
たな技術を導入した農家は高所得を実現している。

現地実証試験を行い、栽培技術のみならず、水文・水利研究に
基づいた技術開発との連携が必要である。

東南アジアにおける水資源の有効利用に役
立つ。

32101

○2010年度までに、農村流域の陸水・地下水
系を対象に農地・水利システム等を介した水
資源の動態を水質・水量の両面から解明する
とともに、水循環の健全性評価のための水
利・水質モデルを構築し、循環系の保全・回
復・増進に向けた新たな資源利活用手法を開
発する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171 - -

①森林・農地・沿岸までの流域圏を
対象として、地表水と地下水の連成
解析を可能とする水・物質シミュ
レーターを構築し、また、汽水域生
態系モデル、水質変動モデルを構
築。
②流域圏の土地利用と生息ポテン
シャルの関係の解明を進め、景観
構造から生物生息ポテンシャルを
推測可能な手法を開発。
③流域圏環境の管理手法として、
里山生態系の再生技術や人工的な
農業水利施設の土砂制御技術等を
開発。

- - 平成１８年度終了
循環系の保全・回復・増進に向けた新たな資源利活用手法を開
発する。

32102

◇2015年度までに、環境負荷物質のモデル
流域における流出予測モデル及び流域水質
評価法を開発し、農業生産に伴う面源負荷及
び多様なその対策技術の現地適合性の検証
を行い、水利施設等の資源利活用手法、水環
境保全、上下流の連携を含む水循環系管理
手法を開発する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171
929の内
数

900の内
数

流域での窒素等の負荷発生状況の
変遷と水質への影響を評価する流
域水質解析評価システムを高度化
するとともに、畑地での施肥施用有
機物に由来する窒素等の動態を評
価するためのシュミレーションモデ
ルを開発するとともに、モデル流域
における持続可能な低環境負荷型
流域管理の在り方を提示した。

875の内数 855の内数
1985年から2005年までの5年ごとに都道府県別、作物別、畜
種別に窒素・リン酸収支を算定したデータベースを構築。

地質・地形・土壌・気象等の各種特性の異なる多様な流域を対
象とした解析を実施し、流域管理指針の策定と精緻化を図る必
要がある。

32201

○2010年度までに、特定の沿岸域等における
人為的改変等が水域生態系に及ぼす影響を
解明し、栄養塩の動態評価モデル、珪藻類等
赤潮の発生予測手法及び食害制御等による
藻場修復技術を開発する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

14 18 171 - -

知多湾において、陸水・土壌物質負
荷の攪乱が河口・干潟浅海域の環
境変動に及ぼす影響の解明とモデ
ル化を実施。

- -
、陸水・土壌物質負荷の攪乱が河口・干潟浅海域の環境変動
に及ぼす影響を検討。

モデルについては、高精度化を図る上で他の海域へ適用し、普
遍化を図る。

国内対応研究。

32201

○2010年度までに、特定の沿岸域等における
人為的改変等が水域生態系に及ぼす影響を
解明し、栄養塩の動態評価モデル、珪藻類等
赤潮の発生予測手法及び食害制御等による
藻場修復技術を開発する。【農林水産省】

瀬戸内海に
おける養殖ノ
リ不作の原
因究明と被
害防止技術
の開発

広域生態
系複合に
おける生態
系サビス管
理技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

16 19 22 17 -

東部瀬戸内海全域においてノリ漁
期全体の物理・化学・生物的環境の
推移を把握し、ノリ色落ちにいたる
過程を解明した。この成果をもとに
モデルを開発し、流動環境、栄養塩
環境の中期および短期的予測が可
能となった。
また、不明であったユーカンピアの
生活史を解明し、ユーカンピア赤潮
の発生予測技術を開発した。さら
に、生ノリの色調と乾ノリ製品の品
質との関係を定量化し、色落ちが発
生した際の営漁指導の改善に寄与
した。

- -

・東部瀬戸内海全域においてノリ漁期全体の物理・化学・生物
的環境の推移を把握し、ノリ色落ちにいたる過程を解明。
・この成果をもとにモデルを開発し、流動環境、栄養塩環境の
中期および短期的予測を実施。
・不明であったユーカンピアの生活史を解明し、ユーカンピア
赤潮の発生予測技術を開発。

ノリ不作問題の解決には、質の高いモニタリングの継続と適正栄
養塩レベルに対する社会の合意形成が課題。

国内対応研究。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

32201

○2010年度までに、特定の沿岸域等における
人為的改変等が水域生態系に及ぼす影響を
解明し、栄養塩の動態評価モデル、珪藻類等
赤潮の発生予測手法及び食害制御等による
藻場修復技術を開発する。【農林水産省】

本邦南西水
域の環境変
化に対応し
た藻場の回
復・拡大技
術の高度化

広域生態
系複合に
おける生態
系サビス管
理技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 21 - 20 18

・九州の中南部を中心に、在来種に
よる藻場の衰退と南方系種の顕在
傾向を明らかにし、プレス発表を
行った。
・現存する藻場のタイプや構成種ご
とに磯根資源に対する機能を評価、
造成の難易度や対策も考慮した評
価表原案が作成された。関係者の
協議によってレベルアップが計られ
つつある。
・植食性魚類の行動圏を把握、その
圏外にて幼胚添加とウニ類個体群
管理による藻場造成試験を展開し、
現在その効果を検証中。

16 -

・漁業者にわかりやすい藻場評価マニュアルを作成。
・植食性魚類の影響が強い長崎県沿岸でも、ウニ類の個体群
管理によって春藻場は造成可能であることを実証。
・3ヵ年にわたり九州各地において実施した藻場調査結果を
データベースとして収録。

藻場造成試験では年度当初の早期の調査が不可欠である。現
時点では、試験地において高密度なホンダワラ類の幼体が確認
されている。

九州の中南部を中心に、在来種による藻場の
衰退と南方系種の顕在傾向を明らかにし、磯
根資源に対する機能を評価、造成対策を示し
た。地球温暖化や生物多様性保全への対策
方法として活用される。

32202

◇2015年度までに、多様な内水面生態系の
保全・管理手法、栄養塩類の制御による沿岸
漁場の適正管理技術、珪藻類等赤潮の発生
制御技術、磯焼け漁場の修復と藻場の適正
管理技術を開発する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

14 18 171 - -
農業水路系における魚類の生息・
移動のための階段式魚道等を開
発。

- -
魚道の形状・規模と回遊可能な魚類の魚種・サイズとの関係
を解明。

頭首工ゲートの操作技術や、より効果的な魚道、排水路の整備
技術の開発が必要。

国内対応研究。

32301
◇2015年度までに、地域経済を加味した栄養
塩類の流出管理を目指した流域管理シナリオ
を策定する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171
929の内
数

900の内
数

矢作川における中山間傾斜地にお
ける水、土砂、栄養塩類の移動滞
留の制御モデルを開発し、河川負
荷の管理シナリオを提示。

875の内数 855の内数 平成１８年度終了
他の流域への適用・普遍化できる管理シナリオを開発するため
に、モデルや負荷算定手法の高精度化を図る必要がある。

32402

○2010年度までに、森林から沿岸域までの健
全な地域水・物質循環確立のための資源保
全・管理技術の開発や、生物資源の持続的
利用のための生態系管理技術の開発を進め
ることにより、農林水産流域圏の効率的な資
源保全活動のための活動計画策定手法を開
発する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171 - -

「自然共生支援ネットワークシステ
ム」を開発し、農村住民と都市住民
の両者の間にあるミスマッチを解消
し、流域圏環境管理の円滑な運営
を可能とした。また、資源保全活動
のための活動計画策定のための
「流域連携ワークショップ・プログラ
ム」を開発。

- - 平成１８年度終了
過疎地域のコミュニティを再編成して、新たな地域マネジメントシ
ステムを構築する方法を開発する必要がある。

32403

◇2015年度までに、視覚・聴覚・心理作用等
の複合刺激による景観保全機能の地域間差
異を解明し、農地・森林・水域・漁港・集落等
の景観構成要素を、機能の受益者を考慮して
効率的に配置・管理・整備する計画手法を開
発する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171
929の内
数

900の内
数

新たな流域圏環境管理方式の解明
と都市住民と農村住民による協働
管理方式を構築するための支援手
法を開発。

875の内数 855の内数 平成１８年度終了
景観保全機能の地域間差異を解明し、景観構成要素を効率的
に配置・管理・整備する計画手法を開発する。

32504

○ 2010年度までに、土壌中微生物群集構造
の解析手法、広域マッピング技術や３次元林
分情報解析手法などを開発するとともに、海
洋生態系における環境変動に対応した餌料・
捕食者関係の定量的解析を行い、生態系の
動態モデルを開発する。【農林水産省】

土壌微生物
相の解明に
よる土壌生
物性の解析
技術の開発

生物機能
活用による
物質生産・
環境改善
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 22 141 139 111

土壌中の微生物群集（細菌及び糸
状菌）や土壌線虫群集からのeDNA
抽出法がマニュアル化された。さら
に、抽出されるeDNAのPCR-DGGE
法による微生物群集の標準解析手
法を開発し、マニュアル化された。
また、PCR-DGGE法による標準解
析手法のためのマーカーが開発さ
れた。

108 95
海洋の物理、化学及び生物学的観測データの収集、モニタリ
ングを継続して実施。

海洋の物理、化学及び生物学的観測データの収集、モニタリン
グを継続して実施する必要がある。

培養困難な微生物を含めた網羅的な土壌生
物相の解析について、本施策のような研究開
発は行われておらず、国際的にも先んじた取
り組みであり、得られる成果についても新規
性の高い知見が多く得られている。

32505

◇ 2015年度までに、土壌中微生物群集構造
を用いた環境影響評価手法、樹種・バイオマ
ス等の森林資源の高精度評価手法および水
産資源の持続的利用のための資源管理モデ
ルを開発する。【農林水産省】

土壌微生物
相の解明に
よる土壌生
物性の解析
技術の開発

生物機能
活用による
物質生産・
環境改善
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 22 141 139 111

土壌中の微生物群集（細菌及び糸
状菌）や土壌線虫群集からのeDNA
抽出法がマニュアル化された。さら
に、抽出されるeDNAのPCR-DGGE
法による微生物群集の標準解析手
法を開発し、マニュアル化された。
また、PCR-DGGE法による標準解
析手法のためのマーカーが開発さ
れた。さらに、連作障害、病害多
発、堆肥連用等農業生産と関わり
の深い各種土壌において、特徴あ
る生物相が形成されることを解明し
た。

108 95

・ホウレンソウの連作に伴い、糸状菌の多様性の低下が起こ
ること、有機物を連用したコマツナほ場では糸状菌相は「有機
物の種類」、細菌相は「有機物の量」に影響を受けることを解
明。
・トマト褐色根腐病が未発生の土壌では、特徴的な糸状菌が
生息することを解明。
・全国の農耕地土壌の物理・化学・生物性情報を蓄積し、将来
にわたり利用できる「農耕地土壌　eDNAデータベース」のフ
レームを構築。

主要な土壌において、作物生産性や作物病害発生との関連を示
す指標及び評価手法を開発する。

培養困難な微生物を含めた網羅的な土壌生
物相の解析について、本施策のような研究開
発は行われておらず、国際的にも先んじた取
り組みであり、得られる成果についても新規
性の高い知見が多く得られている。

32601

○ 2010年度までに、土地利用変化の経時的
解析等による農村の生態系空間構造の変動
を定量評価する指標を開発するとともに、水
路・森林等の生態系ネットワークの分断によ
る影響を遺伝子マーカー等を用いて定量的に
評価する手法を開発し、土地利用変化が生態
系レベルでの多様性に及ぼす影響を解明す
る。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171 - -

都市・里山域において森林の空間
配置等のランドスケープ構造が森
林の生物多様性に与える影響を解
明。森林の孤立・分断化の影響や、
ネットワーク機能評価により、都市・
里山域における多様性変動機構を
解明し、札幌近郊および恋瀬川地
域での鳥類の生息予測モデルを開
発。

- - 平成１８年度終了
鳥類の生息予測モデルの一般性を検討する必要があるととも
に、他の指標生物についても生息予測モデルを開発する必要が
ある。

32602

◇ 2015年度までに、農業生産活動が生態系
空間構造及び農業生物多様性に及ぼす影響
を指標生物を用いて評価・予測する手法、農
林水産生態系の多様性を維持する生態系
ネットワーク形成手法を開発する。【農林水産
省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171
1696の
内数

1679の
内数

都市・里山域において森林の空間
配置等のランドスケープ構造が森
林の生物多様性に与える影響を解
明。森林の孤立・分断化の影響や、
ネットワーク機能評価により、都市・
里山域における多様性変動機構を
解明。これらの手法により、ランドス
ケープの適正化による生物多様性
保全手法を開発した。

1669の内数 1653の内数
ブナ天然林に開設された林道沿いにおける衰退した木と、林
内の健全な木の水分生理状態と大型菌類相を比較した。

変動メカニズムについては部分的に明らかにしただけであり、林
分レベルでの要因の解析に加え、生物多様性に及ぼすランドス
ケープ構造の影響等の解析を進め、より多くの森林生態系に適
用可能な森林施業が及ぼす生物多様性の影響を評価を行う。

32602

◇ 2015年度までに、農業生産活動が生態系
空間構造及び農業生物多様性に及ぼす影響
を指標生物を用いて評価・予測する手法、農
林水産生態系の多様性を維持する生態系
ネットワーク形成手法を開発する。【農林水産
省】

農業に有用
な生物多様
性指標及び
評価手法の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

20 24 - - 228
農業生態系が異なる全国の地区毎
に天敵等を中心に農業に有用な生
物多様性の指標選抜を開始。

218 193
環境保全型農業の取り組みの効果を定量的に示す指標生物
の候補を選抜

環境保全型農業の取り組みの効果を定量的に示す指標および
その評価手法を開発し、マニュル化する。

「農業に有用な生物多様性」の指標生物の選
抜は、水田を有するアジアモンスーンでは初
の取組みである。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

32703

○ 2010年度までに、気温・降水量・二酸化炭
素濃度などの変動環境下における森林生態
系の環境応答予測モデルを開発する。【農林
水産省】

環境変動と
森林施業に
伴う針葉樹
人工林のCO
２吸収量の
変動評価に
関する研究

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

16 20 22 21 21

間伐の強度・時期等による林分成
長および炭素固定量に及ぼす効
果、さらに生理プロセスモデルによ
る環境変動に対するCO2収支への
影響を評価するためのモデルを開
発し、当初の目標を達成した。

- －
開発したモデルに対して自己間引き、間伐後の林冠閉鎖過程
などの改良をおこなうとともに、高齢林の検証用データの充実
をはかった。

開発したモデルの精度向上を図るためには、今後、さまざまなス
ギ及びヒノキ人工林への適用によって、検証作業が必要である。

光合成・呼吸のプロセスモデルと林分の発達
や施業に伴う樹冠動態モデルの統合は世界
の第一戦のレベルにある。

32704
◇ 2015年度までに、環境変動に伴う広域的
森林生態系の脆弱性の変動予測・評価手法
を確立する。【農林水産省】

温暖化の危
険な水準及
び温室効果
ガス安定化
レベル検討
のための温
暖化影響の
総合的評価
に関する研
究

気候変動リ
スクの予
測・管理と
脱温暖化
社会設計

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

17 21 24 24 22

温暖化の森林植物種の分布への影
響予測を行い、脆弱な種や地域を
特定する。感受性の高い生態系の
温暖化影響の評価と予測を行う。

22 22
気候変化シナリオに基づいた主要針葉樹10種の潜在分布域
モデルから、今世紀末には亜高山帯樹種の潜在分布域が
20％以下に減少し脆弱であることを明らかにした。

ブナ以外の広葉樹についての分布データの充実と脆弱性の評
価

欧米では、数十種から数百種の植物の潜在
分布域の予測が行われており、そのレベルに
近づいた。

32801

○ 2010年度までに、野生小動物の移動阻害
要因を解消するため水田・農業水路間移動性
を確保する技術を開発するとともに、劣化度
指標の策定により劣化二次林や裸地化林地
における郷土樹種を用いた森林修復技術を
開発する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171 - -
農業水路系における魚類の生息・
移動のための階段式魚道等の技術
を開発。

- － 平成１８年度終了 遡上率をより高めるための技術的改良が必要。

32801

◇ 2015年度までに、水田を中心とした農村環
境の自然再生技術、植栽基盤の改良技術を
開発し、劣悪環境下での森林再生技術の体
系化を実施する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171
1696の
内数

1679の
内数

流域圏環境の管理手法開発の一部
として、里山林の再生・向上技術を
開発。人の森林管理が里山生態系
に与える影響を明らかにし、それを
ランドスケープスケールでコントロー
ルする技術を開発。

1669の内数 1653の内数
初冬に雪中で発見されたコテングコウモリMurina ussuriensis）
の記録とその意味について考察

現地実証試験を行い、技術的有効性を検証および改良する必要
がある。

32802

◇ 2015年度までに、水田を中心とした農村環
境の自然再生技術、植栽基盤の改良技術を
開発し、劣悪環境下での森林再生技術の体
系化を実施する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

14 18 171 - -

流域圏環境の管理手法開発の一部
として、里山林の再生・向上技術を
開発。人の森林管理が里山生態系
に与える影響を明らかにし、それを
ランドスケープスケールでコントロー
ルする技術を開発。

- －
現地実証試験を行い、技術的有効性を検証および改良する必要
がある。

32901

○ 2010年度までに、栄養塩の動態評価モデ
ル、珪藻類等赤潮の発生予測手法及び食害
制御等による藻場修復技術を開発するととも
に、沿岸域資源の生産阻害要因を解明する。
【農林水産省】

栄養塩等人
為的な環境
負荷が沿岸
生態系へ及
ぼす影響の
定量的評価

広域生態
系複合に
おける生態
系サビス管
理技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

18 22 3 3 2

・瀬戸内海の主要な海域における
基礎生産量ならびに環境要因との
関連性については、知見が蓄積さ
れたが、陸域からの影響、干潟生
産力の知見等は不足している。
・瀬戸内海ブロック水産業関係試験
研究推進会議生産環境部会の下に
「「漁業に対する適正栄養塩レベル
の検討ワーキンググループ（略称
ANLF-WG）」が設けられ、活動を開
始した。

2 3

・瀬戸内海各海域における低次生産生物の現存量の季節変
動および経年変動の特徴を整理。
・内湾のカレイ類、シャコ、アナゴ類などの底魚について、流入
負荷量との間に単峰型または正の相関関係がみられ、これら
魚種の高い生産性のためには一定の負荷量が必要である可
能性を示唆。
・水質基準指標を検討する上で有力なツールと考えられる生
態系モデルの改良を試みた。

・陸域からの栄養塩負荷量と瀬戸内海各海域における物質フ
ローとの関係を定量的に評価。
・生物生産を反映した実用性の高い水質評価手法の開発・提
言。

陸域から海洋への負荷のメカニズムと役割の
解明。

32902
◇ 2015年度までに、沿岸漁場の適正管理技
術、珪藻類等赤潮の発生制御技術、藻場の
適正管理技術を開発する。【農林水産省】

環境変動に
伴う海洋生
物大発生の
予測・制御
技術の開発

広域生態
系複合に
おける生態
系サビス管
理技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 - 90 72

クラゲ類の大量発生に重要なポリプ
期の成長・生残と環境要因の関係
を明らかにするとともに、伊勢・三河
湾のポリプの主発生場所を把握し
た。生物に由来するミズクラゲのプ
ラヌラ幼生着底誘因物質と忌避物
質を解明した。また、低濃度でポリ
プを死亡させる増殖阻害物質やポ
リプ等の捕食者を解明した。また、
大型クラゲについては、休眠ステー
ジは少なくとも3年以上たっても出芽
可能であることを解明するとともに、
海中のヨウ素等稚クラゲの発生に
影響を及ぼす物質を把握した。以
上、クラゲ類の大量発生制御に重
要な知見が得られた。

69 60
冬期水温が高いほどその年のクラゲ類発生量が多くなった。
繊毛虫はミズクラゲ　エフィラの優良な餌となるが、その餌料
価値はより発育の進んだメテフィラでは大きく低下。

・瀬戸内海、伊勢・三河湾、東京湾における調査結果をまとめ、
近年の半閉鎖水域におけるミズクラゲの大量発生メカニズムを
解明。
・得られた知見をあわせて現場で適用可能な制御技術を開発。
・大型クラゲについては発生源が外国水域であり、現場水域にお
ける調査・研究が課題。

日中韓における大型クラゲ関連研究体制の
構築に貢献。

33001

○ 2010年度までに、里山・半自然草地など農
地・森林・水域の境界領域に位置する生態系
の構造と特有な生物種群を解明し、自然・人
為かく乱下でこれらが優占する機構を解明す
るとともに、水田・水域・林地・施設等の景観
要素の配置と管理状況等について、GIS等を
用いて定量的に評価する手法および外来種
の早期検出技術を開発する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171 - -

客観的に区分した我が国の農業生
態系からサンプリングしてモニタリン
グ地区を決め、そこで詳細な土地被
覆や植生データを収集し、植生およ
び植物分布等の変化傾向を推定す
る調査・情報システムを構築。

- - 平成１８年度終了 目標は達成

33002

◇ 2015年度までに、人為的・自然攪乱のパ
ターンが変化した時の境界領域生態系の構
造変化と生物群集の応答反応を解明し、景観
構成要素を効率的に配置・管理・整備する計
画手法および外来種の早期リスク軽減技術を
開発する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171
929の内
数

900の内
数

客観的に区分した我が国の農業生
態系からサンプリングしてモニタリン
グ地区を決め、そこで詳細な土地被
覆や植生データを収集し、植生およ
び植物分布等の変化傾向を推定す
る調査・情報システムを構築。本シ
ステムのを活用し、鳥類およびチョ
ウ類の生息ポテンシャル評価手法
を開発。

875の内数 855の内数
水田の栽培管理及び周辺の景観が水生昆虫の種構成、個体
数に及ぼす影響を評価。また水田周辺の景観構造が鳥類生
息に及ぼす影響を評価。

人為的管理が生物相や景観構造に及ぼす影響を解明する必要
がある。また、より多くの地域において調査・情報システムの活
用する等により、本システムの汎用性の向上を図る必要がある。
また、景観構成要素の配置や管理計画手法および外来種の早
期リスク軽減技術を開発する。

33102

○ 2010年度までに、農地・森林・水域・集落な
どを含めた農山漁村空間のレクリエーション
利用実態を、特に空間利用と生物利用の両
面から解析し、それらの利用効果を高めてい
る要因を解明する。【農林水産省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171 - -
里山林の植生に対し、教育やレクリ
エーションなどの森林体験活動が
与える影響を解明。

- - 平成１８年度終了
里山林以外の農地・水域・集落のレクリエーション利用実態や利
用効果を高める要因を解明する必要がある。
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33103

◇ 2015年度までに、農山漁村の空間管理の
包括的土地利用計画手法、生物利用型レクリ
エーションの管理手法を開発する。【農林水産
省】

流域圏にお
ける水循環・
農林水産生
態系の自然
共生型管理
技術の開発

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

農林水産省 環境G 14 18 171
1696の
内数

1679の
内数

里山林の植生に対し、教育やレクリ
エーションなどの森林体験活動が
与える影響を解明。

1669の内数 1653の内数 生理的指標を用いた快適性増進効果の評価法を開発。
生物多様性等に配慮しつつ里山林の利活用を促すために動植
物への影響に十分配慮した環境教育・レクリエーションのプログ
ラムを開発・策定する必要がある

33203

○2010年度までに、作物・土壌中の有機塩素
系農薬等極微量汚染物質モニタリングのため
の簡易・高精度測定手法を開発する。【農林
水産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 414 328 -

作物・土壌中の主要な有機塩素系
農薬等極微量汚染物質モニタリン
グのための簡易・高精度測定手法
を開発。

- -
マイナーな有機塩素系農薬等極微量汚染物質を対象とした
簡易・高精度測定手法を開発中

マイナーな有機塩素系農薬等極微量汚染物質を対象とした簡
易・高精度測定手法を開発。

開発される手法は、農作物中の国際および国
内基準値の策定に活用される可能性もあり、
意義は大きい。

33204

◇2015年度までに、作物・土壌中の有機塩素
系農薬等極微量汚染物質の簡易抽出法を開
発し、作物・土壌等の分析マニュアルを策定
する。【農林水産省】

生産・流通・
加工工程に
おける体系
的な危害要
因の特性解
明とリスク低
減技術の開
発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

20 24 - - 549
作物・土壌中の一部の有機塩素系
農薬等極微量汚染物質の簡易抽出
法を開発中。

536 455
マイナーな有機塩素系農薬等極微量汚染物質を対象とした
簡易・高精度測定手法を開発中

極微量汚染物質ごとの簡易抽出法を体系的に開発するととも
に、作物・土壌タイプごとに対応した分析マニュアルを体系的に
策定する。

開発される手法は、農作物中の国際および国
内基準値の策定に活用される可能性もあり、
意義は大きい。

33301

○2010年度までに、農薬等の各種化学物質
が水域生態系、陸域生態系に及ぼす影響を
評価するため、新たな指標生物を選定すると
ともに、作用機構に基づく生態系影響評価法
を開発する。【農林水産省、国土交通省、環
境省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 414 328 -

農薬等の各種化学物質が水域生態
系、陸域生態系に及ぼす影響を評
価するため、コガタシマトビケラを新
たな指標生物として選定。

- - 平成19年度に終了。
農薬の環境影響評価のための指標生物とし
て新たに提案する成果である。今後国際的に
も採用される可能性があり、意義が大きい。

33302

3◇2015年度までに、指標生物等に基づく農
薬等の各種化学物質の生態系影響を評価、
トータルリスク評価指標を策定する。【農林水
産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 414 328 -

農薬等の各種化学物質が水域生態
系、陸域生態系に及ぼす影響を評
価するため、コガタシマトビケラを新
たな指標生物として選定し、試験法
マニュアルが完成。

- -
指標生物の各成長段階における薬剤感受性を評価するため
の成長段階別の試験法を開発中

指標生物の個体群レベルの評価法における適切なエンドポイン
トの検討を含め、指標生物の各成長段階における薬剤感受性を
評価するための成長段階別の試験法の開発や個体群動態モデ
ルの開発を行う必要がある。

農薬の環境影響評価のための指標生物とし
て新たに提案する成果である。今後国際的に
も採用される可能性があり、意義が大きい。

33401
○2010年度までに、耕地土壌におけるヒ素の
形態別分布及び鉛等の全国的分布実態を解
明する。【農林水産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 414 328 -

水田等の流域における河川や湖沼
等での各種農薬濃度を定量評価す
るためのシュミレーションモデルを
開発し、有機ズズ化合物の検出感
度向上に伴う動態モデル等を構
築。

- -
環境中での代謝・分解物ごとの濃度分布や毒性データを取得
中

環境中での代謝・分解物ごとの濃度分布や毒性データを取得し
て、代謝・分解物を含めた動態モデルを開発する。

開発される手法は、農作物中の国際および国
内基準値の策定に活用される可能性もあり、
意義は大きい。

33402
◇2015年度までに、耕地におけるヒ素・鉛等
の有害微量元素の形態変化を解明し、作物
吸収予測モデルを開発する。【農林水産省】

生産・流通・
加工工程に
おける体系
的な危害要
因の特性解
明とリスク低
減技術の開
発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

20 24 - - 549
水田土壌中のヒ素の化学形態別の
存在実態や、稲の化学形態別のヒ
素の吸収パターンを解析中。

536 455 ヒ素の作物吸収予測モデルを開発中 ヒ素・鉛等の作物吸収予測モデルを開発し、検証を実施する。
開発される手法は、農作物中の国際および国
内基準値の策定に活用される可能性もあり、
意義は大きい。

33403

○2010年度までに、農薬等化学物質、窒素・
リン等水質汚濁物質、懸濁物質等環境負荷
物質の公共水域への流出の動態を解明す
る。【農林水産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 414 328 -

愛知県矢作川における窒素やリン
などの河川負荷の年次変動や、大
規模出水時の集中的負荷の実態を
解明。

- - 矢作川以外の河川や公共水域における流出動態を解明中 矢作川以外の河川や公共水域における流出動態を解明する。

河川負荷物質の動態解明および評価は、流
域圏の環境保全上重要であり、動態モデルの
開発は国際的にも活用が見込ませるものであ
る。

33404

◇2015年度までに、環境負荷物質のモデル
流域における流出予測モデル及び流域水質
評価法を開発し、農業生産に伴う面源負荷及
びその対策技術を評価する。【農林水産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 414 328 -

愛知県矢作川における窒素やリン
などの河川負荷の動態等に基づく
汚濁流出モデルを作成するととも
に、知多湾を対象にした3次元生態
系モデルを開発し、内湾環境改善
のための河川負荷の管理シナリオ
を提示。

- -
地質・地形・土壌・気象等の各種特性の異なる多様な流域を
対象とした解析を実施中

矢作川からの負荷の感度を他の隣接湾も含めて包括的に解析
する必要がある。また、モデル・負荷算出手法の高精度化を図る
ためには、他の海域へ適用し普遍化を図っていく必要がある。

河川負荷物質の動態解明および評価は、流
域圏の環境保全上重要であり、動態モデルの
開発は国際的にも活用が見込ませるものであ
る。

33405

○2010年度までに、対象品目の拡充による窒
素収支算定システムを高度化、酸性化物質
の動態モデル及び窒素フローの予測手法を
開発する。【農林水産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 414 328 -

畑地での施肥・施用有機物に由来
する窒素の動態を評価するために
窒素動態・収支シミュレーションシス
テムなどを構築。

- - 様々な品目を対象とした窒素収支算定システムを開発中
対象品目の拡充による窒素収支算定システムを高度化する必
要がある。

地球規模の窒素負荷の評価にも結び付く可
能性のある研究であり、意義は大きい。

33406

◇2015年度までに、流域、全国、東アジア等
スケールの異なる窒素及び酸性化物質の循
環モデルの統合化手法を開発する。【農林水
産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 414 328 -

任意の流域界・行政界や任意の形・
サイズの領域を選定して、地下水質
に対する施肥窒素負荷の簡易・広
域影響評価等の解析やシミュレー
ションを行う総合的な汎用の空間情
報システムＧＳＡSを開発。

- -
東アジアスケールに対応可能な統合的空間情報システムを
開発中

より高精度で東アジアスケールに対応可能な統合的空間情報シ
ステムを開発する。

地球規模の窒素負荷の評価にも結び付く可
能性のある研究であり、意義は大きい。

33607

○2010年までに、船舶用有機スズ系塗料
(TBT塗料)の禁止に伴い、普及が進む非TBT
代替塗料の海洋生態影響のリスク評価技術
を開発する。【国土交通省、農林水産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

新規の物
質・技術に
対する予
見的リスク
評価管理

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 21 21 -

・有害化学物質の生理障害機構に
基づく魚類への影響評価法（生殖
腺、生殖内分泌系、免疫系等）の開
発が大きく進んだ。
・今後の展開方向として新規化学物
質に対する応用が期待されている。

- -
・有害化学物質の生理障害機構に基づく魚類への影響評価
法（生殖腺、生殖内分泌系、免疫系等）の開発が大きく進展。
・今後の展開方向として新規化学物質に対する応用に期待。

開発した手法を各種化学物質に応用して、新規化学物質に対し
てより高精度度な生態影響評価を行う。

有害化学物質の生理障害機構に基づく魚類
への影響評価法の開発が大きく進んみ、国際
海事機関（IMO）において採択された「船舶の
有害な防汚方法の規制に関する国際条約
（AFS条約）」等への貢献が期待される。

33607

○2010年までに、船舶用有機スズ系塗料
(TBT塗料)の禁止に伴い、普及が進む非TBT
代替塗料の海洋生態影響のリスク評価技術
を開発する。【国土交通省、農林水産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 414 328 -
魚類の生殖内分泌系に及ぼす有機
スズ化合物の影響評価法を開発。

- -

・ピリチオン系防汚物質の環境リスク評価手法（PEC/PNEC)を
検討。
・銅ピリチオンの海産生物に対する毒性について予測無影響
濃度を推定。
・魚類慢性毒性試験における脊椎湾曲の作用機構を初めて
解明。
・塗膜からの溶出速度及び光分解速度から予測環境濃度推
定モデルを作成した。

種々の非TBT防汚剤について生物感受性と海域環境中濃度に
ついての知見集積が必要。

・海産生物に対する毒性は防汚物質と生成物
のなかで銅ピリチオンが最も強く、珪藻類の
毒性値から予測無影響濃度を求め、ヨーロッ
パのリスク評価において基礎情報として利用
された。
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33805

○2010年までに、CODEX基準に対応したイネ
のカドミウム吸収・蓄積を抑制する技術及び
水田からのカドミウム汚染除去技術を実用化
し、普及する。【農林水産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

多種多様
な生物から
なる生態系
を正確にと
らえその保
全・再生を
実現する
科学技術

農林水産省

研究開発
官（食の安
全、基礎・
基盤）

15 19 414 328

・QTL解析を活用してCd吸収遺伝子
を単離。
・レーザーアブレーションを利用した
Cdの定量法を開発。
・都道府県農業関係試験研究機関
や民間会社と連携してCd高吸収イ
ネ品種や塩化鉄を用いた土壌洗浄
を利用した土壌浄化技術を開発。

- - 平成１９年度に終了した。
・高吸収イネや化学洗浄法を利用したCd汚染水田の土壌環境修
復に関する実用化実証試験が必要。
・コストや後作物への影響等のネガティブ効果の検証が必要。

国内の米のカドミウム基準値は現行の1ppm
から国際基準値と同じ0.4ppmに改正された。
本施策の検討技術は、この基準値レベルで
の国産米の供給に対応できるもの。

33806
◇2015年度までにCODEX基準に対応した主
要農作物のカドミウム対策に関する普及技術
を確立する。【農林水産省】

生産・流通・
加工工程に
おける体系
的な危害要
因の特性解
明とリスク低
減技術の開
発

生命プログ
ラム再現
科学技術

農林水産省

研究開発
官（食の安
全、基礎・
基盤）

20 24 - -

・十分な研究成果のない畑作物に
ついて、カドミウム吸収抑制技術及
び汚染土壌修復技術の開発を推
進。

536 455
・カドミウム低吸収小麦の開発において、北海道の低吸収品
種を母本として、関東以西の栽培に適する系統を選抜。

・カドミウム低減技術については対象品目の産地に参画を求め
る等、現場での実証や普及につなげていくための研究実施体制
の強化が必要。

現在、国内では米以外の品目について、食品
中のカドミウム基準値はないが、野菜等の他
品目についても、対策技術等を着実に開発し
ていく必要がある。

33807

○2010年までに、大気等環境媒体移動を含
めた農薬等のリスクをライフサイクル的アプ
ローチにより評価するための基盤技術を開発
する。【農林水産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 414 328 -
残留有機化学物質の挙動に関する
マルチメディアモデルを開発。

- - マルチメディアモデルの精度の向上化を図っている。
農薬の大気拡散や移行過程の評価に基づくマルチメディアモデ
ルの精度の向上を図る必要がある。

本モデルは地球規模の評価にも結び付く研究
であり、意義は大きい。

33808

◇大気中における農薬のリスク評価を行い効
果的な管理技術を開発、実用化し、化学物質
過敏症等への対策法を提示する。【農林水産
省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 414 328 -
残留有機化学物質の挙動に関する
マルチメディアモデルを開発し、リス
ク評価法を開発。

- - マルチメディアモデルの精度の向上化を図っている。

農薬の大気拡散や移行過程の評価に基づくマルチメディアモデ
ルの精度の向上を図る必要があるとともに、それに基づいた大
気中の農薬のリスク管理技術を開発、実用化を図る必要があ
る。

本モデルは地球規模の評価にも結び付く研究
であり、意義は大きい。

33812

○2010年までに、POPs条約に基づく国内及
び東アジアにおける大気移行性モデルを含む
POPs等のモニタリング体制を主導的に整備
するとともに、対策技術を開発する。【環境
省、農林水産省】（一部再掲）

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

15 19 414 328 -
残留有機化学物質の挙動に関する
マルチメディアモデルを開発。

- - 日本周辺国からの放出についてのモニタリングを実施中
モデルを精緻化する上で、日本周辺国からの放出についてのモ
ニタリングが必要。

本モデルは地球規模の評価にも結び付く研究
であり、意義は大きい。

34102

○2010年度までに、残留性有機化学物質の
吸収抑制技術と、ファイトレメディエーションを
用いたカドミウム等の除去技術を開発する。
【農林水産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

農林水産省

研究開発
官（食の安
全、基礎・
基盤）

15 19 414 328 -
水田における高吸収性イネの栽培
によるカドミウムの除去技術および
カドミウム洗浄技術を開発。

- -

平成１９年度に終了した。
平成２０年度からは、｢生産・流通・加工工程における体系的
な危害要因の特性解明とリスク低減技術の開発｣として引き続
き実施。

・実証事例の蓄積が必要。
・土壌修復までに何年程度必要か、継続的な研究が必要。
・低コスト化のための研究が必要。

国内の米のカドミウム基準値は現行の1ppm
から国際基準値と同じ0.4ppmに改正された。
本施策の検討技術は、この基準値レベルで
の国産米の供給に対応できるもの。

34102

○2010年度までに、残留性有機化学物質の
吸収抑制技術と、ファイトレメディエーションを
用いたカドミウム等の除去技術を開発する。
【農林水産省】

生産・流通・
加工工程に
おける体系
的な危害要
因の特性解
明とリスク低
減技術の開
発

生命プログ
ラム再現
科学技術

農林水産省

研究開発
官（食の安
全、基礎・
基盤）

20 24 - - 549

・畑作物について、土壌中の目標値
設定に必要な試験研究を開始。
・各地域の土壌条件等に応じた技
術を確立するため、各地域で土壌
修復効果の高い作物の選定と効果
の検証を開始。

536 455 ・ズッキーニによるPOPｓ汚染土壌の浄化技術を検討。
・現場での実証や普及につながる現場データを取得するため、
現地機関との連携が必要。

ストックホルム条約の定める残留性有機汚染
物質（POPｓ）は2010年5月に新たに９物質が
対象となるが、本施策では過去に農薬使用実
績のあった化学物質として、すでに取組中。

34102

○2010年度までに、残留性有機化学物質の
吸収抑制技術と、ファイトレメディエーションを
用いたカドミウム等の除去技術を開発する。
【農林水産省】

農林水産生
態系におけ
る有害化学
物質の総合
管理技術の
開発

多種多様
な生物から
なる生態系
を正確にと
らえその保
全・再生を
実現する
科学技術

農林水産省

研究開発
官（食の安
全、基礎・
基盤）

15 19 414 328
・水稲について、高Cd吸収品種を見
出し、その品種の高Cd吸収能と適
正な生育を両立できる条件を推定。

- -

平成１９年度に終了した。
平成２０年度からは、｢生産・流通・加工工程における体系的
な危害要因の特性解明とリスク低減技術の開発｣として引き続
き実施。

・実証事例の蓄積が必要。
・土壌修復までに何年程度必要か、継続的な研究が必要。
・より低コスト化のための研究が必要。

国内の米のカドミウム基準値は現行の1ppm
から国際基準値と同じ0.4ppmに改正された。
本施策の検討技術は、この基準値レベルで
の国産米の供給に対応できるもの。

34102

○2010年度までに、残留性有機化学物質の
吸収抑制技術と、ファイトレメディエーションを
用いたカドミウム等の除去技術を開発する。
【農林水産省】

生産・流通・
加工工程に
おける体系
的な危害要
因の特性解
明とリスク低
減技術の開
発

生命プログ
ラム再現
科学技術

農林水産省

研究開発
官（食の安
全、基礎・
基盤）

20 24 - -

・畑作物について、土壌中の目標値
設定に必要な試験研究を開始。
・各地域の土壌条件等に応じた技
術を確立するため、各地域で土壌
修復効果の高い作物の選定と効果
の検証を開始。

536 455
・現場での実証や普及につながる現場データを取得するため、
現地機関との連携が必要。

ストックホルム条約の定める残留性有機汚染
物質（POPｓ）は2010年5月に新たに９物質が
対象となるが、本施策では過去に農薬使用実
績のあった化学物質として、すでに取組中。

２つ上と同じ

34103

◇2015年度までに、稲・大豆等の作物におけ
る低吸収性品種の利用等によるヒ素・鉛等重
金属の吸収抑制技術を体系化し、土壌管理
指針を策定する。【農林水産省】

生産・流通・
加工工程に
おける体系
的な危害要
因の特性解
明とリスク低
減技術の開
発

生命プログ
ラム再現
科学技術

農林水産省

研究開発
官（食の安
全、基礎・
基盤）

20 24 - -

・土壌の特性によるヒ素の化学形態
別の存在実態の解明、水稲への吸
収パターンの解明等科学的なデー
タの蓄積を開始。
・玄米ヒ素汚染のリスク評価手法の
開発、簡易・迅速分析法の開発を
開始。

536 455

生育ステージごとの稲のヒ素吸収パターンを解明し、出穂期
の湛水により玄米ヒ素中の有機ヒ素の割合が高まることを解
明。
イネのヒ素吸収の品種間差異は、日本の栽培品種間では小
さいが、稲全体では約3-4倍の違いがあることが判明。

・継続的な試験研究が重要であり、そのための予算措置が必
要。
・多くの研究データを得るため、県農試等関係機関との有機的な
連携が必要。

コーデックス委員会では、食品中のヒ素の量
についてヒ素の科学的な形態や形態別の毒
性の明確化、形態別の分析法の開発を求め
ている。

34104

○2010年度までに、難分解性有機物・重金属
等のバイオレメディエーション技術、浄化資材
による汚染土壌洗浄技術、農地からの有害物
質の拡散防止技術を開発する。【農林水産
省】

生産・流通・
加工工程に
おける体系
的な危害要
因の特性解
明とリスク低
減技術の開
発

生命プログ
ラム再現
科学技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

20 24 - - 549

ズッキーニを用いたデイルドリン、ヘ
プタクロル類、転換畑におけるカドミ
ウムのファイトレメディエーションお
よび土壌洗浄技術を開発中。

536 455
ズッキーニを用いたデイルドリン、ヘプタクロル類、転換畑にお
けるカドミウムのファイトレメディエーションフ技術を検証中

開発されたファイトレメディエーション技術の実証。
有害化学物質の汚染土壌の改善のための技
術であり、外国でも活用される可能性がある。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

35001

○2010年までに、さとうきび、さつまいも、各種
油糧作物等を対象に、不良環境下でも安定
多収性を示す系統を選抜する。【農林水産
省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －
1,,500の
内数

1,450の
内数

さつまいもにおいて、有望な系統を5
系統選抜した。さとうきびについて
は、不良環境下でも生産性が高い
有望系統を選抜したともに、あらた
な交雑により養成した雑種集団から
有望個体を見出した。

1,964の内数 1,503の内数

さつまいもにおいて、通常デンプン素材については、デンプン
が標準品種を上回った３系統を選抜た。高分解性デンプン素
材については、１系統を選抜した。　さとうきびについて、
KY01-2044は、奄美以南の南西諸島各地域において多収、大
規模実証試験等で利用するモデル品種候補に選定。沖縄本
島地域におけるKR98-1001の作付時期別生育モデルを作成
し、異なる植え付け時期の組み合わせによって収穫期間を8
月～翌年４月まで拡張できる可能性を示した。

有望系統の選抜は順調に進んでいるが、これらの不良環境へ適
応性を栽培現場で実証する必要がある。

さつまいもについては、不良環境下において
も高収量やデンプンの高分解性の育種を進
めているところであり、有望系統の選抜を進
め栽培現場実証もしているところ、サトウキビ
についても有望系統の選抜と栽培現地実証も
進めているところ。

35001

○2010年までに、さとうきび、さつまいも、各種
油糧作物等を対象に、不良環境下でも安定
多収性を示す系統を選抜する。【農林水産
省】

農林水産バ
イオリサイク
ル研究

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

12 18 － －
製糖用品種よりも乾物収量、原料
茎収量が多い有望系統「KR98-
1001」を選抜した。

－ － 平成18年度に終了した。
選抜した有望系統を実用品種化する必要がある。また、さらなる
高バイオマス系統の育成が必要。

平成１９年度から「地域活性化のためのバイ
オマス利用技術」にて引き続き取り組んでい
る。

35002
◇2015年度までに、茎葉部等も利用可能で、
不良環境下でも多収性を示す高バイオマス多
用途品種を開発する。【農林水産省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －
1,,500の
内数

1,450の
内数

さつまいもについて、形質転換系の
確立に向け、ベクターの構築および
導入する遺伝子の構築を行った。さ
とうきびについて、形質転換系の確
立に必要な再分化系を確立したほ
か、耐干性向上に寄与すると考えら
れる候補遺伝子を新規に単離した。
また、ソルガムにおいて、高糖性の
有望系統を見出した。

1,964の内数 1,503の内数

さつまいもについて、遺伝組換え技術の開発の課題について
は、計画の見直し等により平成２０年度で終了した。雑種強勢
を利用した高分解性デンプン・多収系統の作出と直播適合性
の評価の課題に絞り、多収栽培では３系統を選抜した。高分
解性デンプンを有し、多収栽培での１系統を新品種登録する
とともに、多収１系統を選抜した。サトウキビの品種改良では、
大きな変異を有する育成素材群の開発に必要な製糖用サト
ウキビとエリアンサス属植物を中心とする近縁属植物との効
率的な交配法を開発すべく、製糖用サトウキビとエリアンサス
との交配組み合わせに取り組んでいる。
ソルガムについては。高糖性品種「SIL-05」の民間への許諾、
増殖。高糖性・ｂｍｒの多収Ｆ１系統の見直し、突然変異蓄積と
誘発法、新規遺伝資源導入、熱帯型（超多収型）の選抜マー
カー開発等に取り組んでいる。

高バイオマス系統の選抜は順調に進んでいるが、これらの不良
環境へ適応性を栽培現場で実証する必要がある。

高バイオマス系統について、各資源作物の育
種に取り組んでいるところであり、現地栽培試
験も実施し、現地の適応性の確認等により、
実証を進めているところである。

35002
◇2015年度までに、茎葉部等も利用可能で、
不良環境下でも多収性を示す高バイオマス多
用途品種を開発する。【農林水産省】

農林水産バ
イオリサイク
ル研究

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

12 18 － －
製糖用品種よりも乾物収量、原料
茎収量が多い有望系統「KR98-
1001」を選抜した。

－ － 平成18年度に終了した。
平成１９年度から「地域活性化のためのバイオマス利用技術」に
より引き続き実施している。選抜した有望系統を実用品種にする
ことが必要。また、さらなる高バイオマス系統の育成が必要。

平成19年度から、「地域活性化のためのバイ
オマス利用技術」により引き続き取り組んでお
り、高バイオマス系統の育成を進めている。

35102

○2010年までに木質バイオマスからのエタ
ノール化において収率70％以上を実現し、
2015年度までに、木質バイオマスからのエタ
ノール製造のコストを削減し、化石燃料と競合
可能な製造技術を開発する。【農林水産省、
環境省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

草木質系
バイオマス
エネルギ
利用技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －
1,,500の
内数

1,450の
内数

地域活性化のためのバイオマス利
用技術の開発においては、林地残
材の効率的収集、乾燥、チップ化、
新たな前処理法、効率的酵素糖化
法等の開発を行っており、それぞれ
良い成果を得ている。

1,964の内数 1,503の内数

林地残材の効率的な収集を図るための容減化技術、チップ
化、低コストアルカリ蒸解前処理による消費エネルキー１5％
削減（酵素回収率50％）、アルカリ前処理木質バイオマスの糖
化に適した菌株の取得した。

実証実験の体勢を整備して、実用化を狙った研究開発を進め
る。

モデル実証試験や搬送技術（容減化、チップ
化）、アルカリ蒸解法の技術向上等を改良に
よる前処理、糖化処理の最適化を進めてい
る。

35102

○2010年までに木質バイオマスからのエタ
ノール化において収率70％以上を実現し、
2015年度までに、木質バイオマスからのエタ
ノール製造のコストを削減し、化石燃料と競合
可能な製造技術を開発する。【農林水産省、
環境省】

農林水産バ
イオリサイク
ル研究

草木質系
バイオマス
エネルギ
利用技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

12 18 － －

農林水産バイオリサイクル研究で
は、木材からバイオエタノールを製
造する手法として、アルカリ前処理
と酵素糖化を組み合わせた手法を
開発した。この手法は我が国独自
の木質系バイオエタノール製造法と
しての普及が予想されている。

－ － 平成18年度に終了した。
このプロジェクトは１８年で終了し、プロジェクトの目標は達成。課
題は「地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発」に受け
継がれた。

平成１９年度から「地域活性化のためのバイ
オマス利用技術」にて引き続き取り組んでい
る。

35103

◇2015年度までに、熱分解ガス化技術等を活
用し20t/日程度のバイオマスを処理し、電力
として20％程度、エネルギー回収率80％程度
の小規模・分散型プラント技術を確立する。
【農林水産省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

草木質系
バイオマス
エネルギ
利用技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －
1,,500の
内数

1,450の
内数

メタノール合成時には、生成ガスの
水素が４５％以上が好ましいことが
明らかになった。木質を原料とした
場合、メタノール収率は所期６７％
目標に対して５７％を達成した。

1,964の内数 1,503の内数
1ＭＰａメタノール合成における性能向上の試験では、実用化
運転技術の確立の課題の抽出、草本系原料へのガス化試験
を実施し、木質系と同等のガス組成を得た。

ガス化発電とメタノー合成コンバインと実証、普及型を目指した１
ＭＰaメタノール合成プラントの開発を行う。

メタノールの合成のについて、普及技術とし
て、１ＭＰａを取り組み、また、新たな燃料形態
として、エタノール合成の触媒の開発等も取り
組んでいる。

35104
○2010年までに、廃食用油からのバイオ
ディーゼル燃料製造技術を開発する。【農林
水産省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

草木質系
バイオマス
エネルギ
利用技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －
1,,500の
内数

1,450の
内数

廃食用油中に含まれる遊離脂肪酸
が食用油の主成分であるトリグリセ
リドに比較し、３倍程度早くバイオ
ディーゼルに変換されることを定量
的に明らかにした。

－ － 平成20年度に終了した。
廃食用油を用いて得られるバイオディーゼル燃料の品質の確
認、無触媒メチルエステル化法を用いたバイオディーゼル燃料
製造に関する経済性評価を行う。

無触媒エステル化法を用いたバイオディーゼ
ルについては、大規模プラント規模での経済
的試算も実施している。また、廃食用油を用
いたバイオディーゼル燃料の研究開発では、
関東都市地域モデルで、スティング法を用い
た小型可搬型のプラントによる燃料化試験を
取り組んでいる。

35105

◇2015年までに、農畜産物からの高効率バイ
オディーゼル変換等のエネルギー変換・利用
技術について、産業化しうる実用システムを
開発する。【農林水産省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

草木質系
バイオマス
エネルギ
利用技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －
1,500の
内数

1,450の
内数

既存の機械に比べて幅及び重量が
５０％減、生産量１６％増等の性能
を有する小型可搬型燃料製造装置
を設計し、試作した。

1,964の内数 1,503の内数
小型可搬型燃料製造装置を用いて、現地実証試験を行い、
廃食用油回収・せっけん配達用トラックを走行させた。開発し
た技術で、二酸化炭素排出量を約85％削減できる。

動植物油脂を原料とした軽油代替燃料製造・利用技術の開発を
行う。

無触媒エステル化法を用いたバイオディーゼ
ルについては、大規模プラント規模での経済
的試算も実施している。また、廃食用油を用
いたバイオディーゼル燃料の研究開発では、
関東都市地域モデルで、スティング法を用い
た小型可搬型のプラントによる燃料化試験に
取り組んでいる。これらの成果により、大規模
パイロットプラントや小型の可搬型のプラント
等実用化の形態に応じた対応が可能。

35201

○2010年度までに、含水率の高いバイオマス
をメタン発酵等により、電力として10％、ある
いは熱として40％程度を実現できる技術を開
発する。【農林水産省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －
1,,500の
内数

1,450の
内数

宮古島市の既設再資源化施設（炭
化、ガス化、メタン発酵、堆肥化）を
活用し、南西諸島におけるバイオマ
ス等の変換試験を行い、バイオエタ
ノール廃液製造装置の試作を再資
源化施設に設置した。

1,964の内数 1,503の内数

エタノール残渣液製造装置の設計・設置・試運転を行い、稼働
データの蓄積を行った。各種変換装置の稼働データの解析及
び既往資料等により、変換過程のインベントリーデータを整理
した。

宮古島市の既設再資源化施設（炭化、ガス化、メタン発酵、堆肥
化）を活用し、南西諸島におけるバイオマス等の変換試験を行
い、バイオエタノール廃液製造装置の再資源化施設の試験を行
う。

既存施設の活用による試験の実施、各種
データの蓄積によるデータベースの作成等を
取り組んでいるところ。

35501
○2010年までに、未利用バイオマスを用いた
プラスチックの代替素材を開発する。【農林水
産省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

持続可能
型地域バ
イオマス利
用システム
技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －

地域活性化のためのバイオマス利
用技術の開発においては、未利用
の間伐材や樹皮の粉末を高充填
し、射出成形して汎用プラ代替品と
する技術を開発した。

1,964の内数 1,503の内数

木粉含有率７０%の木粉・プラスチック複合材（WPC）の射出成
型加工技術を開発した。また、紫外線吸収剤と光安定化剤を
添加することで、WPCの耐候性が大きく向上した（チョーキン
グ抑制85％以上）。

成型性および強度等の物性の向上が課題である。
木粉の充填度、耐候性の向上技術共、我が
国が一歩進んでいる。

35502
○2010年までに、食品加工残さ等から生分解
性素材を作成する。【農林水産省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －
1,,500の
内数

1,450の
内数

生分解性資材の混合・発泡・成型処
理については。ポリ乳酸とコーンス
ターチ、粉砕もみ殻の混合比や成
型条件を変え、平版、薄型トレー、
イチゴトレー各々の成型条件を明ら
かにした。

1,964の内数 1,503の内数

酵素でオカラを分解し、乾燥重量75％以上が可溶化し、固形
分の窒素が89％減少。バレイショデンプン滓を用いて育苗
ポットの成型では射出成型機の加湿温度や射出速度条件に
より試作。

生分解性成型加工技術を継続し、生分解性包装資材原料の開
発等を行う。

食品廃棄物（オカラ）を用いて、生分解性素材
（育苗ポット）の射出形成による開発に取り組
んでいる。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

35503
○2010年までに、木質系廃棄物由来の土木・
建築用材の品質の向上を図る。【農林水産
省】

農林水産バ
イオリサイク
ル研究

持続可能
型地域バ
イオマス利
用システム
技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

12 18

農林水産バイオリサイクル研究で
は木質廃材からの厚物パーティク
ルボードを開発した。成果の活用に
より、当該製品を用いた木造住宅数
は増加している。

－ －
当該課題に関する主要な成果をもとに製品として市販されて
いる

超高寿命住宅にも応用できるような耐久性の向上が課題であ
る。

廃木材の処理方法は世界のトップレベルにあ
る。

35504
◇2015年度までに、製造技術を実用化し、木
質系廃棄物の用途を拡大させる。【農林水産
省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

持続可能
型地域バ
イオマス利
用システム
技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －

地域活性化のためのバイオマス利
用技術の開発においては、未利用
の樹皮タンニンの塗料化製造、林
地残材からの木質単層トレイの開
発に取り組み、用途拡大に向けて
成果を上げている。

1,964の内数 －
このプロジェクトは20年で終了し、プロジェクトの目標は達成。
実用化に向けた新規課題化を計画中。

木材製品の用途に応じた付加価値の付与技術を開発する必要
がある。

このプロジェクトで開発した木質トレイ製造技
術は、我が国独自のものである。

35601

○2010年度までに、地域特性に応じた低コス
ト・低環境負荷・高変換効率のバイオマス多
段階利用技術による地域循環モデル、施設
の最適配置計画策定手法を開発し、経済性・
環境影響を評価する。【文部科学省、農林水
産省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

持続可能
型地域バ
イオマス利
用システム
技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －
1,,500の
内数

1,450の
内数

地域バイオマス利用のモデルの設
計と評価として、モデルの考え方を
整理し、モデルの枠組み案を作成し
た。

1,964の内数 1,503の内数

テンサイ、バレイショ、ソルガム、カンショ、サトウキビの５つの
資源作物について、生産システムに関するデータベースの作
成。各地域モデルについて、耕作放棄地など地域の特性に関
するデータやエネルギー変換プロセスに関する情報を収集
し、バイオマスインベントリーデータベースを作成。バイオマス
タウン設計・評価支援ツールを用いた診断。バイオマス地域
循環利用システムの影響評価手法の開発。

地域バイオマスモデルの素案の作成、環境影響評価とコスト試
算方法の作成、モデルの評価等を行う。

各種地域モデルにて、地域の特質を考慮した
資源作物を選択し、モデルの最適化を目指し
て、各種技術実証のための試験研究に取り組
んでいるところであり、技術の選択とモデルと
しての最適化を進めている。

35602
◇2015年度までに、バイオマスの発生源・利
用地域に適合した効率的な収集・輸送・貯蔵
システムを開発する。【農林水産省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

持続可能
型地域バ
イオマス利
用システム
技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －
1,500の
内数

1,450の
内数

茨城及び北海道をモデル地域とし
て選定し、わら収集単位として農業
集落、収穫拠点としてカントリーエレ
ベータ及びライスセンターを想定し、
ＧＩＳシステム用いてネットワーク解
析を行った。

1,964の内数 1,503の内数

人員・輸送システムを含めた周年供給計画にステムダイナミク
スモデルの構築し、最適化要因やプラン策定の概算可能。ＧＩ
Ｓによる検討、わらロールのハンドリング特性を踏まえた輸送
工程コスト概算可能。

輸送・供給システムのモデル化、計画とモデルの策定、わら輸
送・供給システムの最適化等を行う。

輸送・搬送・供給システムのモデル化実証の
展開、わら輸送・供給システムとして、実用化
のための既存機械化体系の改良等に取り組
んでいる。

35606

○2007年度までに、国産サトウキビを原料と
した、従来より大幅に高効率、かつ省エネ型
のエタノール製造プロセス技術を確立し、沖
縄県伊江島において、エタノールの地産地消
モデルを構築する。その後、製造プロセスの
スケールアップ等を行い、同モデルを全国の
適地に展開する。【農林水産省、経済産業
省、環境省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

持続可能
型地域バ
イオマス利
用システム
技術

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －
1,,500の
内数

1,450の
内数

２００５センサスにより、伊江島のサ
トウキビ経営の類型化し、高バイオ
マス量サトウキビ導入可能な経営
類型を摘出した。

1,964の内数 1,503の内数

高バイオマス量サトウキビを利用した砂糖・エタノール複合生
産におけるエタノール製造コストを明らかにした。既存サトウ
キビと高バイオマス量サトウキビ導入の経営評価モデルの枠
組みを作成。

高バイオマス量サトウキビを用いた砂糖・エタノール複合生産技
術の実証と導入条件の解明を行う。

伊江島でのモデル実証試験は、平成２１年度
で終了した。平成２２年度からは、高バイオマ
ス量サトウキビを用いた砂糖・エタノール複合
生産技術の実証と導入条件の解明を行う。

35705
○2010年までに、既存技術に安価な資材を組
み合わせた畜産臭気の低減技術を開発す
る。【農林水産省】

地域活性化
のためのバ
イオマス利
用技術の開
発

農林水産省
研究開発
官（環境）
室

19 23 －
1,,500の
内数

1,450の
内数

一時発酵過程でアンモニアを回収し
たアンモニアを二次発酵時に再吸
着させる場合、無通気条件にするこ
とでアンモニアの再揮散しないこと
が判明。

1,964の内数 1,503の内数
高窒素濃度堆肥の窒素肥効率は60～70％程度、高窒素濃度
堆肥と牛糞おがくず堆肥の混合で窒素肥効の緩行化と共に
堆肥50kgで窒素1kgの供給が可能。ﾞ

堆肥化過程で揮散しやすいアンモニアを効率的に回収・利用で
きる高度堆肥調整技術の開発を行う。

堆肥化過程で発生するアンモニアの揮散を防
ぐ吸引式堆肥化装置等関連技術の改良に取
り組んでいる。



コード番号
（「重要な
研究開発
課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ

け・意義」
備考

31501
○2009年度までに、各分野での冷凍空調機
器に係る高効率かつ安全性に配慮した自然
冷媒利用技術を実現する。【経済産業省】

ノンフロン型
省エネ冷凍
空調システ
ムの開発

経済産業省
オゾン層保
護等推進
室

17 22 720 576 576

省エネ性能が目標を達成したものと
しては、住宅用ＣＯ２マルチ空調機
を圧縮機の効率化等により達成、ま
た、コンビニエンスストア向けにアン
モニアを用いた冷凍・冷蔵・空調一
体システムについて効率向上を達
成（現在、実証試験を行っており、
今後市販段階に至る見込み）。平成
２０年度からは、新冷媒を用いた汎
用用との基礎研究を開始。

810 770

スーパーマーケット、コンビニエンスストア向けの冷凍冷蔵
ショーケースについて、ノンフロン機（ＣＯ２、アンモニア）の技
術を確立し、現場での実証試験を実施し、効率向上を確認。
今後市販に至る見込み。エアコンに対して低ＧＷＰ冷媒を用い
たシステムについては、性能試験や安全性評価として燃焼試
験を実施。

技術的課題はほぼクリアされているが、実際に普及に当たって
は機器の大型化、ガス種によっては法令対応等による機器が高
価になることが課題。

ノンフロンショーケースの開発やエアコンへの
ＨＦＯ等の低ＧＷＰ冷媒を用いた研究は、日本
が世界に先駆けて開発している分野である。

31502

◇2012年までに安価で製造、使用が可能な
代替ガス、各分野での冷凍空調機器、噴射剤
や噴射システム、断熱材、マグネシウム鋳
造、高効率除害設備等代替フロン等３ガスの
排出抑制に資する技術を実現する。【経済産
業省】

省エネル
ギーフロン代
替物質合成
技術開発

経済産業省
オゾン層保
護等推進
室

14 18 182 － －

マグネシウム鋳造分野においては、
ＳＦ6ガスに代わる低ＧＷＰガスとし
て、HFO-1234zeやＣＦ3Ｉガスを開発
した。前者は既にマグネシウム製造
者数社に導入されている。産業洗
浄分野においては、ＨＣＦＣ、ＨＦＣに
代わる洗浄剤として、HFE-347pcfを
開発し製品化している。また、半導
体製造用のエッチングガスとしてＣＦ
3Ｉ、クリーニング用のガスとしてＣＯ
Ｆ2を開発し実証研究が行われてい
る。

－ -
国の研究開発は終了し、民間による実証・導入が行われてい
る。
左記のほか、ＣＯ２を用いた噴射システムが上市された。

技術的な課題はほぼクリア。普及に向けての低価格化が課題。
いずれの分野においても、日本の研究開発は
世界的にも類を見ない最も進んだ技術であ
る。

31502

◇2012年までに安価で製造、使用が可能な
代替ガス、各分野での冷凍空調機器、噴射剤
や噴射システム、断熱材、マグネシウム鋳
造、高効率除害設備等代替フロン等３ガスの
排出抑制に資する技術を実現する。【経済産
業省】

ノンフロン型
省エネ冷凍
空調システ
ムの開発

経済産業省
オゾン層保
護等推進
室

17 22 720 576 576

冷蔵冷凍機器分野を中心として自
然冷媒系の技術開発が進められ、
一定の成果を得た（31501参照）。ま
た、家庭用エアコンに対して、低Ｇ
ＷＰの新冷媒を用いての性能向上
を目指し、性能評価試験、安全性評
価試験等に着手したところ。

810 770

スーパーマーケット、コンビニエンスストア向けの冷凍冷蔵
ショーケースについて、ノンフロン機（ＣＯ２、アンモニア）の技
術を確立し、現場での実証試験を実施し、効率向上を確認。
今後市販に至る見込み。エアコンに対して低ＧＷＰ冷媒を用い
たシステムについては、性能試験や安全性評価として燃焼試
験を実施。

エアコンやショーケース等の機器に対して、低ＧＷＰの新冷媒を
適用する（混合系を含む。）ための使用時の性能評価、圧縮機と
潤滑油との適合性評価等を行い、効率の向上を目指す。

ノンフロンショーケースの開発やエアコンへの
ＨＦＯ等の低ＧＷＰ冷媒を用いた研究は、日本
が世界に先駆けて開発している分野である。

31502

◇2012年までに安価で製造、使用が可能な
代替ガス、各分野での冷凍空調機器、噴射剤
や噴射システム、断熱材、マグネシウム鋳
造、高効率除害設備等代替フロン等３ガスの
排出抑制に資する技術を実現する。【経済産
業省】

革新的ノンフ
ロン系断熱
材技術開発
プロジェクト

経済産業省
オゾン層保
護等推進
室

19 23 － 300 240

既存のフロン系断熱材と同等性能
のノンフロン断熱材の技術開発につ
いて、ガスの選択、微細発泡技術の
開発、素材のハイブリット化等の研
究を行い、実験室レベルでの断熱
性能が、フロン系断熱材の断熱性
能と同等程度の目標を達成すること
を確認した。

240 175
ノンフロン系断熱材の開発について、微細発泡技術の開発、
素材のハイブリット化等の開発により、実験室レベルでの断熱
性能がフロン系断熱材を上回るものの開発が得られた。

今後、ラボスケールから実用レベルへとスケールアップに向け
て、微細発泡技術の向上、高断熱素材製造・施工技術の開発、
断熱性能評価技術について成型条件、発泡条件の最適化技術
を確立し、断熱性能の更なる向上を目指す。

いずれの技術も日本が最も進んでいるもの。
特に現場発泡は、日本独自の技術であり今
後海外への普及が期待できる分野である。

31606
◇2015年までに、乾燥地等への植生拡大技
術を確立し、植林範囲の拡大を可能にする。
【経済産業省】

バイオ技術
活用型二酸
化炭素大規
模固定化技
術開発
（Ｈ15年度～
Ｈ19年度は
二酸化炭素
大規模固定
化技術開発
を実施）

経済産業省
紙業生活
文化用品
課

15 23 200 175 100

精英樹選抜による塩害地等の未利
用地における植林基盤技術が得ら
れた。さらに、ユーカリを用いて網羅
的な遺伝子発現解析を実施し、発
現差がある遺伝子を同定、高セル
ロース性樹木などの探索育成方法
の目処が得られている。
また、主要な耐性遺伝子であるユー
カリクエン酸輸送体遺伝子を同定
し、耐性能力付与を確認。複数の耐
性遺伝子のユーカリへの導入を実
施した。

77 75

　 高セルロース樹木の探索・育成方法の適否判定を行うバイ
オマーカーについて、一部の候補を同定、適用試験を開始し
た。
   環境ストレス耐性樹木の研究開発について、複数の耐性遺
伝子を導入した組換えユーカリを作出し耐性評価を実施した。
平成20年度に得られた複数の不着花個体ユーカリの不着花
性及び成長性について植栽試験を実施した。

他のバイオマーカー候補についても適用試験を実施し、得られた
試験結果に基づき最適なバイオマーカー開発を目指す。
　耐性遺伝子導入組換えユーカリの耐性評価、不着花ユーカリ
の植栽試験とも更に評価、試験を進め、最適個体の探索を推進
する。

　効率的な二酸化炭素の固定及び未利用地
への植林が可能となることにより、二酸化炭
素固定量及び木質バイオマスエネルギーの
原料供給の増加につながることが期待され、
地球規模で進められている温暖化防止、化石
エネルギー消費量削減及び自然環境保護に
資する技術である。
　また、今後の海外での植林事業への普及も
期待されている。

33205

○2010年度までに、従来の手法に比べ、簡易
かつ高精度なin vitro試験手法やトキシコゲノ
ミクス手法、シミュレーション手法を活用した有
害性評価手法を開発する。【経済産業省】

石油精製物
質等簡易有
害性評価手
法開発

経済産業省
化学物質
管理課

18 22 500 400 250

in vitro試験手法では、発がん性に
ついて、Bhas42細胞は形質転換試
験の再現性を確認し、催奇形性に
ついては、心筋分化についてマウス
ES細胞の発光細胞を樹立し、免疫
毒性については、３種の免疫細胞
について発光細胞を樹立した。トキ
シコゲノミクス手法では、既存化学
物質の２８日間反復投与実験を行
い、RNA取得を進め、500を超える
遺伝子発現プロファイル取得、解析
し、毒性評価バイオマーカー候補を
抽出した。

250 225

in vitro試験手法では、発がん性試験についてBhas 42細胞に
よる形質転換試験法のOECDテストガイドライン化を目指し、
国際バリデーション及び細胞の性状解析を実施するとともに、
OECDに同法を新規テストガイドラインとして提案した。トキシコ
ゲノミクス手法では、化学物質評価用遺伝子発現データセット
の抽出・同定を行い、それらのデータセットから特許出願を行
うとともに、遺伝子発現プロファイルの国際共通フォーマットで
の公開を開始した。

in vitro試験手法では、発がん性、催奇形性、免疫毒性について
プロトコールを作成するとともに、効率的に多色発光させる基盤
技術を完成する。トキシコゲノミクス手法では、取得した遺伝子発
現プロファイルを単一のデータ集合体に編纂し、毒性参照データ
ベースを構築し、新規・有用な毒性評価バイオマーカーを選択す
る。

Bhas 42細胞による形質転換試験法のOECD
テストガイドライン化を目指している。

33205

○2010年度までに、従来の手法に比べ、簡易
かつ高精度なin vitro試験手法やトキシコゲノ
ミクス手法、シミュレーション手法を活用した有
害性評価手法を開発する。【経済産業省】

構造活性相
関手法によ
る有害性評
価手法開発

経済産業省
化学物質
管理課

19 23 － 200 180

既知の毒性関連情報を活用したコ
ンピュータベースの有害性評価手
法の確立を目的に、既存化学物質
の反復投与毒性試験に関する既知
情報、当該物質の代謝に関する既
知情報を収集（毒性知識情報約350
物質、代謝知識情報約150物質）
し、それぞれ毒性知識情報データ
ベース、代謝知識情報データベース
として取りまとめ中。さらに、前記２
つのデータベースから有害性判断
のための情報を効率的に抽出する
有害性評価支援システム統合プ
ラットフォームを開発中であり、情報
抽出のためのカテゴリライブラリ及
びベイジアンネットワークを作成中。

170 143

各種データベースの開発を引き続き行うとともに、反復投与毒
性を対象とするカテゴリーアプローチの方法論を確立し、未試
験化学物質の有害性評価を支援するシステム統合プラット
フォームの試作版の主要部分の開発を完了した。

既知情報の収集を継続し、データベースに収載する情報を拡充・
精緻化を図る。また、カテゴリライブラリーの拡張・精緻化、代謝
予測モデル、ベイジアンネットワーク等の予測機能の拡張・高度
化を行い、統合プラットフォームについて必要機能の吟味を進
め、２つのデータベースとともに試作版を平成２１年度までに完
成させる。

OECDのQSARアプリケーションツールボックス
に統合・格納されるように積極的に働きかけ、
開発成果が国際貢献に寄与するよう努めてい
る。

事業期間

始期 終期



コード番号
（「重要な
研究開発
課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ

け・意義」
備考

事業期間

始期 終期

33407
○2010年度までに、ESD（Emission Scenario
Document）ベースの精緻な排出量推計手法
を開発する。【経済産業省】

化学物質の
最適管理を
めざすリスク
トレードオフ
解析手法の
開発

新規の物
質への対
応と国際貢
献により世
界を先導
する化学
物質のリス
ク評価管
理技術

経済産業省
化学物質
管理課

19 23 － 120 106

ＰＲＴＲ対象物質の用途群別の環境
排出量、代替物質導入状況等に基
づき選定した５つの用途群：（洗浄
剤（工業用）、プラスチック添加剤、
溶剤・溶媒、金属類、家庭用製品）
のうち、洗浄剤（工業用）及びプラス
チック添加剤の用途の物質につい
て、排出寄与が大きいライフサイク
ル段階を特定するとともに、製造～
廃棄段階のマクロマテリアルフロー
解析等により、排出係数等を整理し
て、排出量推定式のプロトタイプを
構築する見込み。

106 76

・洗浄剤（工業用）とプラスチック添加剤での物質代替に伴うリ
スクトレードオフを解析するため、２用途群の化学物質の環境
排出量推計手法を開発するとともに、室内暴露モデル、環境
動態モデル及び環境媒体間移行暴露モデルのプロトタイプの
開発をほぼ完了し、これらを用いて、リスクトレードオフ解析対
象物質の暴露濃度や摂取量を推定した。

排出量推定式プロトタイプについて妥当性を確認し、洗浄剤（工
業用）、プラスチック添加剤、溶剤・溶媒、金属類の排出量推算
式を導出し、ＥＳＤを策定する。

策定したESDについては、OECD等の国際機
関における検討に提供する予定である。

33408
○2010年度までに、製品からの直接暴露に対
応する暴露評価手法・リスク評価手法を開発
する。【経済産業省】

化学物質の
最適管理を
めざすリスク
トレードオフ
解析手法の
開発

新規の物
質への対
応と国際貢
献により世
界を先導
する化学
物質のリス
ク評価管
理技術

経済産業省
化学物質
管理課

19 23 － 120 106

受動暴露を評価する室内吸入暴露
モデルを構築するため、標準試料
の放散速度と吸着係数の実験デー
タにより、複数の部材を組み合わせ
た製品の放散速度推定式を構築
し、実測値との比較により妥当性を
検証した。さらに、未知の化学物質
の部材の放散速度・吸着係数を推
定する式を導出した。また、リスク評
価に必要な住環境情報及び行動パ
ターンについて、アンケートによる調
査（ウェブ調査）を行って代表値を決
定した。

106 76

・洗浄剤（工業用）とプラスチック添加剤の用途群（２用途群）
での物質代替に伴うリスクトレードオフを解析するため、２用途
群の化学物質の環境排出量推計手法を開発するとともに、室
内暴露モデル、環境動態モデル及び環境媒体間移行暴露モ
デルのプロトタイプの開発をほぼ完了し、これらを用いて、リス
クトレードオフ解析対象物質の暴露濃度や摂取量を推定し
た。

受動暴露に加え消費者製品暴露分布を評価する室内吸入暴露
モデルを構築する。そのため、プラスチック添加剤、溶剤・溶媒、
家庭用製品の化学物質について既存データを収集し、整理する
と同時に、実験データが少ない化学物質についてのパラメータを
推定できるような推定式のセットを策定する。また、生活・行動パ
ターン等に関する情報（製品の使用頻度等を含む）を収集し、暴
露係数を決定することによりリスク評価を行う。

開発にあたっては、国際標準化等を念頭に置
きつつ開発を進めている。

33409
○2010年度までに、地域レベルから広域レベ
ルまで地域スケールに応じた環境動態モデル
を開発する。【経済産業省】

化学物質の
最適管理を
めざすリスク
トレードオフ
解析手法の
開発

新規の物
質への対
応と国際貢
献により世
界を先導
する化学
物質のリス
ク評価管
理技術

経済産業省
化学物質
管理課

19 23 － 120 106

大気モデルについては、揮発性有
機化学物質の光分解、二次生成及
び沈着過程をモデル化し、移流・拡
散モデルに組み込みモデルの骨格
を完成し、推定精度を確認した。
河川モデルについては、対象河川
を全国の一級河川へ拡大するととも
に、入力発生源の解像度の向上を
図った。関東地方の一級河川を対
象に、代表的な洗浄剤の河川水中
の濃度について実測濃度との比較
により検証した。海域モデルについ
ては、海域における食物連鎖を考
慮した化学物質生物蓄積モデルを
開発し、化学物質蓄積過程を組み
込んだプロトタイプモデルを作製し
た。

106 76

・洗浄剤（工業用）とプラスチック添加剤の用途群の化学物質
の環境排出量推計手法を開発するとともに、室内暴露モデ
ル、環境動態モデル及び環境媒体間移行暴露モデルのプロト
タイプの開発をほぼ完了した。

大気・河川・海域の環境動態モデルを完成する。そのため、大気
モデルについては、検証を進め、高解像度化及びモデル計算速
度の高速化を行う。河川モデルについては、全国の一級河川の
流域特性の類型化による計算時間の短縮を行う。海域モデルに
ついては、金属等の有機物への吸脱着過程及び反応過程をモ
デルに組み込む。

開発にあたっては、国際標準化等を念頭に置
きつつ開発を進めている。

33604

○2010年までに、ナノ粒子の特性解明、計測
技術の開発とともに、科学的知見に基づくナノ
粒子のリスク評価手法を開発する。【経済産
業省】

ナノ粒子の
特性評価手
法開発

新規の物
質への対
応と国際貢
献により世
界を先導
する化学
物質のリス
ク評価管
理技術

経済産業省
化学物質
管理課

18 22 416 416 374

金属酸化物、フラーレン、一部多層
カーボンナノチューブに関して、分
散調製技術／各種計測技術（キャ
ラクタリゼーション技術）を開発し、in
vivo試験、in vitro試験を組み合わ
せた総合的な有害性評価を実施し
ている。また、室内試験と現場調査
を基に暴露評価手法の開発を進め
ている。開発した各種手法等につい
ては、順次作業手順書としてまとめ
つつある。得られた知見を集約し、
前記工業ナノ材料に関する詳細リ
スク評価書の暫定版を作成中であ
る。

400 401

・金属酸化物、フラーレン、多層カーボンナノチューブに関し
て、分散調製技術／各種計測技術（キャラクタリゼーション技
術）を開発し、in vivo試験、in vitro試験を組み合わせた総合
的な有害性評価を実施し、工業ナノ材料に関する詳細リスク
評価書の暫定版を作成した。

引き続き、暴露評価、有害性評価を実施し、知見収集、標準的評
価手法の確立を目指す。

フラーレン、多層及び単層カーボンナノチュー
ブに関して、得られた知見をOECD工業ナノ料
作業部会(WPMN)スポンサーシッププログラム
へ提供する。

33606
○2010年までに、同質の化学物質群ごとのリ
スク評価手法を開発する。【経済産業省】

化学物質の
最適管理を
めざすリスク
トレードオフ
解析手法の
開発

新規の物
質への対
応と国際貢
献により世
界を先導
する化学
物質のリス
ク評価管
理技術

経済産業省
化学物質
管理課

19 23 － 120 106

限られた情報から、リスク評価に必
要なヒト健康影響の種類とその影響
の種類ごとに物質相互の毒性相対
強度を推論する手法と水生生物種
ごとの無影響濃度等を推論する手
法を開発している。洗浄剤（工業用）
及びプラスチック添加剤用途につい
て、データマイニングによるヒトの神
経毒性、肝毒性及び腎毒性を対象
とする補完・推論手法や、生態影響
の欠如データ補完手法の初期的な
プロトタイプを構築の見込み。

106 76

・暴露の推計手法及び有害性の推論手法に加え社会経済分
析手法を開発し、２用途群での物質代替に伴う試行的なリス
クトレードオフ解析を実施し、リスクトレードオフ評価書と評価
指針を作成した。

洗浄剤（工業用）、プラスチック添加剤、溶剤・溶媒、金属類等の
化学物質について、ヒト健康影響及び生態影響の推論手法の推
論妥当性の検証を行う。

開発にあたっては、国際標準化等を念頭に置
きつつ開発を進めている。

33809

○2010年までに、ナノ粒子の特性解明、計測
技術の開発とともに、科学的知見に基づくナノ
粒子のリスク評価手法を開発する。【経済産
業省】（再掲）

ナノ粒子の
特性評価手
法開発

新規の物
質への対
応と国際貢
献により世
界を先導
する化学
物質のリス
ク評価管
理技術

経済産業省
化学物質
管理課

18 22 416 416 374

金属酸化物、フラーレン、一部多層
カーボンナノチューブに関して、分
散調製技術／各種計測技術（キャ
ラクタリゼーション技術）を開発し、in
vivo試験、in vitro試験を組み合わ
せた総合的な有害性評価を実施し
ている。また、室内試験と現場調査
を基に暴露評価手法の開発を進め
ている。開発した各種手法等につい
ては、順次作業手順書としてまとめ
つつある。得られた知見を集約し、
前記工業ナノ材料に関する詳細リ
スク評価書の暫定版を作成中であ
る。

400 401

・金属酸化物、フラーレン、多層カーボンナノチューブに関し
て、分散調製技術／各種計測技術（キャラクタリゼーション技
術）を開発し、in vivo試験、in vitro試験を組み合わせた総合
的な有害性評価を実施し、工業ナノ材料に関する詳細リスク
評価書の暫定版を作成した。

引き続き、暴露評価、有害性評価を実施し、知見収集、標準的評
価手法の確立を目指す。

フラーレン、多層及び単層カーボンナノチュー
ブに関して、得られた知見をOECD工業ナノ料
作業部会(WPMN)スポンサーシッププログラム
へ提供する。



コード番号
（「重要な
研究開発
課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ

け・意義」
備考

事業期間

始期 終期

33810

○2010年までに、国際的動向を踏まえつつ
GHS分類に関する情報や有害性に関する情
報、リスク評価情報などを整備する。【経済産
業省、環境省】

化学物質規
制対策事業

経済産業省
化学物質
管理課

11 －
231の内
数

231の内
数

188の内
数

化学物質に関する国内外の最新の
知見に基づき、物理化学的危険
性、健康に関する有害性、環境に
関する有害性のそれぞれの項目に
関して具体的な分類方法を示した
GHS分類マニュアルの改訂・標準化
と、作成したマニュアルを基に化管
法対象物質のGHS分類事業等を
行った。

138の内数 155の内数
・GHS分類手法に関する最新の知見に対応するため、GHS分
類マニュアル（分類ガイダンス）の見直しを行った。

化学物質に関して今後明らかになる知見に対応して、GHS分類
方法の見直しを行うとともに、化学物質管理に関する各種調査
等により情報基盤の整備を行う。

GHS分類手法は、国際的に一定のルールの
下で進められており、その手法を国内におい
て活用するものである。

33811

○2010年までに、ライフサイクルに応じた、
ESD（Emission Scenario Document）ベースの
精緻な排出量推計手法や製品からの直接暴
露に対応する暴露評価手法・リスク評価手法
を開発する。【経済産業省】（再掲）

化学物質の
最適管理を
めざすリスク
トレードオフ
解析手法の
開発

新規の物
質への対
応と国際貢
献により世
界を先導
する化学
物質のリス
ク評価管
理技術

経済産業省
化学物質
管理課

19 23 － 120 106

ＰＲＴＲ対象物質の用途群別の環境
排出量、代替物質導入状況等に基
づき選定した５つの用途群：（洗浄
剤（工業用）、プラスチック添加剤、
溶剤・溶媒、金属類、家庭用製品）
のうち、洗浄剤（工業用）及びプラス
チック添加剤の用途の物質につい
て、排出寄与が大きいライフサイク
ル段階を特定するとともに、製造～
廃棄段階のマクロマテリアルフロー
解析等により、排出係数等を整理し
て、排出量推定式のプロトタイプを
構築する見込み。

106 76

・暴露の推計手法及び有害性の推論手法に加え社会経済分
析手法を開発し、洗浄剤（工業用）とプラスチック添加剤での
物質代替に伴う試行的なリスクトレードオフ解析を実施し、リス
クトレードオフ評価書と評価指針を作成した。

排出量推定式プロトタイプについて妥当性を確認し、洗浄剤（工
業用）、プラスチック添加剤、溶剤・溶媒、金属類の排出量推算
式を導出し、ＥＳＤを策定する。

開発にあたっては、国際標準化等を念頭に置
きつつ開発を進めている。

33901

○2010年度までに、国内で年間100 t以上製
造・輸入されている化学物質の化学物質管理
情報を整備すると共に、国際的動向を踏まえ
つつGHS分類に関する情報や有害性に関す
る情報、リスク評価情報などを整備する。【経
済産業省、環境省】（一部再掲）

化学物質規
制対策事業

経済産業省
化学物質
管理課

12 －
820の内
数

820の内
数

665の内
数

年間100トン以上製造・輸入されて
いる物質や、リスクが高いと懸念さ
れる物質について生分解性、生体
蓄積性、物理化学的性状等の安全
性情報を収集し、民間において収集
された情報について信頼性などを
確認した。また、安全性情報や用途
情報を用いて監視化学物質のリス
ク評価を行うための手法を開発し
た。

519の内数 468の内数
・化審法改正に伴い、施行のために必要となる化学物質のリ
スク評価スキームのフレームワークの検討を行った。

製造・輸入数量が大きいもの、もしくは高ハザードと疑われる物
質を優先的に安全性情報の収集を行う。また、化審法の施行に
必要なリスク評価手法の開発を引き続き行う。

リスク評価手法の開発については、まずは国
内における法規制において活用することを想
定している。

34001
○2010年度までに、マルチプルリスク社会に
おけるリスクトレードオフに対応した社会経済
分析手法を開発する。【経済産業省】

化学物質の
最適管理を
めざすリスク
トレードオフ
解析手法の
開発

人文社会
科学的ア
プローチに
より化学物
質リスク管
理を社会
に的確に
普及する
科学技術

経済産業省
化学物質
管理課

19 23 － 120 106

洗浄剤（工業用）について複数の代
替シナリオを設定し、代替前後のヒ
ト健康と生態リスクの変化量を既存
の有害性情報を用いて質調整生存
年数（QALY）や影響の受ける水生
生物種の割合として推定するととも
に、代替に伴う増分費用をシナリオ
ごとに推定し、代替シナリオごとのリ
スク削減の費用対効果を試算した。

106 76

・暴露の推計手法及び有害性の推論手法に加え社会経済分
析手法を開発し、洗浄剤（工業用）とプラスチック添加剤での
物質代替に伴う試行的なリスクトレードオフ解析を実施し、リス
クトレードオフ評価書と評価指針を作成した。

化学物質間のヒト健康影響又は生態リスクを比較するための共
通指標を精緻化する。また、関係業界団体へのヒアリング等によ
る現実的な代替シナリオを設定し、精緻な増分費用を算出できる
手法とする。

開発にあたっては、国際標準化等を念頭に置
きつつ開発を進めている。

34105

○2010年度までに、揮発性有機化合物排出
量の３割削減（2000年度比）に資する、代替物
質及び代替プロセス技術並びに排出抑制対
策技術等を開発する。【経済産業省】

有害化学物
質リスク削減
基盤技術研
究開発【２０
年度終了】

経済産業省
環境指導
室

16 20 760 590 495

揮発性有機化合物の削減に資する
革新的な水性塗料の開発、非塩素
系化合物を含まないエレクトロニク
ス材料の開発等が行われ、一部は
市場への供給が開始されている。

0 -

本技術開発は揮発性有機化合物を排出する事業者における対
策に資するものであり、開発した技術の普及・促進を講じること
で、環境負荷の低減を図ることが可能である。今後、中小企業等
のこれまで技術の導入が困難であった事業者が導入可能な低コ
スト化、対策の必要性の認知等が課題。

-

34106
○2010年度までに、国際的な規制を先取りで
きる揮発性有機化合物を放出しないアウトガ
スゼロプラスチックを開発する。【経済産業省】

精密高分子
技術プロジェ
クト

経済産業省 化学課 13 19 808 522 0

揮発性有機化合物を使用しない実
用レベルの接着強度を有する水性
塗料用ポリオレフィン系プラスチック
を開発した。

0 0
プロジェクトで開発した高Ｌ／Ｄ二軸押出機を利用し、新規高
性能複合材料の開発など民間企業と実用化に向けた共同研
究を実施。

ポリプロピレンに水酸基などの官能基を付してエマルジョン化す
ることにより、従来使用される揮発性有機化合物を使用せず、実
用レベルの接着強度を有する水性塗料用ポリオレフィン系プラス
チックの開発に成功した。今後、実用化に向けた実証事例の蓄
積が課題。

長い反応時間と高剪断賦与を利用した新規
高性能材料の創出が可能なL/D=100の高
L/D二軸押出機は世界初。

34107
○2010年度までに、ハロゲン、リン、アンチモ
ンなどを使用しない機能性難燃性樹脂を開発
する。【経済産業省】

精密高分子
技術プロジェ
クト

経済産業省 化学課 13 19 808 522 0
ハロゲンなどの添加剤を使用しない
新規ポリオレフィン系エコ材料の開
発に成功した。

0 0
プロジェクトで開発した高Ｌ／Ｄ二軸押出機を利用し、新規高
性能複合材料の開発など民間企業と実用化に向けた共同研
究を実施。

ハロゲンなどの添加剤を使用せずに、電気絶縁性と可とう性に
優れ、難燃性を有する新規ポリオレフィン系エコ材料の開発に成
功した。今後、多様な用途への拡張が課題。

長い反応時間と高剪断賦与を利用した新規
高性能材料の創出が可能なL/D=100の高
L/D二軸押出機は世界初。

34303
◇全ての素材・製品について３Rし易い環境配
慮設計を可能とする技術開発のための基盤
を確立する。【経済産業省】

総合的な環
境配慮設計
の評価手法
の構築調査

経済産業省
リサイクル
推進課

20 20 - - 3 △

全ての素材、製品について３Ｒし易
くするため、製品製造段階で環境配
慮設計の評価を可能にする現存の
評価手法の調査及び活用可能性の
検討を実施。

- -
現存する環境配慮設計評価ツールの普及が進まないため、製造
サイドとリサイクルサイドの観点からの検討。

-

34402

○2010年までに、燃料電池、情報家電等の我
が国新産業創造に不可欠な白金系触媒、希
土類磁石、超硬工具、透明電極等について、
希少金属資源の省使用技術を確立する。【経
済産業省】

希少金属代
替材料開発
プロジェクト

経済産業省
非鉄金属
課

19 23 0 1000 1000

インジウム材料技術として導電性酸
化亜鉛膜による小型ディスプレイの
試作とインジウム使用量５０％レベ
ル低減に成功。ネオジウム磁石で
はその微細化技術による磁力向上
を確認しディスプロシウム含有低減
の基盤技術を確立。さらに、タング
ステン使用量を３０％低減した工具
試作に成功。

1550 1240

希土類磁石は、ネオジウム系磁石粒子の微細化による磁性
保持力向上、超硬工具はセラミックス系材料の代替材料の開
発に成功、透明電極は酸化亜鉛で代替できる目処が立ち、２
０インチサイズの液晶テレビを試作。また、平成２１年度から
は白金系触媒なども含めた研究対象の拡充を実施した。

引き続き希少金属代替材料開発プロジェクトを継続し、成果を確
認する。

一部の用途において高い機能を発揮するな
ど、自動車、ＩＴ製品等の製造において不可欠
であり、世界に誇る「我が国ものづくり力」の源
泉である。
一方で、希少性・偏在性・代替困難性が課題
であり、その供給制限は我が国製造業の国
際競争力向上の制約要因となっている。

34403

◇燃料電池、情報家電等の我が国新産業創
造に不可欠な白金系触媒、希土類磁石、超
硬工具、透明電極等について、希少金属資源
の代替技術を確立する。【経済産業省】

希少金属代
替材料開発
プロジェクト

経済産業省
非鉄金属
課

19 23 0 1000 1000

インジウム材料技術として導電性酸
化亜鉛膜による小型ディスプレイの
試作とインジウム使用量５０％レベ
ル低減に成功。ネオジウム磁石で
はその微細化技術による磁力向上
を確認しディスプロシウム含有低減
の基盤技術を確立。さらに、タング
ステン使用量を３０％低減した工具
試作に成功。

1550 1240

希土類磁石は、ネオジウム系磁石粒子の微細化による磁性
保持力向上、超硬工具はセラミックス系材料の代替材料の開
発に成功、透明電極は酸化亜鉛で代替できる目処が立ち、２
０インチサイズの液晶テレビを試作。また、平成２１年度から
は白金系触媒なども含めた研究対象の拡充を実施した。

引き続き希少金属代替材料開発プロジェクトを継続し、成果を確
認する。

一部の用途において高い機能を発揮するな
ど、自動車、ＩＴ製品等の製造において不可欠
であり、世界に誇る「我が国ものづくり力」の源
泉である。
一方で、希少性・偏在性・代替困難性が課題
であり、その供給制限は我が国製造業の国
際競争力向上の制約要因となっている。

34404
○2010年までに、建設構造物の長寿命化・省
資源化技術、メンテナンス技術等を開発し、標
準化する。【経済産業省】

構造物長寿
命化高度メ
ンテナンス技
術開発

経済産業省
国際プラン
ト推進室

16 18 119 - -

本プロジェクトにおいて、センシング
の要素技術の確立、診断技術をガ
イドラインとしてまとめ、リスク評価
技術を確立し、RBIガイド・ハンドブッ
クにまとめた。

- - - - -
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34404
○2010年までに、建設構造物の長寿命化・省
資源化技術、メンテナンス技術等を開発し、標
準化する。【経済産業省】

革新的構造
材料を用い
た新構造シ
ステム建築
物研究開発

経済産業省
製鉄企画
室

18 20 200 190 150

本プロジェクトでは、省資源である
合金添加量が少ない高強度鋼材
で、リユースを実現しうる乾式接合
を主体とした新しい建築構造システ
ムを開発した。

ｰ -

  平成２１年度は、府省連携先の、国土交通省側の研究開発
成果と統合した普及活動の推進のために「（社）日本鉄鋼連盟
＋（社）日本鋼構造協会＋（社）新都市ハウジング協会」で連
携して委員会を設置し、民間事業者への技術説明や官公庁、
地方自治体への提案活動等を実施した。
　また、本成果については国際団体、近隣諸国学会向けに技
術論文の投稿を実施した。
　更に、本成果を基とした事業者側の独自活動により、開発し
た「新鋼材」は建築物の構造材料として国土交通大臣の認定
を取得(平成21年7月28日付）し、建築基準法上、使用が可能
となり、また、「新鋼材」を用いた「新構造システム建築物」の
設計施工基準（案）の整備も進み、社会導入への環境は整い
つつある。

今後は、「震度７クラスの地震に対して構造躯体無損傷」の性能
を活かした「社会資産の安心・安全性向上」、「超長期継続使用
可能」の性能を活かした「社会資産の環境性能向上」に資する
「新構造システム建築物」を公的防災拠点等への早期導入プロ
ジェクト・施策の立案、民間資産への導入を促進させる政府主導
の施策の立案が望まれる。

 　経済成長が著しい諸外国の中で地震発生
確率の高い地域（プレート境界など）では、世
界トップレベルにある我が国の耐震技術、建
設技術は、経済活動における事業継続性確
保の観点から、極めて高く評価されている。

34405

○2010年までに、リサイクルを妨げる添加物
等を含まない高強度の鋼材・部材を開発する
とともに３Ｒに適した成型・加工技術を開発す
る。【経済産業省】

環境調和型
超微細粒鋼
創製基盤技
術の開発

経済産業省
製鉄企画
室

14 18 493

本プロジェクトでは、目標とした１μ
ｍレベルの微細粒鋼板の実機生産
を可能とする製造プロセスを確立し
た。また、そのプロセスを支えるシ
ミュレーション技術、ロール、潤滑技
術についても当初目標を達成し、上
記プロセスの確立に貢献した。成果
の公表にあたっては学会発表のみ
ならず公開シンポジュームや自動
車メーカとの意見交換会の場を設
定するなど、将来の実用化を意識し
た積極的な活動が認められる。この
ように、本プロジェクトは当初設定し
た目標をほぼ完全に達成しており、
学術的にも技術的にもレベルが高
く、我が国鉄鋼業の国際競争力向
上に大いに貢献したと高く評価でき
る。

ｰ -

既に当該技術成果ついては、学会や新聞発表などで紹介さ
れ、国内外で表彰を受けているところ。
平成２１年度は民間企業ベースにおいて研究が継続されてお
り、自動車用高強度薄鋼板などの商品開発に向けた取組が
推進されている。

実用化に向けては、引き続き、鋼板の化学組成の最適化など、
もう一段の研究が必要である。

自動車の燃費改善に直結する、車体軽量化
に資する部材として高強度鋼板の適用比率
が年々上昇している中、微細粒鋼は高価な添
加元素（Ti,Nb,V,Mn等）を削減して、高強度・高
延性を達成する高付加価値鋼板であり、日本
の鉄鋼製品の競争力強化に繋がる。

34501
○2010年までに、製品中の有害・有用物質の
含有量を計測するための標準物質を開発す
る。【経済産業省】

環境配慮設
計推進に係
る基盤整備

経済産業省
 知的基盤
課

17 18 120 ー －

欧州RoHS指令に対応する重金属
（Cd、Cr、Hg、Pb）分析用ABS樹脂
標準物質と臭素系難燃剤（ポリ臭化
ジフェニルエーテル）含有ポリスチレ
ン樹脂標準物質について、候補標
準物質の製造方法、均質性評価方
法、値付け方法を確立した。また、
重金属（Cd、Cr、Hg、Pb）分析用PP
樹脂標準物質と重金属（Cd、Cr、
Hg、Pb）分析用PVC樹脂標準物質
と臭素系難燃剤（ポリ臭化ジフェニ
ルエーテル）含有PVC樹脂標準物
質について、候補標準物質の製造
方法、均質性評価方法、値付け方
法を確立した。

－ ー
標準物質として開発完了し、既に頒布をおこなっており、目標は
達成している。
課題は特になし。

ＲＯＨＳ指令に対応した標準物質ができること
により、指令に合致しているかについての分
析が容易にでき迅速な輸出・取引が可能とな
る。

34503

○2010年までに、電子・電気機器等の部品の
含有物質、素材、品質等の情報をデータベー
ス化し、有害・有用物質の適正管理に資する
サプライチェーン管理基盤を確立する。【経済
産業省】

部品情報流
通共通化促
進事業

経済産業省
情報通信
機器課

17 18 280 - -

環境情報の提供について機器メー
カ等への説明、構築するシステムの
説明を行うとともに、これらの利用
促進を行った。標準作成として、前
年度に作成した環境情報辞書の英
語化及び項目追加、システム標準
の英語化及び項目追加を行った。
システム開発は、グローバル対応と
して前年度作成した流通公開シス
テムの英語対応及び機能追加に加
えて、これらを多くのユーザが容易
に利用することを可能にするための
パッケージングを行った。コンテンツ
作成は、前年度に作成した環境情
報コンテンツ、技術情報コンテンツ
の拡充を行った。

- - -

情報家電をはじめとする電子機器に含有される有害化学物質等
の環境情報を、製品段階で正確に把握し、最終ユーザに提示す
るためには、情報家電の設計段階、調達段階でその環境情報を
効率的に把握できる標準化された情報インフラとしての環境情報
を含む標準部品情報の整備、製品情報マネージメントシステムを
構築し、その活用と普及を行うことが重要である。

-



コード番号
（「重要な
研究開発
課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ

け・意義」
備考

事業期間

始期 終期

34601

○2010年までに、国際競争力強化に資する
高温鉛はんだ代替技術等の３Ｒ型製品設計
のための共通基盤的な技術を開発・標準化す
る。【経済産業省】

電気電子機
器再資源化
促進高温鉛
はんだ代替
技術開発

経済産業省
情報通信
機器課

17 19 250 200 -

導電性接着剤について、導電性フィ
ラーに銀系、金属融着系、はんだ系
の材料を用いて、耐熱接続（260℃
短時間）、狭幅配線ピッチ対応( 50
μm幅/スペース)、高温鉛はんだと
同等性能の熱伝導30W/mK、低抵
抗（10-5 Ωcm）を達成する材料の
開発を行った。長年の課題である導
電性接着剤の高湿劣化メカニズム
を解明し、特性改善の指針を示し
た。また、優れた高周波特性を示す
ことを解明した。
　また、各種半導体部品の実装性
及び耐環境性（熱サイクル・高温高
湿・マイグレーション等）に関する試
験を行い、使用条件を明確化した。
熱伝導に関しては、高放熱特性に
優れた熱伝導50W/mKが得られる
導電性接着剤を開発し、実装条件
の明確化を行った。
はんだ接合と同等以上の信頼性を
決定する試験方法および判定基準
を作成し、高温鉛はんだ代替材料と
しての試験方法を開発するととも
に、 導電性接着剤特有の劣化メカ
ニズムに応じた信頼性評価機器の
開発を行った。また、実装状態の熱
抵抗を実測可能となる熱伝導評価
方法・装置を開発した。
　さらに、金属系高温鉛フリー接続
技術に関しては、Zn-Sn系及びBi系
はんだの、金属系高温はんだとして
の信頼性の確保のための設計指
針、プロセス条件を明らかにした。

- - -

高温はんだの鉛フリー化は、候補がない状況で激しい技術開発
が世界的に進められている。現在提案されている高温はんだ
は、いずれも化合物を形成し硬く脆いため用途が狭く限定され
る。本技術開発はこれらの欠点を克服する新しい技術を開発す
る。

-

34602

○2010年までに、低濃度で分散する素材・家
電や自動車等製品中のレアメタル等を回収す
る技術を開発する。また、需要の増大する燃
料電池等のリユース・リサイクル技術、触媒に
使用される貴金属の代替技術を開発する。
【経済産業省】

希少金属代
替材料開発
プロジェクト

経済産業省
非鉄金属
課

19 23 0 1000 1000

インジウム材料技術として導電性酸
化亜鉛膜による小型ディスプレイの
試作とインジウム使用量５０％レベ
ル低減に成功。ネオジウム磁石で
はその微細化技術による磁力向上
を確認しディスプロシウム含有低減
の基盤技術を確立。さらに、タング
ステン使用量を３０％低減した工具
試作に成功。

1550 1240

希土類磁石は、ネオジウム系磁石粒子の微細化による磁性
保持力向上、超硬工具はセラミックス系材料の代替材料の開
発に成功、透明電極は酸化亜鉛で代替できる目処が立ち、２
０インチサイズの液晶テレビを試作。また、平成２１年度から
は白金系触媒なども含めた研究対象の拡充を実施した。

引き続き希少金属代替材料開発プロジェクトを継続し、成果を確
認する。

一部の用途において高い機能を発揮するな
ど、自動車、ＩＴ製品等の製造において不可欠
であり、世界に誇る「我が国ものづくり力」の源
泉である。
一方で、希少性・偏在性・代替困難性が課題
であり、その供給制限は我が国製造業の国
際競争力向上の制約要因となっている。

34702

○2010年までに、成分管理技術を含めた大
規模・高品質での堆肥化技術やリグノフェノー
ルの用途技術等、バイオマスのマテリアル利
用技術を開発する。【経済産業省】

微生物機能
を活用した
環境調和型
製造基盤技
術開発

効率的に
エネルギー
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術

経済産業省
生物化学
産業課

18 23 1567 1381 1105
・微生物機能を活用し、各種化学品
を高効率に生産するための要素技
術を開発した。

545 500
平成２０年度より「バイオマスエネルギー等高効率転換技術開
発」において実施。

- -

34702

○2010年までに、成分管理技術を含めた大
規模・高品質での堆肥化技術やリグノフェノー
ルの用途技術等、バイオマスのマテリアル利
用技術を開発する。【経済産業省】

バイオマスエ
ネルギー等
高効率転換
技術開発

効率的に
エネルギー
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

16 25 1100 875 2800 - 3640 3458

代表例「セルロースエタノール高効率製造のための環境調和
型統合プロセス開発」（委託先：神戸大学ほか　実施期間：
H17-H22）
　セルロース系バイオマスの分解酵素およびリグニン変換酵
素を細胞表層に発現したスーパー酵母によって、糖分はエタ
ノールに、リグニンは有用物質に高効率に完全変換・回収で
きるシステムの研究開発を実施した。その結果、エタノール発
酵時に問題となる酢酸阻害に対する耐性遺伝子を突き止め、
発酵能の強化に目途をつけるなどの成果をあげた。

・プラントコスト低減
・前処理/糖化コストの低減
・エネルギー収率の向上

　セルロース系エタノール製造においては、米
国等でも酵素と発酵を別々に行うプロセスが
主流であるが、本技術は、発酵菌そのものに
酵素を取り付けることで使用酵素量を減らす
技術で、コスト低減に大きく貢献できる。
　また、有用化成品としてのリグニン由来物質
回収により、炭素源としての有効利用率の向
上が期待される。

34801

○2010年までに、太陽電池の経年劣化等の
品質検査を含めたリユース技術及び太陽電
池部品のリサイクル技術を開発する。【経済
産業省】

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

21 0 - 0 - -
太陽電池の経年劣化等の品質検査を含めたリユース技術及び
太陽電池部品のリサイクル技術が開発された。（平成17年度で
テーマ終了）

-

34802

○2010年までに、エネルギー消費量および汚
泥発生量を大幅に削減可能な新たな嫌気性
－好気性廃水処理システムの技術開発を行
う。【経済産業省】

無曝気・省エ
ネルギー型
次世代水資
源循環技術
の開発

経済産業省
産業施設
課

18 20 90 81 77

本システムは上向流式嫌気反応槽
（ＵＡＳＢ）と下降流式好気反応槽
（ＤＨＳ）からなる画期的な省エネ型
排水処理システムである。国分隼
人クリーンセンター（鹿児島県霧島
市）に設置したテストプラント（50ｍ
3/日）を用いて、約2年間の実証試
験を行った結果、以下の目標値を
達成することができた。
（１）エネルギー消費量を現状技術
に対して70％削減。
（２）二酸化炭素排出量を現状技術
に対して70％削減。
（３）汚泥発生量を現状技術に対し
て70％削減。

- - -
エネルギー消費量、二酸化炭素排出量、汚泥発生量についての
目標値は達成されており、課題は克服されている。

-

34803
◇今後新たに発生する循環資源についての３
Ｒ技術を開発する。【経済産業省】

レアメタル高
効率抽出・
分離技術開
発事業

経済産業省
リサイクル
推進課

20 20 - - 92

商品サイクルが短い携帯電話につ
いて、そこに含まれるレアメタルを
高効率に抽出・分離するため、前処
理工程、溶解・浸出工程、抽出・回
収工程等一連の回収システム技術
を確立。

- - 研究計画の終了
廃携帯電話からレアメタルを分離・抽出するために、前処理工
程、溶解・浸出工程、抽出・回収工程等で必要になる各々の技術
を確立するとともに、高効率で最適な処理工程を検討。
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34901

◇希少金属の需給逼迫の懸念に備えるた
め、廃棄物等からの有用物資の選別・回収技
術、廃棄物の減容化技術・貯蔵・管理技術、
有害物質の固定化・安定化技術等を確立す
る。【経済産業省】

希少金属等
高効率回収
システムの
開発

経済産業省
鉱物資源
課

19 22 - 84 200

廃小型家電からの希少金属の回収
技術について、基板上の部品につ
いて、部品分離、気流選別、磁選等
の物理選別を実施し、タンタルコン
デンサー、水晶振動子を部品として
回収することができた。廃超硬工具
からのタングステン等の回収技術に
ついて、固体および粉末スクラップ
の溶融塩溶解試験及びイオン交換
によるタングステンの回収試験を実
施し、実証試験に向けた基本プロセ
スを構築した。

495 200

廃小型電子・電気機器の素子の含有金属情報についてデー
タを取りまとめ、同用途・同形状のものでも使用金属の構成が
異なること等を把握した。また、実際の金属回収において、レ
アアースは品位９０％以上、回収率９０％以上を達成し、タンタ
ルは焼結体に残留する不純物を湿式処理で浸出する方法が
有効であることを確認できた。

当該事業による基礎研究終了後は、事業化に向けた実用化研
究を行う予定。

既存の非鉄製錬技術等を活用した、我が国
が優位性を有するリサイクル・環境技術であり
実用段階における国際貢献が期待される。

35106

○2010年までに、草木質系バイオマス利用の
高効率転換、低コスト化のための技術開発、
実証を行い、バイオマス利用の経済性を向上
する。【経済産業省】

バイオマスエ
ネルギー等
高効率転換
技術開発

効率的に
エネルギー
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術
＜草木質
系バイオマ
スエネル
ギー利用
技術＞

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

16 25 1100 875 2800

代表例「木質バイオマスによる小規
模分散型高効率ガス化発電システ
ムの開発」（川崎重工他）H13-H16
　賦存量は多いが、広く薄く分布す
る木質バイオマスを利用するため、
小規模分散型のガス化コジェネレー
ションシステムの開発。ガス化炉に
は低温加圧流動層式を採用し、冷
ガス効率75％、発電端効率20％を
目標に開発を行った。本システム
は、複雑になりがちなガス化発電に
おいて、ガスタービン発電機を採用
することにより合成ガス前処理の簡
素化を達成している。研究成果は別
途実証事業に展開中である。

3640 3458

代表例「自己熱再生方式による革新的バイオマス乾燥技術の
研究開発」（委託先：東京大学、三菱重工業株式会社　実施
期間：H20-H22）
　乾燥により蒸発した高温の水蒸気から顕熱と潜熱の両方を
回収し、消費エネルギーを大幅に低減可能とするバイオマス
乾燥プロセスの要素技術開発を実施した。
今年度は、基本プロセス設計に基づく試験装置の設計・製造
を行い、ラボスケールでの乾燥試験を行った。この試験結果
に基づき、最適乾燥プロセスの検討を進めるとともに、実用化
に向けた基本設計を進めることが出来た。

左代表例に関する課題
・プラントコスト低減

　バイオマスの乾燥技術は、すべての利用技
術に適用可能な汎用技術であり、高効率な乾
燥技術はバイオマス利用をより促進できる。

35202

○2010年度までに、より高効率、低コスト化を
目指した生物プロセスの技術開発、実証を行
い、バイオマス利用の経済性を向上する。【経
済産業省】

バイオマスエ
ネルギー等
高効率転換
技術開発

効率的に
エネルギー
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

16 25 1100 875 2800

代表例「酵母による木質系バイオマ
スの軽油代替燃料変換に関する研
究開発」（酒総研、山梨大学）H19-
H20
　木質バイオマス由来の糖より油脂
を生産・蓄積する酵母の研究開発。
蓄積された油脂を抽出し、直接混合
またはメチルエステル化によりバイ
オディーゼルとして利用する。

3640 3458

代表例「酵母による木質系バイオマスの軽油代替燃料変換に
関する研究開発」（委託先：酒類総合研究所、山梨大学　実施
期間：H19-H22）
　糖を油脂に変換・蓄積する酵母を利用、木質系バイオマスを
効率的に油脂に変換し、エステル合成能力の高い酵素を利用
してバイオディーゼルに変換する技術開発を実施した。その
結果、目標である酵母乾燥菌体中の油脂含有量３０％、対消
費糖油脂生成率１５％を達成し、高効率油脂生産に目途をつ
けた。また、生成した油脂を効率よく回収する技術開発にも着
手した。
※中間評価により研究期間を2年延長

・蓄積量の増強による生産量向上
・低コストな抽出プロセスの開発

　一般的に糖からのエタノール製造は世界各
国で進められているが、油脂生産は稀であ
る。油脂含有量、生成率も同じ油脂を生産す
る藻類と同等でそれ以上を目指している。

35303

○2010年度までに、バイオマス利用のボトル
ネックとなっている前処理、後処理、エネル
ギー利用等の技術開発、実証を行いバイオマ
ス利用の経済性を向上する。【経済産業省】

バイオマスエ
ネルギー等
高効率転換
技術開発

効率的に
エネルギー
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

16 25 1100 875 2800

代表例「水熱分解法と酵素分解法
を組合せた農業残渣などのセル
ロース系バイオマスの低コスト糖化
技術の開発」(MHI)H18-H20
　水熱分解法と酵素分解法を組み
合わせた糖化技術の確立を目指し
た技術開発。温度160～280 ℃、圧
力15～25 MPa、処理時間0.5～2分
の水熱条件下での糖類（原料濃度
1.5～10 wt%）及びリグニンモデル化
合物の分解安定性の調査を行い、
低濃度域（～3wt%）においては高温
ほど糖回収には好適であり、加水
分解が糖過分解よりも顕著に進行
することを確認した。本技術は、セ
ルロースの新しい前処理技術として
その他事業に展開している。

3640 3458

代表例「木質系バイオマスの破砕・粉砕・前処理技術の研究
開発」（委託先：株式会社アーステクニカ　実施期間：H20-
H21）
　森林バイオマス資源である生木を省エネルギーで効率的に
破砕するため、生木の特性に応じた破砕機を開発し、破砕コ
ストの画期的に低減を目指す研究開発を実施した。
　その結果、生木の破砕においては、従来の衝撃式破砕機に
比べ、一軸剪断式破砕機の方が動力原単位、破砕産物性状
共に優れていることを明らかにした。更に、一軸剪断式破砕機
をベースに、原料送りを無段階に行う新規制御機構、最適回
転刃及び固定刃の開発、高効率駆動方式の開発したことによ
り大幅な動力原単位の削減を達成した。

・プラントコスト低減
・前処理/糖化コストの更なる低減

　今後、国際的にも進むであろう木質バイオマ
ス利用においては、輸送効率・利用効率を向
上する前処理技術が不可欠で、特に破砕技
術はプロセス全体のコストに影響する重要な
技術である。

35401

○2010年度までに、より高効率、低コストなバ
イオマスからの液体燃料等製造技術開発、実
証を行い、輸送機器用バイオマス燃料利用の
経済性を向上する。【経済産業省、環境省】

バイオマスエ
ネルギー等
高効率転換
技術開発

効率的に
エネルギー
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術

経済産業
省、環境省

新エネル
ギー対策
課

16 25 1100 875 2800

代表例「メカノケミカルパルピング前
処理によるエタノール生産技術開
発」（AIST、王子製紙）H18-H22
　製紙会社の持つ木質解繊技術を
応用したセルロースの前処理技術
を開発し、エタノール製造の高効率
化・低コスト化を目標としている。ま
た、従来使用できなかったヘミセル
ロース由来のC5糖発酵技術を開発
し、更にエタノール生産効率向上を
狙っている。

3640 3458

代表例「バイオマスガス化－触媒液化による輸送用燃料
（BTL)製造技術の研究開発」（AIST）H18-H21
　バイオマスより高収率で燃料を製造する技術。GTL技術を
ベースとしており、大規模生産が期待される。現在、基礎研究
段階を終了し、ベンチ試験段階へ移行。合成触媒の長寿命化
のため、ガス精製技術に焦点を絞って開発、目途をつけた。

左代表例に関する課題
・触媒寿命
・プラントコスト低減

海外では、BTLの大型実証プラントが動き出
すなど、非常に注目を集める技術であるが、
触媒効率等様々な問題を抱えている。本事業
における技術開発はそれらの解決につながる
重要な開発である。

35505
○2010年までに、微生物機能等の活用によ
る、バイオマスからの工業原料等生産技術を
確立する。【経済産業省】

微生物機能
を活用した
環境調和型
製造基盤技
術開発

効率的に
エネルギー
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術

経済産業省
生物化学
産業課

18 23 1567 1381 1105
・微生物機能を活用し、各種化学品
を高効率に生産するための要素技
術を開発した。

545 500
計画に沿って研究開発が進められており、新規に開発した酵
素及び高効率発酵技術を活用して、セルロース系バイオマス
等から有機酸等を効率よく生産する基盤技術を確立。

研究開発の継続的実施
微生物利用技術の一つである発酵技術は古
くから「日本のお家芸」と呼ばれる日本の強み
である。

35506
◇2020年までに、微生物機能等の活用によ
る、バイオマスからの工業原料等生産技術を
実用化する。【経済産業省】

微生物機能
を活用した
環境調和型
製造基盤技
術開発

効率的に
エネルギー
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術

経済産業省
生物化学
産業課

18 23 1567 1381 1105
・微生物機能を活用し、各種化学品
を高効率に生産するための要素技
術を開発した。

545 500
計画に沿って研究開発が進められており、新規に開発した酵
素及び高効率発酵技術を活用して、セルロース系バイオマス
等から有機酸等を効率よく生産する基盤技術を確立。

研究開発の継続的実施
微生物利用技術の一つである発酵技術は古
くから「日本のお家芸」と呼ばれる日本の強み
である。
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始期 終期

35603
○2010年までに、地域における最適な資源循
環／バイオマスエネルギー利用システムを開
発する。【経済産業省、環境省】

バイオマスエ
ネルギー地
域システム
化実験事業

効率的に
エネルギー
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術
＜持続可
能型地域
バイオマス
利用システ
ム技術＞

経済産業
省、環境省

新エネル
ギー対策
課

17 21 1700 800 760

各システムの課題に関する対応を
図りながら、効率的な収集運搬やバ
イオマスエネルギー利用技術の検
討を予定通り進めた。
　また、収集・運搬からエネルギー
変換、エネルギー利用に至るまでの
システム上の物流データ、
　経済的データおよび技術データの
収集および分析も実施した。

740 0

各システムの課題に関する対応を図りながら、各事業固有の
技術的、経済的課題にに対する検討を予定通り進めた。最終
年度であるH21年度は、事業の継続をキーワードに取り組み、
経済的に成立できる事業モデルを検討した。

・プラントコスト低減
・エネルギー転換コストの低減
・エネルギー需要の創出、平準化（日、季節変動等）

　欧州等では、地域でのバイオマスエネル
ギー利用が盛んである。本事業での地産地消
型エネルギー利用システムモデルを検証、展
開することにより、我が国における地域エネル
ギー導入、普及に貢献する。

21年度終了

35606

○2007年度までに、国産サトウキビを原料と
した、従来より大幅に高効率、かつ省エネ型
のエタノール製造プロセス技術を確立し、沖
縄県伊江島において、エタノールの地産地消
モデルを構築する。その後、製造プロセスの
スケールアップ等を行い、同モデルを全国の
適地に展開する。【農林水産省、経済産業
省、環境省】

バイオマス
等未活用エ
ネルギー実
証試験事業

効率的に
エネルギー
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術
＜持続可
能型地域
バイオマス
利用システ
ム技術＞

農林水産
省、経済産
業省、環境
省

新エネル
ギー対策
課

14 21 488 560 392

代表例「沖縄地区における燃料製
造のためのサトウキビからのバイオ
マスエタノール製造技術に関する実
証試験事業」（アサヒビール）H17-
H21
　九州沖縄農業研究センターの開
発した”高バイオマス量サトウキビ”
を用い、従来通りの粗糖製造量を
確保した上で、同時にエタノールを
経済的に生産できるプロセスの実
証を実施した。目標は概ね達成し、
更なるコスト低減のための実証研究
を継続実施中である。

171 0

代表例「沖縄地区における燃料製造のためのサトウキビから
のバイオマスエタノール製造技術に関する実証試験事業」（ア
サヒビール）H17-H21
バイオマスエタノール製造に係る要素技術としてはエタノール
生産速度が速く耐熱性の実用酵母を細胞融合法により開発し
た。エタノールの精製では脱水吸着による省エネルギー技術
を開発した。また、最終となる本年度では、これらの技術開発
の成果と高バイオマスサトウキビを組み合わせて経済的且つ
高効率な国産バイオエタノール生産モデルを構築した。

・プラントコスト低減，スケールアップのための技術目処付け
・低コストなエタノール純度向上技術開発
・九州・沖縄地区でのサトウキビ栽培農家への普及・啓蒙（農林
水産省管轄）
・製糖会社との生産技術共有普及

バイオエタノールの製造コストはブラジル等の
海外に比べ圧倒的に不利な状況にあったが、
本事業の成果により国際的なバイオエタノー
ル価格の面でも、ガソリンとの価格比較にお
いても競争力のある製造コストが見込まれ
る。

21年度終了
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30513

○2010年までに、主にアジア地域における観
測空白域におけるブイやフロートのネットワー
クや時系列観測網を構築し、海洋調査船等に
よる観測や採泥、潮流観測等とあわせて広域
海洋観測データを取得する。西太平洋大循環
の長期変動の予測と関連する海洋生物資源
の変動予測等に資するために、西太平洋にお
ける組織的な海洋モニタリング調査を行う。
【国土交通省】

西太平洋海
域共同調査

国交省

海上保安
庁海洋情
報部
環境調査
課

S58 継続 2 2 2
調査結果をホームページで公表す
るとともに日本海洋データセンター
で管理・提供している。

2 1

東経144度線上の海洋観測（水温、塩分、流れ等）を実施し
た。調査結果をホームページで公表するとともに日本海洋
データセンターで管理・提供している。昭和58年から平成20年
までの調査結果から北緯20ºから30ºまでの海洋表層（0～300
ｍ）の平均水温が約1.3℃上昇していることが解った。

同一測線上での継続した長期にわたる調査を行うことにより、長
期的な海洋環境の変動を捉えることが可能であるため、モニタリ
ング調査をさらに継続する必要がある。

地球温暖化に代表される地球規模の海洋環
境の把握及び海洋変動の監視を行なうため
には、全海洋において、継続した海洋観測が
必要である。西太平洋海域の東経144度線上
の長期にわたる海洋観測の調査結果は、地
球規模の海洋環境の把握等に貢献する。

30607

○2009年度までに、全球モデルに炭素循環
等の物質輸送過程等を取り入れた温暖化予
測地球システムモデルを開発する。2009年度
までに、水平分解能4kmの精緻な地域気候モ
デルを開発する。【国土交通省】

温暖化によ
る日本付近
の詳細な気
候変化予測
に関する研
究

ポスト京都
議定書に
向けてスー
パーコン
ピュータを
用いて21
世紀の気
候変動を
正確に予
測する科
学技術

国交省
気象庁
気象研究
所

17 21 25 22 22

地球システムモデルのプロトタイプ
による予備実験を行い、フラックス
補正なしで現在気候の再現性につ
いて良好な結果を得た。また、水平
分解能4kmの精緻な地域気候モデ
ルを開発し、関東地域の現在気候
の再現精度を確認した。

20 -

自然要因及び人為的要因を全球気候モデルに入力し気候再
現実験を行うと共に、将来の人為起源排出シナリオを与えた
予測実験を実施した。また全球気候モデルの実験結果を境界
条件として関東甲信地方を対象とする地域気候モデルで現在
気候再現実験と温暖化予測実験を行った。その評価結果から
全球気候モデルの改善を要する点を検討した。

開発したモデルを用いた気候変化予測実験を行う。また積雲対
流、炭素循環、物質循環等の各種過程を高度化し地球システム
モデル及び地域気候モデルの性能向上を図る。

全球気候モデルの諸実験は世界気候研究計
画（WCRP）等による第5期結合モデル相互比
較実験（CMIP5）の一環として行っており、気
候変動に関する政府間パネル（IPCC）第5次
評価報告書（AR5）作成の材料として提供され
る。

31403
○2007年度までに、一酸化二窒素の排出削
減を考慮した下水処理施設の反応タンク等運
転管理技術を開発する。【国土交通省】

下水処理場
における地
球温暖化対
策の推進に
関する調査

国交省

国土技術
政策総合
研究所
下水処理
研究室

18 22 24 9 5 △
水処理過程から発生する一酸化二
窒素の原単位を精査するための現
地調査と室内実験を実施。

4 4
水処理過程から一酸化二窒素が発生する条件について室内
実験を前年度に引き続いて実施。

一酸化二窒素発生量に影響を与えるパラメータを解明するた
め、データをさらに収集する必要がある。

現在の進捗状況はやや遅れ気味であり、国
際的に評価できる制御手法は未開発。

31404

◇下水処理施設からの一酸化二窒素の排出
を削減するための運転管理技術を確立し、そ
の実用化・普及促進を推進する。【国土交通
省】

下水処理場
における地
球温暖化対
策の推進に
関する調査

国交省

国土技術
政策総合
研究所
下水処理
研究室

18 22 24 9 5

水処理過程を対象とした上記調査
を進めるとともに、下水汚泥の焼却
により発生する一酸化二窒素排出
量原単位について精査を実施。

4 4
室内実験の処理方式とは異なる下水処理方式の施設におけ
る一酸化二窒素の排出状況について調査を行い、処理方式
による排出係数の相違について検討を開始。

水処理過程における上記課題に加え、下水汚泥の焼却方式や
焼却温度が一酸化二窒素排出量原単位に与える影響の精査が
必要である。

下水処理方式別に排出係数を設定する試み
は未だ無い。

31607
○2010年までに、都市緑化等の植生回復活
動による二酸化炭素吸収機能の定量的評価
技術を開発する。【国土交通省】

地球温暖化
防止対策調
査等（緑化
技術推進調
査の内数）

健全な水
循環を保ち
自然と共生
する社会
の実現シ
ナリオを設
計する科
学技術

国交省

都市・地域
整備局
公園緑地・
景観課

18 22 115 126 141

都市緑化等による二酸化炭素吸収
量の把握手法の確立に向けて、
ケーススタディにより一定の成果を
得た。

80 64
都市緑化等による二酸化炭素吸収量の把握手法について、
試行的なモデルを構築し、一定の成果を得た。

都市緑化等による二酸化炭素吸収量の把握手法の一般化を図
る。

気候変動枠組条約事務局への報告値として
使用される。

31608

◇2015年までに、都市緑化等による二酸化炭
素吸収機能の向上技術、都市域全体におけ
る炭素収支の把握・モニタリングシステムを開
発する。【国土交通省】

地球温暖化
防止対策調
査等（緑化
技術推進調
査の内数）

健全な水
循環を保ち
自然と共生
する社会
の実現シ
ナリオを設
計する科
学技術

国交省

都市・地域
整備局
公園緑地・
景観課

18 27 115 126 141

都市緑化等による二酸化炭素吸収
量の把握手法の確立に向けて、
ケーススタディにより一定の成果を
得た。

80 64
都市緑化等による二酸化炭素吸収量の把握手法について、
試行的なモデルを構築し、一定の成果を得た。

都市緑化等による二酸化炭素吸収量の把握手法の一般化を図
る。

気候変動枠組条約事務局への報告値として
使用される。

31709

○2010年度までに環境水・下水中の微量化
学物質や病原微生物等について測定法を開
発し、水質汚染の実態を把握するとともに、栄
養塩類の発生源から水域への到達過程を解
明する。また、海域における水・物質循環モニ
タリング技術や海洋環境情報の共有・利用シ
ステムを開発する。【国土交通省】

・環境水・下
水中の微量
化学物質や
病原微生物
等の測定法
の開発及び
水質汚染の
実態調査
・栄養塩類
の発生源か
ら水域への
到達過程の
解明調査検
討

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

国交省
（独）土木
研究所
水環境研
究グループ
水質チーム

18 22 57 55 50

　微量化学物質については、医薬
品（95物質）の一斉分析法を開発
し、河川および下水処理場における
医薬品の存在実態を明らかにした。
また、医薬品の存在と土地利用状
況等との関連性を検討した。
　病原微生物については、ノロウイ
ルスの検出濃度に及ぼす影響因子
を解明した。その成果を基に、下
水･環境水の実態を把握した。
　栄養塩類については、排出源を推
定するためのトレーサー物質を選定
し、汚濁負荷の晴天時流出状況を
評価した。

47 45

微量化学物質については、河川および下水処理場における
医薬品の存在実態・挙動を明らかにした。また、医薬品の存
在と土地利用状況等との関連性を検討した。
病原微生物については、ノロウイルスを対象に低濃度域を対
象とした検出濃度向上のための検討を実施した。
栄養塩類については、都市域および農業・畜産地域からのト
レーサー物質および栄養塩類の晴天時および雨天時の流出
状況を評価した。

底質等、固形物中の医薬品分析手法開発。
ノロウイルス自体の不活化評価に関する検討。
雨天時における栄養塩類流出状況の評価。

微量化学物質に関する研究は、医薬品等の
微量化学物質の環境リスク評価に資すること
ができる。特に、流域特性毎に水域の汚染実
態を調査し、評価している点では、類例が少
なく、知見は高く評価されている。
また、病原微生物に関する研究は、水系感染
症の拡大防止に資することができる。特に、
下水処理過程における実態把握のための手
法の開発とそれに基づくノロウイルスの実態・
挙動把握については、類例が少なく、知見は
高く評価されている。

31709

○2010年度までに環境水・下水中の微量化
学物質や病原微生物等について測定法を開
発し、水質汚染の実態を把握するとともに、栄
養塩類の発生源から水域への到達過程を解
明する。また、海域における水・物質循環モニ
タリング技術や海洋環境情報の共有・利用シ
ステムを開発する。【国土交通省】

・堆積物起
源有害化学
物質の環境
運命に関す
る実験及び
解析
・閉鎖性内
湾における
環境の常時
連続観測と
その統計解
析
・港湾の水
域施設にお
ける砂泥移
動簡易予測
手法の開発

国交省
港湾局
技術企画
課

17 22 81 55 36

構造物周辺の水位と流れを計算す
るコードの簡略化と波の流れによる
護岸等の構造物周辺の底質移動に
ついて検証を行い、突堤構造物に
よる波と流れの影響範囲について
の数値検討、及び、掃流砂の阻止
率に関する定式化を行った。

22 453の内数

TBTやPAHに関する吸着特性を調べた。名古屋港での現地観
測を実施し、堆積物中のPAHが水中に回帰する速度を推定し
た。
東京湾のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞにより、湾口での物質の流入出特性を調べ
た。伊勢湾でも観測を開始し、湾口条件の違いが湾内の水質
に及ぼす影響を比較した。
　突堤構造物による流況制御機能と漂砂制御機能について，
簡便な算定方法を開発した。

東京湾や伊勢湾などのモニタリングデータをモデルに活用する
手法など

内湾堆積物の管理や沿岸環境修復に役立つ
突堤構造物による波と流れの影響範囲につ
いての数値検討、及び、掃流砂の阻止率に関
する定式化を行うことは、行政課題として意義
がある。

31709

○2010年度までに環境水・下水中の微量化
学物質や病原微生物等について測定法を開
発し、水質汚染の実態を把握するとともに、栄
養塩類の発生源から水域への到達過程を解
明する。また、海域における水・物質循環モニ
タリング技術や海洋環境情報の共有・利用シ
ステムを開発する。【国土交通省】

東京湾再生
プロジェクト

健全な水
環境を保ち
自然と共生
する社会
の実現シ
ナリオを設
計する科
学技術

国交省

海上保安
庁海洋情
報部
環境調査
課

13 継続 17 16 16

東京湾千葉灯標に設置したモニタリ
ングポスト及び赤潮等を監視できる
海色監視衛星を用いてからの観測
データによる赤潮等の海洋調査を
実施し、ホームページで公表してい
る。

16 8

　2回目の中間評価を行ない、モニタリングポスト、海色監視衛
星による赤潮監視、東京湾水質一斉調査等を着実に実施して
いるとの評価を受けた。しかし、貧酸素水塊が存在する海域
や、底生生物の生息が確認できない海域があり、東京湾での
目標の貧酸素水塊をなくすことは達成されていない。有識者
からはモニタリングの継続、一般市民との協力体制構築等の
指摘を受けたため、今後とも一斉調査を含め一般市民等が参
加し、一層効率的かつ効果的なモニタリングの実施を図る事
としている。

東京湾千葉灯標に設置したモニタリングポスト及び赤潮等を監
視できる海色監視衛星を用いた海洋調査を継続する必要があ
る。

赤潮や貧酸素水塊の発生状況等のモニタリ
ング技術、海洋環境情報の共有・利用システ
ムは、海洋汚染が深刻な諸外国でも役立つ
技術及びシステムである。

事業期間

始期 終期



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

31710

◇2015年度までに、流域における栄養塩類、
微量化学物質、病原微生物の動態に関する
情報収集システムと、これらの物質に関する
流域情報データベース及び、水・物質循環モ
ニタリング技術、海洋環境情報の共有・利用
システムを構築する。【国土交通省】

・環境水・下
水中の微量
化学物質や
病原微生物
等の測定法
の開発及び
水質汚染の
実態調査
・栄養塩類
の発生源か
ら水域への
到達過程の
解明調査検
討

地球・地域
規模の流
域圏観測と
環境情報
基盤

国交省

（独）土木
研究所
水環境研
究グループ
水質チーム

18 22 57 55 50

　微量化学物質については、医薬
品（95物質）の一斉分析法を開発
し、河川および下水処理場における
医薬品の存在実態を明らかにした。
また、医薬品の存在と土地利用状
況等との関連性を検討した。
　病原微生物については、ノロウイ
ルスの検出濃度に及ぼす影響因子
を解明した。その成果を基に、下
水･環境水の実態を把握した。
　栄養塩類については、排出源を推
定するためのトレーサー物質を選定
し、汚濁負荷の晴天時流出状況を
評価した。

47 45

微量化学物質については、河川および下水処理場における
医薬品の存在実態・挙動を明らかにした。また、医薬品の存
在と土地利用状況等との関連性を検討した。
病原微生物については、ノロウイルスを対象に低濃度域を対
象とした検出濃度向上のための検討を実施した。
栄養塩類については、都市域および農業・畜産地域からのト
レーサー物質および栄養塩類の晴天時および雨天時の流出
状況を評価した。

底質等、固形物中の医薬品分析手法開発。
ノロウイルス自体の不活化評価に関する検討。
雨天時における栄養塩類流出状況の評価。

微量化学物質に関する研究は、医薬品等の
微量化学物質の環境リスク評価に資すること
ができる。特に、流域特性毎に水域の汚染実
態を調査し、評価している点では、類例が少
なく、知見は高く評価されている。
また、病原微生物に関する研究は、水系感染
症の拡大防止に資することができる。特に、
下水処理過程における実態把握のための手
法の開発とそれに基づくノロウイルスの実態・
挙動把握については、類例が少なく、知見は
高く評価されている。

31710

◇2015年度までに、流域における栄養塩類、
微量化学物質、病原微生物の動態に関する
情報収集システムと、これらの物質に関する
流域情報データベース及び、水・物質循環モ
ニタリング技術、海洋環境情報の共有・利用
システムを構築する。【国土交通省】

・堆積物起
源有害化学
物質の環境
運命に関す
る実験及び
解析
・閉鎖性内
湾における
環境の常時
連続観測と
その統計解
析
・港湾の水
域施設にお
ける砂泥移
動簡易予測
手法の開発

国交省
港湾局
技術企画
課

17 22 81 55 36

構造物周辺の水位と流れを計算す
るコードの簡略化と波の流れによる
護岸等の構造物周辺の底質移動に
ついて検証を行い、突堤構造物に
よる波と流れの影響範囲について
の数値検討、及び、掃流砂の阻止
率に関する定式化を行った。

22 453の内数

TBTやPAHに関する吸着特性を調べた。名古屋港での現地観
測を実施し、堆積物中のPAHが水中に回帰する速度を推定し
た。
東京湾のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞにより、湾口での物質の流入出特性を調べ
た。伊勢湾でも観測を開始し、湾口条件の違いが湾内の水質
に及ぼす影響を比較した。
　突堤構造物による流況制御機能と漂砂制御機能について，
簡便な算定方法を開発した。

東京湾や伊勢湾などのモニタリングデータをモデルに活用する
手法など

内湾堆積物の管理や沿岸環境修復に役立つ
突堤構造物による波と流れの影響範囲につ
いての数値検討、及び、掃流砂の阻止率に関
する定式化を行うことは、行政課題として意義
がある。

31710

◇2015年度までに、流域における栄養塩類、
微量化学物質、病原微生物の動態に関する
情報収集システムと、これらの物質に関する
流域情報データベース及び、水・物質循環モ
ニタリング技術、海洋環境情報の共有・利用
システムを構築する。【国土交通省】

東京湾再生
プロジェクト

健全な水
環境を保ち
自然と共生
する社会
の実現シ
ナリオを設
計する科
学技術

国交省

海上保安
庁海洋情
報部
環境調査
課

13 継続 17 16 16

東京湾千葉灯標に設置したモニタリ
ングポスト及び赤潮等を監視できる
海色監視衛星を用いてからの観測
データによる赤潮等の海洋調査を
実施し、ホームページで公表してい
る。

16 8

　2回目の中間評価を行ない、モニタリングポスト、海色監視衛
星による赤潮監視、東京湾水質一斉調査等を着実に実施して
いるとの評価を受けた。しかし、貧酸素水塊が存在する海域
や、底生生物の生息が確認できない海域があり、東京湾での
目標の貧酸素水塊をなくすことは達成されていない。有識者
からはモニタリングの継続、一般市民との協力体制構築等の
指摘を受けたため、今後とも一斉調査を含め一般市民等が参
加し、一層効率的かつ効果的なモニタリングの実施を図る事
としている。

東京湾千葉灯標に設置したモニタリングポスト及び赤潮等を監
視できる海色監視衛星を用いた海洋調査を継続する必要があ
る。

赤潮や貧酸素水塊の発生状況等のモニタリ
ング技術、海洋環境情報の共有・利用システ
ムは、海洋汚染が深刻な諸外国でも役立つ
技術及びシステムである。

31804

○2010年度までに、栄養塩類の発生源から
水域への到達過程の解明や海域における
水・物質循環シミュレーション技術を開発す
る。【国土交通省】

・豊かな海の
実現に向け
た、内湾水
質・生態系シ
ミュレーター
の開発
・海底境界
層内での物
質輸送機構
の解明

国交省
港湾局
技術企画
課

18 22 65 99 111

・2003年度より東京湾口において
フェリーを用いた連続的な水質・流
況の調査を実施するとともに、2007
年度より、伊勢湾口における調査も
実施している。
・閉鎖性内湾の水質の20年以上の
長期変化を予測するための、複合
生態系モデルの開発を実施し、伊
勢湾を中心に解析を実施している。
・2006年度においては，東京湾や有
明海等の国内の代表的な内湾域に
おいて，現地観測を通じて波浪や潮
汐流などの主要外力に対する底泥
の巻上げや移動特性の把握に関す
る検討を実施した。また、底泥移動
実験の水槽の新たな整備をすす
め、2007年3月に完成させた。2007
年度には引き続き現地観測の実
施、データの解析を行うと共に、水
路実験の実施に向けて、実験に用
いる現地底泥の不覚乱での採取方
法の検討ならびに現地試験を実施
した。2008年度には，東京湾および
有明海にて採取した現地底泥を用
いて，振動流等の外力による底泥
の巻き上げ過程と，それに伴う水質
（酸素消費）への影響について検討
した．
シルトの流動モデルを開発、人工干
潟の地形変化予測などに活用でき
る
環境施策の選択に利用可能な生態
系シミュレータのの開発を進めてお
り、2008年度においては流動モデル
がほぼ完成した。

88 453の内数

STOCを拡張した水質・生態系シミュレーションモデルを構築
し、様々な環境施策の効果を定量的に比較するとともに、「豊
かな海」の実現に向けた方策をとりまとめる。
基本的インフラとなる環境水理実験施設を竣工。環境条件を
制御した実験系で、未攪乱底泥を用いて再懸濁量を測定し
た。現地観測では従来行えなかった高波浪時での再懸濁の
様子を観測できた。

海域の生態系モデル開発にあたっては、底生系（堆積物中の過
程）と浮遊系（水中の過程）の結合、微生物ループのモデル化な
どが課題

港湾の物流機能を維持・拡充するために底泥
の浚渫が欠かせないことから，底泥の化学物
質管理は近年非常に重要な問題としてクロー
ズアップされてきた．　安全で沿岸環境修復に
も有効に利用可能な内湾堆積物の管理に役
立てることができる．



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

31805

◇2015年度までに、栄養塩類を対象とした物
質循環管理支援モデルや海域における水・物
質循環シミュレーションモデルを構築する。
【国土交通省】

・豊かな海の
実現に向け
た、内湾水
質・生態系シ
ミュレーター
の開発
・海底境界
層内での物
質輸送機構
の解明

国交省

港湾局
技術企画
課

18 22 65 99 111

・2003年度より東京湾口において
フェリーを用いた連続的な水質・流
況の調査を実施するとともに、2007
年度より、伊勢湾口における調査も
実施している。
・閉鎖性内湾の水質の20年以上の
長期変化を予測するための、複合
生態系モデルの開発を実施し、伊
勢湾を中心に解析を実施している。
・2006年度においては，東京湾や有
明海等の国内の代表的な内湾域に
おいて，現地観測を通じて波浪や潮
汐流などの主要外力に対する底泥
の巻上げや移動特性の把握に関す
る検討を実施した。また、底泥移動
実験の水槽の新たな整備をすす
め、2007年3月に完成させた。2007
年度には引き続き現地観測の実
施、データの解析を行うと共に、水
路実験の実施に向けて、実験に用
いる現地底泥の不覚乱での採取方
法の検討ならびに現地試験を実施
した。2008年度には，東京湾および
有明海にて採取した現地底泥を用
いて，振動流等の外力による底泥
の巻き上げ過程と，それに伴う水質
（酸素消費）への影響について検討
した．
シルトの流動モデルを開発、人工干
潟の地形変化予測などに活用でき
る
環境施策の選択に利用可能な生態
系シミュレータのの開発を進めてお
り、2008年度においては流動モデル
がほぼ完成した。

88 453の内数

STOCを拡張した水質・生態系シミュレーションモデルを構築
し、様々な環境施策の効果を定量的に比較するとともに、「豊
かな海」の実現に向けた方策をとりまとめる。
基本的インフラとなる環境水理実験施設を竣工。環境条件を
制御した実験系で、未攪乱底泥を用いて再懸濁量を測定し
た。現地観測では従来行えなかった高波浪時での再懸濁の
様子を観測できた。

海域の生態系モデル開発にあたっては、底生系（堆積物中の過
程）と浮遊系（水中の過程）の結合、微生物ループのモデル化な
どが課題

港湾の物流機能を維持・拡充するために底泥
の浚渫が欠かせないことから，底泥の化学物
質管理は近年非常に重要な問題としてクロー
ズアップされてきた．　安全で沿岸環境修復に
も有効に利用可能な内湾堆積物の管理に役
立てることができる．

31806

○2010年度までに、大型計算機不要の実務
的なリアルタイム流出予測及び洪水氾濫予測
モデルを開発するとともに、気象庁の降水量
予測情報とこのシミュレーションモデルを用い
て予測情報に基づく新たな水管理手法を開発
する。【国土交通省】

降水量予測
情報を活用
した水管理
手法に関す
る研究

国交省

国土技術
政策総合
研究所
水資源研
究室

18 20 11.08 8.986 7.893

気象庁の降水量予測情報を初期
値・境界値として、気象モデル（ＷＲ
Ｆ）を使用し、降雨予測精度の向上
を行った。

- - -
気象庁の降水量予測情報に加えレーダ等の観測データ用いて
気象モデルの初期値、境界値の改善を行い、予測精度の向上を
行う必要がある。

-

31806

○2010年度までに、大型計算機不要の実務
的なリアルタイム流出予測及び洪水氾濫予測
モデルを開発するとともに、気象庁の降水量
予測情報とこのシミュレーションモデルを用い
て予測情報に基づく新たな水管理手法を開発
する。【国土交通省】

降水量予測
情報を活用
した水管理
手法に関す
る研究

国交省

国土技術
政策総合
研究所
河川研究
室

18 20 11 10 9

洪水量予想情報に対応した降雨流
出モデル、河道不定流モデル及び
氾濫解析モデルのプロトタイプを開
発した。

- - -

今後はリアルタイム計算用のデータ取得取得のためのモジュー
ルを開発するとともに、計算モデル同士の接続のためのプラット
フォームを開発し、それぞれのモデルが連携して稼働できるよう
にする必要がある。

-

31903

○2010年度までに、地域の実情に見合った最
適なヒートアイランド対策の計画に資するべ
く、緑地や水面の確保、地域冷暖房システム
の導入、保水性舗装に対する散水等の各種
対策による複合的な効果を評価できるシミュ
レーション技術を開発する。【国土交通省】

地球温暖化
防止対策調
査等（緑化
技術推進調
査の内数）

健全な水
循環を保ち
自然と共生
する社会
の実現シ
ナリオを設
計する科
学技術

国交省

都市・地域
整備局
都市計画
課
国土技術
政策総合
研究所都
市開発研

18 22 115 126 141
シミュレーション技術の確立に向け
て、ケーススタディにより一定の成
果を得た。

80 20
低炭素都市づくりにも効果的なヒートアイランド対策手法の構
築・普及に着手した。

ヒートアイランド対策が有する省CO2効果の定量化など、シミュ
レーション技術の拡張を図るとともに、効果的な対策手法の構築
を図る。

京都議定書に基づくCO2排出量削減目標の
達成に向けた低炭素都市づくりの実現に寄与
する。

32004

○2010年度までに、新しい微生物群を利用す
る効率的な高度処理技術、微量化学物質を
除去する下水処理法を開発する。【国土交通
省】

・効率的で環
境負荷削減
効果に優れ
た下水処理
法の開発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

18 22 29 26 26

　アナモックス反応に係る最新の知
見を収集･整理した上で、これを利
用した窒素除去プロセスの実証試
験を実施し、性能を確認すると共に
設計･運転管理諸元を取得した。
　エストロゲン類の効果的除去のた
めの運転条件を明らかにするととも
に、確実に濃度を低減する簡易な
後処理法をを開発した。また、医薬
品類の下水処理場における除去特
性を明らかにした。

14 -

ケーススタディーによる従来技術とのコスト試算を行うととも
に、過年度の調査成果に基づき、アナモックスプロセスの設
計・運転管理手法について取りまとめた。また、本試験研究の
成果等に基づいて、アナモックスプロセスに関する技術評価を
実施し、平成２２年３月に答申を受けた。
下水処理工程における医薬品類の存在実態、除去特性を明
らかにするとともに、簡易的な後処理による医薬品類の除去
特性について検討した。

今後、普及に向けて努力を行う必要がある。
医薬品類の物質収支の把握、および、除去向上手法の開発。

海外で嫌気性消化の採用数が多くなれば、展
開の可能性が出てくる。
水資源としての下水処理水の重要性が世界
的に高まっている中、微量化学物質による環
境リスクを低コストで低減可能な処理技術は、
今後の展開が期待される技術である。

32005

◇2015年度までに、栄養塩類・微量化学物質
等の環境負荷削減効果に優れ、適用範囲の
広い下水処理技術を開発する。【国土交通
省】

・効率的で環
境負荷削減
効果に優れ
た下水処理
法の開発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

18 22 29 26 26

　アナモックス反応に係る最新の知
見を収集･整理した上で、これを利
用した窒素除去プロセスの実証試
験を実施し、性能を確認すると共に
設計･運転管理諸元を取得した。
　エストロゲン類の効果的除去のた
めの運転条件を明らかにするととも
に、確実に濃度を低減する簡易な
後処理法をを開発した。また、医薬
品類の下水処理場における除去特
性を明らかにした。

14 -

ケーススタディーによる従来技術とのコスト試算を行うととも
に、過年度の調査成果に基づき、アナモックスプロセスの設
計・運転管理手法について取りまとめた。また、本試験研究の
成果等に基づいて、アナモックスプロセスに関する技術評価を
実施し、平成２２年３月に答申を受けた。
下水処理工程における医薬品類の存在実態、除去特性を明
らかにするとともに、簡易的な後処理による医薬品類の除去
特性について検討した。

今後、普及に向けて努力を行う必要がある。
医薬品類の物質収支の把握、および、除去向上手法の開発。

海外で嫌気性消化の採用数が多くなれば、展
開の可能性が出てくる。
水資源としての下水処理水の重要性が世界
的に高まっている中、微量化学物質による環
境リスクを低コストで低減可能な処理技術は、
今後の展開が期待される技術である。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

32203

○2010年度までに、閉鎖性海域の水質・底質
改善技術、干潟の再生技術の開発により沿
岸域環境の保全・再生手法を開発する。【国
土交通省】

・干潟再生に
向けた地盤
環境設計技
術の開発

国交省
港湾局
技術企画
課

18 22 9 1 9

2007年度は，干潟地盤における微
地形の評価方法として無人飛行機
（UAV）等を活用した方法を開発し，
設計・施工への応用方法について
検討した．
2008年度は，干潟地盤の地盤環境
動態実現方法に関連して，覆砂の
施工法，干潟に活用する土砂に要
求される性能等について検討する．
また，干潟の生物生息場としての保
全や修復に役立てるように，鳥や魚
類などの高次の栄養段階生物の食
性に関する調査を開始した．

88 453の内数
STOCを拡張した水質・生態系シミュレーションモデルを構築
し、様々な環境施策の効果を定量的に比較するとともに、「豊
かな海」の実現に向けた方策をとりまとめる。

研究は計画通り順調に進んでいる
安全で沿岸環境修復にも有効に利用可能な
内湾堆積物の管理に役立てることができる．

32204

○2010年度までに、新しい微生物群を利用す
る効率的な高度処理技術、微量化学物質を
除去する下水処理法を開発する。【国土交通
省】

・効率的で環
境負荷削減
効果に優れ
た下水処理
法の開発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

18 22 29 26 26

　アナモックス反応に係る最新の知
見を収集･整理した上で、これを利
用した窒素除去プロセスの実証試
験を実施し、性能を確認すると共に
設計･運転管理諸元を取得した。
　エストロゲン類の効果的除去のた
めの運転条件を明らかにするととも
に、確実に濃度を低減する簡易な
後処理法をを開発した。また、医薬
品類の下水処理場における除去特
性を明らかにした。

14 -

ケーススタディーによる従来技術とのコスト試算を行うととも
に、過年度の調査成果に基づき、アナモックスプロセスの設
計・運転管理手法について取りまとめた。また、本試験研究の
成果等に基づいて、アナモックスプロセスに関する技術評価を
実施し、平成２２年３月に答申を受けた。
下水処理工程における医薬品類の存在実態、除去特性を明
らかにするとともに、簡易的な後処理による医薬品類の除去
特性について検討した。

今後、普及に向けて努力を行う必要がある。
医薬品類の物質収支の把握、および、除去向上手法の開発。

海外で嫌気性消化の採用数が多くなれば、展
開の可能性が出てくる。
水資源としての下水処理水の重要性が世界
的に高まっている中、微量化学物質による環
境リスクを低コストで低減可能な処理技術は、
今後の展開が期待される技術である。

32205

◇2015年度までに、栄養塩類・微量化学物質
等の環境負荷削減効果に優れ、適用範囲の
広い下水処理技術を開発する。【国土交通
省】

・効率的で環
境負荷削減
効果に優れ
た下水処理
法の開発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

18 22 29 26 26

　アナモックス反応に係る最新の知
見を収集･整理した上で、これを利
用した窒素除去プロセスの実証試
験を実施し、性能を確認すると共に
設計･運転管理諸元を取得した。
　エストロゲン類の効果的除去のた
めの運転条件を明らかにするととも
に、確実に濃度を低減する簡易な
後処理法をを開発した。また、医薬
品類の下水処理場における除去特
性を明らかにした。

14 -

ケーススタディーによる従来技術とのコスト試算を行うととも
に、過年度の調査成果に基づき、アナモックスプロセスの設
計・運転管理手法について取りまとめた。また、本試験研究の
成果等に基づいて、アナモックスプロセスに関する技術評価を
実施し、平成２２年３月に答申を受けた。
下水処理工程における医薬品類の存在実態、除去特性を明
らかにするとともに、簡易的な後処理による医薬品類の除去
特性について検討した。

今後、普及に向けて努力を行う必要がある。
医薬品類の物質収支の把握、および、除去向上手法の開発。

海外で嫌気性消化の採用数が多くなれば、展
開の可能性が出てくる。
水資源としての下水処理水の重要性が世界
的に高まっている中、微量化学物質による環
境リスクを低コストで低減可能な処理技術は、
今後の展開が期待される技術である。

32302
○2010年度までに、流域圏水環境の保全・再
生シナリオの設計手法、及び施策効果の把
握・説明手法を開発する。【国土交通省】

地域活動と
協働する水
循環健全化
に関する研
究

自然共生
型流域圏・
都市実現
社会シナリ
オの設計

国交省

国土技術
政策総合
研究所
河川環境
研究室

18 20 9.936 6.141 5.76

流域圏の健全な水循環の形成・維
持のために、民官の連携・役割分担
のあり方を具体的に（コミュニケー
ションツール、活動プログラムなど）
提案した。

- - Ｈ20年度研究計画終了 H20年度研究計画終了 -

32302
○2010年度までに、流域圏水環境の保全・再
生シナリオの設計手法、及び施策効果の把
握・説明手法を開発する。【国土交通省】

伊勢湾流域
圏の自然共
生型環境管
理技術開発

国交省

国土技術
政策総合
研究所
河川環境
研究室

18 22 14.433 12.766 13.796

生態系サービスの劣化を指標とし
た環境評価手法を構築し、いくつか
の社会経済シナリオの下での代表
的施策群パッケージの効果の試算
を行った。

17 15

生態系サービス評価モデルにより代表的施策群パッケージの
効果を算定し、各施策・修復技術における生態系サービス回
復の全体および局所効果を把握した。
生態系サービスと、施策代替案の実行可能性を対比させて整
理することで、流域圏環境管理の実践戦略を提示した。

「全体的な流域管理ビジョン」、「社会経済シナリオ設定方針」を
明確化し、開発した評価手将および施策効果の算定結果につい
て、地域のステークホルダーに対して分かりやすく成果を説明
し、積極的に参画を進める。

-

32404

○2010年度までに、流域圏水環境の保全・再
生シナリオの設計手法、及び施策効果の把
握・説明手法、自然生態系やそれを取り巻く
環境の変動を前提とした海辺の包括的環境
計画・管理手法を開発する。【国土交通省】

・豊かな海の
実現に向け
た、内湾水
質・生態系シ
ミュレーター
の開発

国交省
港湾局
技術企画
課

18 22 65 99 111

・2003年度より東京湾口において
フェリーを用いた連続的な水質・流
況の調査を実施するとともに、2007
年度より、伊勢湾口における調査も
実施している。
・閉鎖性内湾の水質の20年以上の
長期変化を予測するための、複合
生態系モデルの開発を実施し、伊
勢湾を中心に解析を実施している。
・2006年度においては，東京湾や有
明海等の国内の代表的な内湾域に
おいて，現地観測を通じて波浪や潮
汐流などの主要外力に対する底泥
の巻上げや移動特性の把握に関す
る検討を実施した。また、底泥移動
実験の水槽の新たな整備をすす
め、2007年3月に完成させた。2007
年度には引き続き現地観測の実
施、データの解析を行うと共に、水
路実験の実施に向けて、実験に用
いる現地底泥の不覚乱での採取方
法の検討ならびに現地試験を実施
した。2008年度には，東京湾および
有明海にて採取した現地底泥を用
いて，振動流等の外力による底泥
の巻き上げ過程と，それに伴う水質
（酸素消費）への影響について検討
した．
シルトの流動モデルを開発、人工干
潟の地形変化予測などに活用でき
る
環境施策の選択に利用可能な生態
系シミュレータのの開発を進めてお
り、2008年度においては流動モデル
がほぼ完成した。

88 453の内数
STOCを拡張した水質・生態系シミュレーションモデルを構築
し、様々な環境施策の効果を定量的に比較するとともに、「豊
かな海」の実現に向けた方策をとりまとめる。

研究は計画通り順調に進んでいる

内湾堆積物の管理や沿岸環境修復に役立つ
STOCを拡張した水質・生態系シミュレーショ
ンモデルを構築し、様々な環境施策の効果を
定量的に比較することは、行政課題として意
義がある。

32404

○2010年度までに、流域圏水環境の保全・再
生シナリオの設計手法、及び施策効果の把
握・説明手法、自然生態系やそれを取り巻く
環境の変動を前提とした海辺の包括的環境
計画・管理手法を開発する。【国土交通省】

・都市臨海
部に干潟を
取り戻すプロ
ジェクト

国交省
港湾局
技術企画
課

15 19 13 12 -

大阪湾において現地実験を実施し、
埋立地における造成干潟でのシナ
リオの設計・効果把握・管理手法に
ついて実証的にとりまとめた

- - - 帰納的手法開発のための多くの事例の積み重ね
浚渫土砂の有効利用の事例として国際的に
参考となる成果が取りまとめられたと評価でき
る



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

32404

○2010年度までに、流域圏水環境の保全・再
生シナリオの設計手法、及び施策効果の把
握・説明手法、自然生態系やそれを取り巻く
環境の変動を前提とした海辺の包括的環境
計画・管理手法を開発する。【国土交通省】

流域圏に着
目した大都
市圏計画検
討のための
検討

健全な水
環境を保ち
自然と共生
する社会
の実現シ
ナリオを設
計する科
学技術

国交省

国土計画
局
広域地方
整備政策
課

18 18 14 - -

流域圏を意識した名古屋大都市圏
の緑地等の保全・創出計画の策定・
推進に向けた仕組み等の検討のた
め、先進事例の収集・分析をし、適
応可能性の検討を実施。また、調査
内容について関係者へ情報提供。

-                  - － -

平成22年10月にCOP10が愛知県名古屋市で
開催され、世界各国から政府代表、国際機関
及びNGO等が参加する予定。それに併せ、
様々なシンポジウム等が開催。これまで提供
した情報を踏まえた地域の活動等が発信され
ることが期待。

32405

○2010年度までに、ヒートアイランド対策の一
層の推進を図るべく、シミュレーション技術を
駆使し、都市計画制度の運用支援や、緑地・
水面の確保やネットワーク、地域冷暖房、保
水性舗装等の対策技術の効果的な実施のた
めの計画手法を開発する。【国土交通省】

地球温暖化
防止対策調
査等（緑化
技術推進調
査の内数）

健全な水
循環を保ち
自然と共生
する社会
の実現シ
ナリオを設
計する科
学技術

国交省

都市・地域
整備局
都市計画
課
国土技術
政策総合
研究所都
市開発研

18 22 115 126 141
シミュレーション技術の確立に向け
て、ケーススタディにより一定の成
果を得た。

80 20
低炭素都市づくりにも効果的なヒートアイランド対策手法の構
築・普及に着手した。

ヒートアイランド対策が有する省CO2効果の定量化など、シミュ
レーション技術の拡張を図るとともに、効果的な対策手法の構築
を図る。

京都議定書に基づくCO2排出量削減目標の
達成に向けた低炭素都市づくりの実現に寄与
する。

32406
◇2015年度までに、海辺の包括的環境計画・
管理システムを構築する。【国土交通省】

・豊かな海の
実現に向け
た、内湾水
質・生態系シ
ミュレーター
の開発

国交省
港湾局
技術企画
課

18 22 65 99 111

・2003年度より東京湾口において
フェリーを用いた連続的な水質・流
況の調査を実施するとともに、2007
年度より、伊勢湾口における調査も
実施している。
・閉鎖性内湾の水質の20年以上の
長期変化を予測するための、複合
生態系モデルの開発を実施し、伊
勢湾を中心に解析を実施している。
・2006年度においては，東京湾や有
明海等の国内の代表的な内湾域に
おいて，現地観測を通じて波浪や潮
汐流などの主要外力に対する底泥
の巻上げや移動特性の把握に関す
る検討を実施した。また、底泥移動
実験の水槽の新たな整備をすす
め、2007年3月に完成させた。2007
年度には引き続き現地観測の実
施、データの解析を行うと共に、水
路実験の実施に向けて、実験に用
いる現地底泥の不覚乱での採取方
法の検討ならびに現地試験を実施
した。2008年度には，東京湾および
有明海にて採取した現地底泥を用
いて，振動流等の外力による底泥
の巻き上げ過程と，それに伴う水質
（酸素消費）への影響について検討
した．
シルトの流動モデルを開発、人工干
潟の地形変化予測などに活用でき
る
環境施策の選択に利用可能な生態
系シミュレータのの開発を進めてお
り、2008年度においては流動モデル
がほぼ完成した。

88 453の内数
STOCを拡張した水質・生態系シミュレーションモデルを構築
し、様々な環境施策の効果を定量的に比較するとともに、「豊
かな海」の実現に向けた方策をとりまとめる。

生息生物についてのモニタリング技術、解析技術の開発とその
統合化、及び海辺の再生の目標・手法に関する関係者間の意識
の醸成を図る。

内湾堆積物の管理や沿岸環境修復に役立つ
STOCを拡張した水質・生態系シミュレーショ
ンモデルを構築し、様々な環境施策の効果を
定量的に比較することは、行政課題として意
義がある。

32407

◇2015年度までに、地域の特性に応じたヒー
トアイランド対策の総合的・計画的な実施に向
けて、様々な対策技術の評価手法や対策間
の効果的な連携手法を開発する。【国土交通
省】

地球温暖化
防止対策調
査等（緑化
技術推進調
査の内数）

健全な水
循環を保ち
自然と共生
する社会
の実現シ
ナリオを設
計する科
学技術

国交省

都市・地域
整備局
都市計画
課
国土技術
政策総合
研究所都
市開発研

18 27 115 126 141
シミュレーション技術の確立に向け
て、ケーススタディにより一定の成
果を得た。

80 20
低炭素都市づくりにも効果的なヒートアイランド対策手法の構
築・普及に着手した。

ヒートアイランド対策が有する省CO2効果の定量化など、シミュ
レーション技術の拡張を図るとともに、効果的な対策手法の構築
を図る。

京都議定書に基づくCO2排出量削減目標の
達成に向けた低炭素都市づくりの実現に寄与
する。

32408

◇2015年度までに、人文社会科学的見地か
ら、市民参加による都市緑化や民有地におけ
る水と緑のネットワーク形成システムの構築を
進めるとともに、自然科学と社会経済的な環
境情報を融合した都市域の環境計画手法を
開発する。【国土交通省】

都市緑化技
術開発調査
（緑化技術
推進調査の
内数）

多種多様
な生物から
なる生態系
を正確にと
らえその保
全・再生を
実現する
科学技術

国交省

都市・地域
整備局
公園緑地・
景観課

18 27 10 10 10

市民参加による都市緑化や民有地
における水と緑のネットワーク形成
システムの構築について、ケースス
タディにより一定の知見を得た。

10 4
市民参加による都市緑化や民有地における水と緑のネット
ワーク形成システムの構築を担う人材の育成について調査
し、一定の知見を得た。

市民参加による都市緑化や民有地における水と緑のネットワー
ク形成システムの構築手法の一般化を図る。

水と緑のネットワーク形成システムの構築手
法の一般化を図り、情報提供等を実施。

32408

◇2015年度までに、人文社会科学的見地か
ら、市民参加による都市緑化や民有地におけ
る水と緑のネットワーク形成システムの構築を
進めるとともに、自然科学と社会経済的な環
境情報を融合した都市域の環境計画手法を
開発する。【国土交通省】

流域圏に着
目した大都
市圏計画検
討のための
検討

健全な水
環境を保ち
自然と共生
する社会
の実現シ
ナリオを設
計する科
学技術

国交省

国土計画
局
広域地方
整備政策
課

18 18 14 - -

流域圏を意識した名古屋大都市圏
の緑地等の保全・創出計画の策定・
推進に向けた仕組み等の検討のた
め、先進事例の収集・分析をし、適
応可能性の検討を実施。また、調査
内容について関係者へ情報提供。

-                  - － -

平成22年10月にCOP10が愛知県名古屋市で
開催され、世界各国から政府代表、国際機関
及びNGO等が参加する予定。それに併せ、
様々なシンポジウム等が開催。これまで提供
した情報を踏まえた地域の活動等が発信され
ることが期待。

32506

○ 2010年度までに、河川（及びその周辺環境
に展開する）生態系・生物多様性の調査・解
析・評価手法を開発し、生態系・生物多様性
状況の実態調査を可能とする。さらに2020年
度までに全国実態調査を行う。【国土交通省】

河川（及びそ
の周辺環境
に展開する）
生態系・生
物多様性の
調査・解析・
評価手法開
発

マルチスケ
ルでの生
物多様性
観測・解
析・評価

国交省

（独）土木
研究所
水環境研
究グループ
河川生態
チーム

18 22 20 20 18 △

・野生動物の行動予測手法の開発
野生動物の行動を物理環境情報か
ら予測する手法を開発した．予測結
果を実際の野生動物の行動と比較
し検証するため，野生動物自動追
跡システムの開発を進め，アユなど
の小型魚類などに適用可能なシス
テムを開発した．
・ 河川植生の簡易評価手法の検討
河川植生の健全度、植生分類を簡
易に行いうる評価手法を提案した。

17 11

・物理環境情報から野生動物行動を予測する手法を餌資源
分布，個体間相互作用を加味した予測手法に発展させた．ま
た、野生動物自動行動追跡システムについて他の実河川に
おいても適用・検証し、実用性向上のための研究を行った。
・これまでに作成した河川植生の健全度を簡易かつ面的、数
量的に評価できる評価ツールを改良するとともに、河川調査
および評価に関するマニュアル（案）を作成した。
・平成21年度までに予定していた内容は計画通り進んでい
る。

野生動物の行動予測手法の開発
　・生存戦略（捕食者との関係、餌資源分布）等を考慮した野生
動物行動予測手法への発展・改良

河川植生の簡易予測手法の検討
　・河川植生評価法の一般化を図る

野生動物自動行動追跡システムについては、
追跡期間の長期化等が図れることから海外
の研究者等からの注目も高い。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

32903
○ 2010年度までに、海辺の自然再生による
生態系への総合的影響評価技術、保全修復
技術、管理手法を開発する。【国土交通省】

海辺の自然
再生のため
の計画立案
と管理技術
に関する研
究

多種多様
な生物から
なる生態系
を正確にと
らえその保
全・再生を
実現する
科学技術

国交省
国総研（横
須賀）

17 20 8 7 8
港湾域・運河域での生態系評価の
ための「東京湾環境マップ」を作成
した。

- - 研究期間が既に終了しているため特段の取り組みなし 帰納的手法開発のための多くの事例の積み重ね
アジア地区における統合沿岸域管理の推進
に向けて参考となる先進事例として活用され
ることが期待できる

32904
◇ 2015年度までに、海辺の自然再生による
沿岸域の保全・再生・創出・管理システムを構
築する。【国土交通省】

海辺の自然
再生のため
の計画立案
と管理技術
に関する研
究

多種多様
な生物から
なる生態系
を正確にと
らえその保
全・再生を
実現する
科学技術

国交省
国総研（横
須賀）

17 20 8 7 8
東京湾シンポジウムを開催し、東京
湾の環境再生に向け包括的目標設
定の重要性を指摘した。

- - 研究期間が既に終了しているため特段の取り組みなし
海辺の再生の目標・手法に関する関係者間の意識の醸成。環境
計画・管理システムの制度化手法

都市型の湿地再生の推進に向けて参考とな
る先進的な検討例として参考となることが期
待される。

33003

○ 2010年度までに、河川及び海辺の自然再
生による河川流域から沿岸海域までの広域
的生態系への総合的影響評価技術、保全修
復技術、管理手法を開発するとともに、都市
域の緑地の保全・再生・創出・管理技術を開
発する。【国土交通省】

河川流況変
動及び河川
形状改善に
よる河川生
態系への影
響評価技
術、保全・修
復技術の開
発

国交省

（独）土木
研究所
水環境研
究グループ
河川生態
チーム

18 22 82 82 65 △

・河川形状の要素の一つとして、河
床特性を取り上げ、現地調査（河床
材料と水生昆虫）を実施した。その
結果、河床礫サイズ・安定性、微細
な有機物のフラックスが水生昆虫生
息域の特性を規定する要因となるこ
とが示唆された。（瀬淵等河川構造
内の河床における生物分布と物理
環境の関係解明）。また、河床礫サ
イズと水生昆虫のバイオマスとの間
に正の相関が認められた。

60 60

・瀬と淵による底生動物の現存量や機能群の違い、瀬の河床
礫サイズ・河床安定性から底生動物量を推定するための関係
性を明らかにした。また、河川物理環境の違いによる底生動
物量と付着藻類や底生動物による栄養塩・有機物の吸収等を
組み入れた河川上下流における水質変化モデルの構築を
行った。
・平成21年度までに予定していた内容は計画通り進んでい
る。

瀬淵等の河川形状に対応して形成する流れ場や礫粒径特性と、
底生動物を中心とした現存量・機能群構成の関係の解明。

河川上下流での、物理環境と生物量及び生
物による物質動態変化を含めた研究は国際
的にもほとんどみられない。

33003

○ 2010年度までに、河川及び海辺の自然再
生による河川流域から沿岸海域までの広域
的生態系への総合的影響評価技術、保全修
復技術、管理手法を開発するとともに、都市
域の緑地の保全・再生・創出・管理技術を開
発する。【国土交通省】

・干潟再生に
向けた地盤
環境設計技
術の開発
・沿岸生態
系における
高次栄養段
階生物の食
性に関する
調査及び実
験

国交省
港湾局
技術企画
課

16 22 9 1 9

2007年度は，干潟地盤における微
地形の評価方法として無人飛行機
（UAV）等を活用した方法を開発し，
設計・施工への応用方法について
検討した．
2008年度は，干潟地盤の地盤環境
動態実現方法に関連して，覆砂の
施工法，干潟に活用する土砂に要
求される性能等について検討する．
また，干潟の生物生息場としての保
全や修復に役立てるように，鳥や魚
類などの高次の栄養段階生物の食
性に関する調査を開始した．

1 453の内数

干潟の地盤環境動態に基づいた，豊かな干潟環境を実現す
るための設計手法を提案．
鳥類や魚類など生態系の高次生物の食性に焦点を当てた調
査を実施し、これまで困難であった高次生物の保全や回復を
促すための生息場作りを資する知見を得る。

干潟の生物生息場としての保全や修復に資する鳥や魚類などの
高次の栄養段階生物の食性等に関するデータ集積

港湾行政の面からは、浚渫土砂を有効に活
かした、干潟・浅場造成や、窪地の埋め戻しな
どの環境修復を一層進展することが可能とな
る。一連の素過程研究の成果をとりまとめた
内湾シミュレータの開発を通して、様々な環境
施策の効果を比較することが可能となり、沿
岸域における豊かな自然再生を実現するた
めに必要な施策の選択が可能となる．

33003

○ 2010年度までに、河川及び海辺の自然再
生による河川流域から沿岸海域までの広域
的生態系への総合的影響評価技術、保全修
復技術、管理手法を開発するとともに、都市
域の緑地の保全・再生・創出・管理技術を開
発する。【国土交通省】

都市緑化技
術開発調査
（緑化技術
推進調査の
内数）

多種多様
な生物から
なる生態系
を正確にと
らえその保
全・再生を
実現する
科学技術

国交省

都市・地域
整備局
公園緑地・
景観課

18 22 10 10 10
都市域の緑地の保全・再生・創出・
管理技術について、ケーススタディ
により一定の知見を得た。

10 4
都市域の緑地の保全・再生・創出・管理技術について、優良
事例の収集を行った。

都市域の緑地の保全・再生・創出・管理技術について、指針を検
討する。

都市域の緑地の保全・再生・創出・管理技術
について、事例を紹介。

33004
○ 2010年度までに、広域スケールでの外来
生物拡大・拡散システム、個体群の動態等の
解明、対処技術を開発する。【国土交通省】

外来生物拡
大・拡散シス
テム、個体
群の動態解
明、対処技
術の開発

広域生態
系複合に
おける生態
系サービス
管理技術

国交省

土木研究
所
水環境研
究グループ
河川生態
チーム

18 22 15 15 13 △

・ 外来植物拡大・拡散システム解明
　河川における外来生物拡散には、
洪水による種子散布が支配的であ
るとともに、出水のタイミングにより
その拡大スピードが異なることを明
らかにした。このため、洪水による
外来種の種子散布を少なくするに
は、種子成熟前の刈り取りが有効
である。また、各個体群の生活環境
の違いや種子が流れ着いた場の生
育場の基盤構造の違いが植物の繁
茂に影響していた。河原での外来
種の抑制には、生育場の礫層の厚
さが10cm以上であることが有用で
あることを明らかとした。
・ 魚類の個体群動態解明
水系内に分布する魚種の生息環境
が分断されることによる在来魚種へ
の影響を定量的に把握するために
遺伝情報を用いた調査手法を提案
し、実際の水系内における魚類個
体群の動向の推定を試みた。

14 8

・河川における外来植物種子の拡大・拡散システムの解明，
解析ツール（種子の拡大・拡散を考慮した数値解析）の開発、
対処方法について提案を行った．
・在来魚集団について、遺伝情報を用いた集団構造調査手法
を提案し、実河川への適用を行った。
・平成21年度までに予定していた内容は、計画通り進んでい
る。

外来植物拡大・拡散システム解明
・複数種の検討および解析ツールの精度向上を図る
魚類の個体群動態解明
・生息環境の分断に伴い在来魚集団が受ける影響の推定･評価
方法の検討

・遺伝情報を活用した研究は、生物多様性保
全の観点からも、先進国を中心に積極的に行
われているところである。最新の分析技術の
現場への適用性を検証したこれまでの取り組
みの成果は、他の国においても活用できるも
のと考える。

33004
○ 2010年度までに、広域スケールでの外来
生物拡大・拡散システム、個体群の動態等の
解明、対処技術を開発する。【国土交通省】

都市緑化技
術開発調査
（緑化技術
推進調査の
内数）

多種多様
な生物から
なる生態系
を正確にと
らえその保
全・再生を
実現する
科学技術

国交省

都市・地域
整備局
公園緑地・
景観課

18 22 10 10 10

外来種の拡散を防止するため、外
来種を用いない緑化工法について
施工し、モニタリング調査を継続的
に実施中。

10 4
管理手法の違いによる外来種拡散の防止効果等についてモ
ニタリング調査を実施中。

モニタリング調査を継続し、外来種を用いない緑化工法の確立を
図る。

外来種拡散の防止手法等について、情報提
供等を実施。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

33005

◇ 2015年度までに、国土全体のエコロジカル
ネットワーク形成に向けて、都市域、水域及び
沿岸域での水と緑のネットワークの形成・評
価技術や外来生物への対処を含む生態系向
上のための緑地、河川、周辺湿地・干潟、沿
岸域の保全・再生・創出・管理技術を開発し、
人間活動を含めた都市域、水系単位及び沿
岸域での自然環境の保全・再生・創出・管理
システムを構築する。【国土交通省】

外来生物拡
大・拡散シス
テム、個体
群の動態解
明、対処技
術の開発

広域生態
系複合に
おける生態
系サビス管
理技術

国交省

（独）土木
研究所
水環境研
究グループ
河川生態
チーム

18 22 15 15 13 △

・ 外来植物拡大・拡散システム解明
　河川における外来生物拡散には、
洪水による種子散布が支配的であ
るとともに、出水のタイミングにより
その拡大スピードが異なることを明
らかにした。このため、洪水による
外来種の種子散布を少なくするに
は、種子成熟前の刈り取りが有効
である。また、各個体群の生活環境
の違いや種子が流れ着いた場の生
育場の基盤構造の違いが植物の繁
茂に影響していた。河原での外来
種の抑制には、生育場の礫層の厚
さが10cm以上であることが有用で
あることを明らかとした。
・ 魚類の個体群動態解明
水系内に分布する魚種の生息環境
が分断されることによる在来魚種へ
の影響を定量的に把握するために
遺伝情報を用いた調査手法を提案
し、実際の水系内における魚類個
体群の動向の推定を試みた

14 8

・河川における外来植物種子の拡大・拡散システムの解明，
解析ツール（種子の拡大・拡散を考慮した数値解析）の開発、
対処方法について提案を行った．
・在来魚集団について、遺伝情報を用いた集団構造調査手法
を提案し、実河川への適用を行った。
・平成21年度までに予定していた内容は、計画通り進んでい
る。

・河川上流域からの外来種流入対策の検討
・河道内分断影響の回避・低減策の構築

・遺伝情報を活用した研究は、生物多様性保
全の観点からも、先進国を中心に積極的に行
われているところである。最新の分析技術の
現場への適用性を検証したこれまでの取り組
みの成果は、他の国においても活用できるも
のと考える。

33005

◇ 2015年度までに、国土全体のエコロジカル
ネットワーク形成に向けて、都市域、水域及び
沿岸域での水と緑のネットワークの形成・評
価技術や外来生物への対処を含む生態系向
上のための緑地、河川、周辺湿地・干潟、沿
岸域の保全・再生・創出・管理技術を開発し、
人間活動を含めた都市域、水系単位及び沿
岸域での自然環境の保全・再生・創出・管理
システムを構築する。【国土交通省】

・干潟再生に
向けた地盤
環境設計技
術の開発
・沿岸生態
系における
高次栄養段
階生物の食
性に関する
調査及び実
験

国交省
港湾局
技術企画
課

16 22 9 1 9

2007年度は，干潟地盤における微
地形の評価方法として無人飛行機
（UAV）等を活用した方法を開発し，
設計・施工への応用方法について
検討した．
2008年度は，干潟地盤の地盤環境
動態実現方法に関連して，覆砂の
施工法，干潟に活用する土砂に要
求される性能等について検討する．
また，干潟の生物生息場としての保
全や修復に役立てるように，鳥や魚
類などの高次の栄養段階生物の食
性に関する調査を開始した．

1 453の内数

干潟の地盤環境動態に基づいた，豊かな干潟環境を実現す
るための設計手法を提案．
鳥類や魚類など生態系の高次生物の食性に焦点を当てた調
査を実施し、これまで困難であった高次生物の保全や回復を
促すための生息場作りを資する知見を得る。

干潟の生物生息場としての保全や修復に資する鳥や魚類などの
高次の栄養段階生物の食性等に関するデータ集積

港湾行政の面からは、浚渫土砂を有効に活
かした、干潟・浅場造成や、窪地の埋め戻しな
どの環境修復を一層進展することが可能とな
る。一連の素過程研究の成果をとりまとめた
内湾シミュレータの開発を通して、様々な環境
施策の効果を比較することが可能となり、沿
岸域における豊かな自然再生を実現するた
めに必要な施策の選択が可能となる．

33005

◇ 2015年度までに、国土全体のエコロジカル
ネットワーク形成に向けて、都市域、水域及び
沿岸域での水と緑のネットワークの形成・評
価技術や外来生物への対処を含む生態系向
上のための緑地、河川、周辺湿地・干潟、沿
岸域の保全・再生・創出・管理技術を開発し、
人間活動を含めた都市域、水系単位及び沿
岸域での自然環境の保全・再生・創出・管理
システムを構築する。【国土交通省】

都市緑化技
術開発調査
（緑化技術
推進調査の
内数）

多種多様
な生物から
なる生態系
を正確にと
らえその保
全・再生を
実現する
科学技術

国交省

都市・地域
整備局
公園緑地・
景観課

18 27 10 10 10

水と緑のネットワークの形成・評価
技術や外来生物への対処を含む生
態系向上のための緑地の保全・再
生・創出・管理技術について、ケー
ススタディにより一定の知見を得
た。

10 4
管理手法の違いによる外来種拡散の防止効果等についてモ
ニタリング調査を実施中。

水と緑のネットワークの形成・評価技術や外来生物への対処を
含む生態系向上のための緑地の保全・再生・創出・管理技術に
ついて、一般化を図る。

外来種拡散の防止手法等について、情報提
供等を実施。

33301

○2010年度までに、農薬等の各種化学物質
が水域生態系、陸域生態系に及ぼす影響を
評価するため、新たな指標生物を選定すると
ともに、作用機構に基づく生態系影響評価法
を開発する。【農林水産省、国土交通省、環
境省】

・微量化学
物質の水域
生態系影響
評価手法の
開発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

18 22 13 13 13

　医薬品類の水生生態系に対する
影響をバイオアッセイにより評価す
るとともに、水環境中濃度との比較
により、生態リスク初期評価を行っ
た。

13 13

医薬品類を対象に、バイオアッセイによる評価と、河川及び下
水処理場における環境中濃度を比較することで、生態リスク
初期評価を実施し、詳細な検討、情報収集が必要な物質を検
討した。

混合系である下水処理水や河川水に関する影響評価法を開発
する。

水環境中の微量化学物質による環境リスクが
世界的に懸念されている中、効果的・効率的
な管理、対策を実施するため、その影響評価
手法が強く求められている。特に、汚染実態
に基づく評価は類例が少なく、知見は高く評
価されている。

33303
3◇2015年度までに、都市排水等に含まれる
微量化学物質が水域生態系に与えるリスクを
評価するシステムを構築する。【国土交通省】

・微量化学
物質の水域
生態系影響
評価手法の
開発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

18 22 13 13 13

　医薬品類の水生生態系に対する
影響をバイオアッセイにより評価す
るとともに、水環境中濃度との比較
により、生態リスク初期評価を行っ
た。

13 13

医薬品類を対象に、バイオアッセイによる評価と、河川及び下
水処理場における環境中濃度を比較することで、生態リスク
初期評価を実施し、詳細な検討、情報収集が必要な物質を検
討した。

混合系である下水処理水や河川水に関する影響評価法を開発
する。

水環境中の微量化学物質による環境リスクが
世界的に懸念されている中、効果的・効率的
な管理、対策を実施するため、その影響評価
手法が強く求められている。特に、汚染実態
に基づく評価は類例が少なく、知見は高く評
価されている。

33607

○2010年までに、船舶用有機スズ系塗料
(TBT塗料)の禁止に伴い、普及が進む非TBT
代替塗料の海洋生態影響のリスク評価技術
を開発する。【国土交通省、農林水産省】

ＴＢＴ代替船
舶用塗料の
海洋環境リ
スク評価技
術の開発

新規の物
質への対
応と国際貢
献により世
界を先導
する化学
物質のリス
ク評価管
理技術

国交省
海上技術
安全研究
所

18 19 13 12 -

防汚剤の塗装表面からの溶出及び
海水中での分解過程の解明を進
め、環境濃度予測モデルを開発し
た。

- - - -
非TBT系船舶用防汚塗料の海洋環境影響評
価手法を開発。さらに同手法に係るISO原案
を作成しISOに提案。

34108

○2010年度までに、自動車、船舶の生産、利
用過程用で窒素酸化物、揮発性有機化合物
等の排出低減技術を開発する。【国土交通
省】

船舶からの
環境負荷低
減（大気汚
染、地球温
暖化防止関
連）のための
総合対策

国交省
海事局
船舶産業
課

19 23 - 94 150

当該研究は２年目であり、国際基準
に適応するNoｘ削減技術の開発を
実施しているところ、実機での試作
機によるラボテストを行い、脱硝効
果を確認した。当該年度の目標を
達成した。

84 70

平成21年度は、３年目であり、要素技術開発段階が終了し、
開発目標を達成した。またラボベースでは実船試験等に至る
研究開発計画は順調であり、計画の見直しは発生しなかっ
た。

Noｘ削減技術確立のためである実船試験等の実施体制を整備
することが必要。

MARPOL条約においては船舶から排出される
Nox値を現行規制値の80%削減することとして
いるが、2012～2013年に技術開発動向を踏
まえてレビューするとしている。そのため、本
事業の技術開発内容を報告することが求めら
れているところである。

34108

○2010年度までに、自動車、船舶の生産、利
用過程用で窒素酸化物、揮発性有機化合物
等の排出低減技術を開発する。【国土交通
省】

・次世代低
公害車開
発・実用化
促進事業

国交省
自動車交
通局
環境課

16 未定 395 413 482

公道走行試験を実施することによ
り、技術基準策定に必要となる安
全・環境上の問題を抽出した。ま
た、開発の進んだ車種について実
用性の向上を図るため、実使用条
件下における実証モデル事業を実
施した。

1374 245
非接触給電ハイブリッドバス、ＦＴＤバス、ＤＭＥトラック、ＣＮＧ
トラックについて、実際の運送事業に使用する実証モデル事
業を実施した。

試作車のさらなる実用性の向上に向けて、実証モデル事業等を
継続する。

大型車の環境対策については、グローバルな
課題であり、本事業では、世界で初めてＤＭＥ
トラックの営業運行を行うなど、国際的に意義
のある成果を出している。

34109

○2010年度までに、油・有害液体物質の排
出・流出による海洋汚染防止対策技術(流出
拡散モニタリング、環境リスク評価、新たな油
回収装置など)を開発する。【国土交通省】

・流出油のリ
アルタイム追
跡・漂流予
測システム
の開発

国交省
港湾局
技術企画
課

19 23 - 17 5

試作した水中映像取得装置を３次
元動画像を取得可能とするよう改良
製作を行う、また、水中作業環境再
現水槽及び海上にて、水中標的の
画像取得実験を実施する

10 453の内数
予測シミュレーションのリアルタイムデータを活用するアルゴリ
ズムの検討や浮遊油の風による動きを把握するために小型
風洞水槽試験を実施した。

研究は計画通り順調に進んでいる

油流出事故時の沿岸域の油汚染による被害
軽減が図られ，油流出事故時の経済的損失
が最小限にくいとめられると同時に環境被害
の軽減が図られる．
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34109

○2010年度までに、油・有害液体物質の排
出・流出による海洋汚染防止対策技術(流出
拡散モニタリング、環境リスク評価、新たな油
回収装置など)を開発する。【国土交通省】

船舶からの
油及び有害
液体物質の
排出・流出に
よる海洋汚
染の防止に
資する研究

国交省
海上技術
安全研究
所

18 20 37 24 12

油処理剤の影響を漁業被害の観点
から評価する油防除支援ツールを
開発した。また、有害物質を含んだ
油の流出について大気拡散も含ん
だ流出油の拡散ミュレーションツー
ルを開発中。平成20年度末に開発
予定。

- - - -

国際的対応が必要である油流出による海洋
汚染について、その防止対策技術に資する油
支援防除ツール及び流出油拡散シミュレー
ションを開発。各国においてもこれらツールは
利用しうるものである。

34201

○2010年度までに、マテリアルリサイクル、ケ
ミカルリサイクル、サーマルリカバリーなどの
異なる種類のリサイクル手法の効果やそれに
要する費用を、LCAや平易な指標でわかりや
すく表現する手法を開発する。【国土交通省、
環境省】

３R実践のた
めのシステ
ム分析・評
価・設計技
術

製品のライ
フサイクル
全般を的
確に評価し
３Rに適し
た生産・消
費システム
を設計する
科学技術

国交省

（独）土木
研究所材
料地盤研
究グループ
新材料チー
ム

18 21 4 4 4 △

現在開発中のリサイクル材につい
て土木用途としての利用可能性を
調査し，利用可能性が高いと考えら
れたリサイクル材についてLCA，
LCCを実施した．

4 -
廃棄物の土木資材へのマテリアルリサイクルや、サーマルリ
カバリーでの電力発電などについて、LCA、LCCでの評価事
例を作成した。

廃棄物の代表的な利用用途について、リサイクル手法の効果や
それに要する費用の評価手法、評価事例を示し、概ね目標を達
成した。

リサイクル材の土木用途のLCA、LCCの情報
は乏しく、本成果は他の国々の参考となる。

34301
○2010年度までに、リサイクル材料が一般材
料と同等の市場流通性を確保するためのビジ
ネスモデルを確立する。【国土交通省】

３Ｒ推進のた
めの社会シ
ステム構築
支援技術

国交省

（独）土木
研究所材
料地盤研
究グループ
リサイクル
チーム

18 20 0.2 0.5 0.2

国土管理由来のバイオマス量を試
算し、エネルギー資源としての価値
を明らかとした。
また、リン資源としての下水汚泥の
ポテンシャルと肥料化に関する経済
性評価を行った。

- - -
下水汚泥由来のリンの市場流通性の試算によりビジネスモデル
を確立し、国土管理由来のバイオマス量を把握し、概ね目標を
達成した。

多くの資源を輸入に頼っている日本におい
て、リサイクル材をを効率的に回収し、市場に
流通させるために必要な研究である。

34406

○2010年までに、シップリサイクルに起因する
環境汚染の防止等のために、インベントリ（船
上の潜在的有害物質に関するリスト）作成手
法の開発等を行う。【国土交通省】

シップリサイ
クルに関す
る総合対策

国交省
海事局
船舶産業
課

17 20 17 8 7

シップリサイクル条約ガイドラインが
本研究開発の成果を大幅に組み込
むことで策定の見通しがつき、2009
年7月に審議・採択予定。

- - - -

本研究の成果を大幅に盛り込む形で、シップ
リサイクル条約ガイドラインが策定されたた
め、国際貢献という観点からも本研究の成果
は意義がある。

34504

○2010年度までに、産業廃棄物を原材料とし
たリサイクル材料を建設工事現場で受け入れ
るための品質評価手法、およびコンクリート用
再生骨材の簡易な性能評価手法を開発す
る。【国土交通省】

再生品の試
験・評価・規
格化支援技
術

国交省

（独）土木
研究所材
料地盤研
究グループ
新材料チー
ム

18 21 61 56 47

プラント等で実施可能なリサイクル
材およびアスファルトコンクリート用
再生骨材の品質評価手法の検討を
行った．

27 -
リサイクル材の利用が多い舗装材料に適用する場合の評価
手法を作成した。また、コンクリート用再生骨材の品質評価法
を作成した。

産業廃棄物の土木用途として大半を占める舗装材料用途につい
て、基本的な考え方や評価方法が示され、またコンクリート用再
生骨材の品質評価手法が示され、概ね目標を達成した。

リサイクル材の土木材料としての品質や安全
性などの情報は乏しく、他の国々の参考にな
る。

34703
○2010年度までに、下水汚泥等から得られる
有用無機物を焼却灰として長期保存する技術
を開発する。【国土交通省】

下水汚泥な
どから得ら
れる有用無
機物を焼却
灰として長期
保存する技
術の開発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

18 22 0.1 3 0.2
長期保存に関する経済性の評価を
実施し、あわせて焼却灰を用いた保
存に関する基礎実験を行った。

12 8
焼却灰に含まれるリンを対象として、事業化可能性について
検討を行った。

長期保存を実施するには、現行制度の再検討が必要である。

わが国では産出しないリン鉱石は重要資源と
して各国で囲い込みが始まっており、国内で
発生している下水汚泥焼却灰は有望な資源
であり、将来のために蓄える意義は大きい。

34704
○2010年度までに、エネルギー自立型下水汚
泥等焼却システムを開発する。【国土交通省】

エネルギー
自立型下水
汚泥等焼却
システムの
開発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

17 22 3.5 2 2
創エネルギー型焼却炉である過給
式流動炉燃焼システムを完成させ
た。

2 2
他分野バイオマスとの混合焼却により成分調整の可能性が
見出せた。

本システムの普及のため、システムの高度化や発生する灰の高
度利用方法について検討を行う。

本焼却システムは国際的にも例がなく、独創
性が高い。

34705

◇下水処理場におけるエネルギー自立技術
や有用無機物の利用技術の実用化を推進
し、その普及促進に向けたさらなる技術開発
を行う。【国土交通省】

下水処理場
におけるエ
ネルギー自
立技術や有
用無機物の
利用技術の
実用化技術
の開発・普
及・推進

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

17 22 3.5 5 2.2

過給式流動炉燃焼システムを完成
させた。有用無機物の利用技術に
ついて基礎的な検討は終了してい
る。

2 2
他分野バイオマスとの混合焼却により成分調整の可能性が
見出せた。

過給式流動炉燃焼システムの高度化や、有用無機物の高度利
用方法・高付加価値化について検討を行う。

本焼却システムは国際的にも例がなく、独創
性が高い。また、温室効果ガス削減の国際公
約に寄与する研究である。

34706
○2010年度までに、100m3超の容積を有する
草木類の大量炭化技術を開発する。【国土交
通省】

地域特性に
応じた未利
用資源の活
用技術

国交省

（独）土木
研究所材
料地盤研
究グループ
リサイクル
チーム

18 20 2.5 2.5 0.2
炭化に関するラボスケールでの技
術開発は完了している。

- - -
炭化技術のシステム設計は終了し、スケールアップ可能であり、
概ね目標を達成した。100m3超の規模での実証試験のために、
今後民間企業等との共同研究が必要である。

温室効果ガス削減の国際公約に寄与する研
究である。

34902

○2010年度までに、廃棄物海面処分場の遮
水シートの性能の検査、モニタリグ手法およ
び破損検知、健全性評価手法を開発するとと
もに、検査、モニタリング、修復が容易な次世
代鉛直遮水工を開発する。【国土交通省】

・廃棄物海
面処分場の
維持・管理
技術の開発

国交省
港湾局
技術企画
課

17 19 0.5 0.5 -

鋼製鉛直遮水工の遮水性能につい
て、資料としてまとめた廃棄物地盤
の浄化･安定化のシミュレーションを
行い、海面処分場のあるべき姿を
保有水位管理という視点から検討し
た。今後は，鉛直遮水工の施工時
の検査・品質管理手法について検
討予定である．

- -
廃棄物海面処理場の長期安定性を図るため、継ぎ手技術の
開発や長期の水質評価方法を提案した。

研究は計画通り順調に進んでいる

周辺住民への安心・安全を伴ったかたちで，
廃棄物海面処分場の維持・管理が適切に行
われ，処分場廃止後の跡地が有効に利用さ
れ，沿岸域の海洋空間の有効利用が促進さ
れる．

35203
○2010年度までに、嫌気性発酵時における下
水汚泥の分解率を65％に向上させる。【国土
交通省】

嫌気性発酵
時における
下水汚泥の
分解率向上
技術の開発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

18 22 5.4 3.2 15

嫌気性発酵の現象を把握するた
め、消化の時系列変化について調
査を行った。また、炭酸ガス吹き込
の影響を調べる実験を行った。

10 15

一段消化よりも二段消化のほうが分解率が向上し、さらに適
量を返送することで分解率が向上した。また、セルロース分を
多く含む場合、炭酸ガスを吹き込むと分解率が若干向上する
傾向が見られた。

引き続き現象解明のために実験を行うとともに、分解率向上のた
めの調査を行う。

温室効果ガス削減の国際公約に寄与する研
究である。

35204
○2010年度までに、低コスト型の消化ガスエ
ンジンを開発する。【国土交通省】

低コスト型の
消化ガスエ
ンジンの開
発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

17 22 3.2 1.9 1.9

下水処理場で発生している消化ガ
スを用い、40日間にわたる実施設
への連続給電を実施し、耐久性の
確認を行った。

- - -
基本となる技術はすでに確立している。一年以上の長期連続実
験を行い、普及に努める。

温室効果ガス削減の国際公約に寄与する研
究である。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予算
額（百万
円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予算
額（百万
円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

35205

◇2015年度までに、下水汚泥からの効率的な
エネルギー回収技術や低コスト型のエネル
ギー利用技術等の実用化・普及促進を推進
するとともに、さらなる高効率化・低コスト化等
に向けた技術開発を行う。【国土交通省】

下水汚泥か
らの効率的
なエネル
ギー回収や
低コスト型の
エネルギー
利用の実用
化・普及促
進・高度化
のための技
術開発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

17 22 8.6 5.1 16.9

低コスト型の消化ガスエンジンシス
テムはほぼ実用化の域に達してい
る。また、嫌気性発酵を高度化し、
バイオガスの増産に関する検討を
行った。

437の内数 15

一段消化よりも二段消化のほうが分解率が向上し、さらに適
量を返送することで分解率が向上した。また、セルロース分を
多く含む場合、炭酸ガスを吹き込むと分解率が若干向上する
傾向が見られた。

引き続きバイオガス増産のため手法の検討を行う。
温室効果ガス削減の国際公約に寄与する研
究である。

35304

○2010年度までに、下水汚泥の炭化燃料化
システムにおいて、炭化燃料の発熱量を30％
向上させるとともに、燃料消費量を30％削減
する。【国土交通省】

未利用バイ
オマス等活
用によるエ
ネルギー自
立型処理場
の開発（ＪＳ
固有研究）
固形燃料化
システムの
技術評価（Ｊ
Ｓ技術評価）

効率的に
エネルギを
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

18 20 8 8 10

　低温型によるプロセスを開発し、
石炭の６～７割りの総発熱量を保有
する下水汚泥固形燃料化手法を確
立。　同、固形燃料の安全性判定の
ための指針をまとめた。

8 -
事業実施段階であり、複数の自治体が事業可能性の調査を
行っている。

燃料化に特化した炭化技術の開発は完了し、すでに東京都で実
稼動、愛知県を始めとする複数の自治体で事業検討が行われて
いる。
課題
事業実施箇所が複数個所に増えた段階で、当初目標に対する
事業面、技術面での事後評価が必要である。

汚泥の炭化技術は日本が先行した技術であ
り、特に燃料化に特化したものは日本独自の
技術である。
ただし、燃料を製造するという特殊性から従来
の焼却炉などとは異なる設計、維持管理体制
が求められることから。ハード、ソフト、人を含
めた総合輸出技術と位置付けられる。

35305

◇2015年度までに、下水汚泥からの効率的な
エネルギー回収技術や低コスト型のエネル
ギー利用技術等の実用化・普及促進を推進
するとともに、さらなる高効率化・低コスト化等
に向けた技術開発を行う。【国土交通省】

未利用バイ
オマス等活
用によるエ
ネルギー自
立型処理場
の開発（ＪＳ
固有研究）

効率的に
エネルギを
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

18 20 8 8 8

熱可溶化と、嫌気性発酵を組み合
わせたプロセスの開発によって、下
水汚泥及び生ごみからの高率な汚
泥分解率（７０％以上）を達成し、エ
ネルギー回収を行った。

8 8

高効率嫌気性消化（担体充填メタン発酵・熱可溶化メタン発
酵）の実証プラントによる最適処理条件、処理性能確認を引き
続き実施するとともに、水素発酵や微生物電池等の組み合わ
せシステムの導入可能性について検討に着手した。

消化槽本体の開発のほか、周辺技術のラインナップを整備し、エ
ネルギーシステムとしての最適な組み合わせによる、更なる向上
が必要がある。下水道既存施設を活用した生ごみの収集、混合
メタン発酵による未利用バイオマス資源の積極的利活用による
温室効果ガス削減システムの開発が必要。

　生ごみをディスポーザー処理して下水管きょ
により処理場に集約し、下水汚泥と共にエネ
ルギー転換・回収する方式は、今後の開発途
上国への新しいＣＯ2削減システムとして有望
である。

35604
○2010年度までに、国土管理由来バイオマス
のインベントリーを開発する。【国土交通省】

持続可能型
地域バイオ
マス利用シ
ステム技術

効率的に
エネルギを
得るための
地域に即し
たバイオマ
ス利用技
術

国交省

（独）土木
研究所材
料地盤研
究グループ
リサイクル
チーム

18
20→
25

9 12 10

国土管理由来のバイオマスのカロ
リーや元素の原単位を把握し、発生
量についてもインベントリーの整備
を行った。

20 19
バイオマス利用技術のLCAのプロトタイプ版を作成するととも
に、既存のバイオマス利用施設の実態調査を実施した。

当初目標である国土管理由来バイオマスのインベントリー開発
は概ね終了したが、新たな資源化・利用技術を考慮したインベン
トリ分析を可能としていく必要がある。

温室効果ガス削減の国際公約に寄与する研
究である。

35605
◇国土管理由来バイオマスについて、地域特
性に適した資源化・利用技術を開発する。【国
土交通省】

持続可能型
地域バイオ
マス利用シ
ステム技術

国交省

（独）土木
研究所材
料地盤研
究グループ
リサイクル
チーム

18 25 8 4 6

創エネルギー型焼却炉である過給
式流動炉燃焼システムを完成させ
た。
草木廃材の爆砕+下水汚泥との混
合消化により、メタンガスの回収増
が見込めることを明らかとした。
小規模な消化ガスエンジンを開発
し、基本性能を把握した。また耐久
性も調査した。

－ - -
地域特性に適した資源化・利用技術として、創エネルギー型焼却
炉、メタンガス増収技術等を開発し、概ね目標を達成した。

温室効果ガス削減の国際公約に寄与する研
究である。

35704
○2006年度までに、バイオディーゼル燃料専
用車が環境・安全面で満たすべき車両側対応
技術等を明確にする。【国土交通省】

・バイオマス
燃料対応自
動車開発促
進事業

国交省
自動車交
通局
環境課

16 18 83

バイオディーゼル専用車を試作し、
排出ガス・安全・耐久性能評価を行
うことにより、バイオディーゼル燃料
対応車が環境・安全面で満たすべ
き車両側対応技術等を明確にさ
せ、排出ガスの目標性能を達成さ
せた。

- - - -
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